
内の委託設置した高齢者なんでも相談室において、要支援及び事業対象者に対し介護予防ケアマネジメン
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 トを実施し、要介護状態への悪化を防止し、現状維持・改善を行う。
展開方向

要支援・事業対象者に適切な介護予防ケアマネジメントを行うことで、日常生活における機能の維持・改善 各地区の高齢者なんでも相談室で実施する、新規認定者及び更新認定者の要支援１、要支援２及び事業対象
を図る。 者の方の介護予防ケアマネジメント業務の実施状況について管理を行う。
〇介護予防ケアマネジメント及び給付管理業務については、委託設置した各地区の高齢者なんでも相談室で 当該年度 ただし、各地区の高齢者なんでも相談室で対応できないケースが発生した場合、市の高齢者なんでも相談室
実施する。 執行計画 で介護予防ケアマネジメントが実施できるように人的な体制は整備しておく。また、介護予防に関する相談

(3)事業内容 内　　容 〇各地区の高齢者なんでも相談室で対応困難なケースが発生した場合は、市の高齢者なんでも相談室にて対 業務は市の高齢者なんでも相談室でも引き続き実施していく。
応していく。また、介護予防に関する相談業務は市の高齢者なんでも相談室で引き続き実施していく。

日常生活機能及び要支援状態の維持、改善 想定値 75当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 77.6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自立支援のためのケアプランを作成、実施することで日常生活機能、及び要支援状態を維持・改善する。 直接 日常生活機能及び要支援状態の維持、改善者数　/　年間ケアプラン ％ 74.3 75
作成者数(新規を除く）

令和 4年度 自立支援のためのケアプランを作成、実施することで日常生活機能、及び要支援状態を維持・改善する。 直接 日常生活機能及び要支援状態の維持、改善者数　/　年間ケアプラン ％ 75
作成者数(新規を除く）

令和 5年度 自立支援のためのケアプランを作成、実施することで日常生活機能、及び要支援状態を維持・改善する。 直接 日常生活機能及び要支援状態の維持、改善者数　/　年間ケアプラン ％ 75
作成者数(新規を除く）

高齢化による対象者の増加が、業務量超過や多事業遂行に差し支えないよう、困難ケースのケアプラン作成については市の保健
(7)事業実施上の課題と対応 師等が相談支援または直営としてケアプランの作成を行う。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護予防サービス計画作成 0 介護予防サービス計画作成 0 0 介護予防サービス計画作成 0 介護予防サービス計画作成 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.01 0.02 0.02 0.01 0.01
正職員人件費 87 178 178 89 89

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 87 178 178 89 89
(11)単位費用

1.16千円／％ 2.37千円／％ 2.29
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成１８年４月介護保険制度見直しの一つとして、介護保険が制度として持続していくため「予防が重視」され、介護予 ●①事前確認での想定どおり
防ケアマネジメントが導入された。介護予防を推進することで高齢者が健康を維持し、要介護者増加の抑制に繋がる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高齢者は介護予防ケアマネジメントを実施していても、疾患の悪化等により身体状況の変化が起きやすいが、要支援状態
の維持・改善率が75％以上を維持しているので、想定通りと考えられる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 要支援等の認定を受けた高齢者の介護予防ケアマネジメント

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 業務は、介護保険法にて地域包括支援センターが行うものが
□その他 　促進された 決められている。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
74.3 75 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な介護予防マネジメントを行うことで、日常生活機能の維持・改善が図られ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 77.6 103.47

たと考えられる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 178 △91 178 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△104.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 42.13

％ 10万円 43.6 103.49

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 476 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢期健康教育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護予防マネジメントの管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 178 千円 (うち人件費 178 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防につながる活動を支援し、身近 市



知症高齢者が住みなれた地域で安心して日常生活を営むことができるよう、行方不明時の発見・保護体制
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 を確立する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
（1）所在不明となった認知症高齢者に対し、捜索依頼に基づき警察や社会福祉協議会、コンビニエンスス 認知症高齢者のひとり歩きに対し、ネットワークを図り早期保護に努める。また、行方不明となった高齢者
トア、ガソリンスタンド等の協力機関、市が連携しＦＡＸを利用し認知症高齢者を早期に発見し保護する。 の家族からの要請により、防災行政無線緊急放送を行う。
（2）SOSネットワーク連絡協議会の開催（隔年） 当該年度 また、SOSネットワーク連絡協議会を開催し、関係機関
（3）所在不明となった高齢者の家族からの要請により、防災行政無線緊急放送を行い、早期発見・保護に 執行計画

(3)事業内容 内　　容 つなげる。

令和３年度ネットワークによる保護見込み人数 想定値 30当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ひとり歩きにより行方不明になった認知症高齢者を、早期に発見し安全に保護する。 直接 SOSネットワーク事業利用者を24時間以内に保護する。 ％ 100 100

令和 4年度 ひとり歩きにより行方不明になった認知症高齢者を、早期に発見し安全に保護する。 直接 SOSネットワーク事業利用者を24時間以内に保護する。 ％ 100

令和 5年度 ひとり歩きにより行方不明になった認知症高齢者を、早期に発見し安全に保護する。 直接 SOSネットワーク事業利用者を24時間以内に保護する。 ％ 100

今後さらに認知症高齢者が増加する見込みの中、市民や協力事業所へのさらなる周知・啓発が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ＳＯＳネットワーク消耗品 2 ＳＯＳネットワーク消耗品 2 0 ＳＯＳネットワーク消耗品 2 ＳＯＳネットワーク消耗品 2
ＳＯＳネットワークＦＡＸ通信料 245 ＳＯＳネットワークＦＡＸ通信料 216 122 ＳＯＳネットワークＦＡＸ通信料 216 ＳＯＳネットワークＦＡＸ通信料 216
ＳＯＳネットワーク連絡協議会賄費 4

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 251 合　　計 218 122 合　　計 218 合　　計 218
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 96 補助率 38.5 ％ 83 47 補助率 38.5 ％ 83 補助率 38.5 ％ 83
県支出金 補助率 19.25 ％ 48 補助率 19.25 ％ 41 23 補助率 19.25 ％ 41 補助率 19.25 ％ 41
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50 44 24 44 44

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 57 ■特会 □受益 □基金 □その他 50 28 ■特会 □受益 □基金 □その他 50 ■特会 □受益 □基金 □その他 50
換算人数(人) 0.05 0.1 0.1 0.05 0.05
正職員人件費 435 890 890 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 686 1,108 1,012 663 663
(11)単位費用

34.3千円／人 36.93千円／人 126.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本市における高齢化率は､毎年増加し、今後ますます高齢化が進行する。また、これに比例して、認知症高齢者数も増加 ●①事前確認での想定どおり
が予測され、対応の必要性が高まっている。認知症の症状の１つであるひとり歩きにより行方が分からなくなった高齢者 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 等は、脱水や交通事故など、生命に関わる問題に遭遇する可能性が高く、さらに家族の精神的不安も高いため、早期発見 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・保護に努める必要がある。また、市民に対して広く認知症についての啓発を図り、正しい理解や対応方法を周知する必 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

要がある。 認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせる地域を実現するため、認知症となった高齢者が徘徊等により行方不
明になった際の早期発見・保護とその家族の安心を担保するために必要な事業である。今後ますます認知症高齢者の数は

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行方がわからなくなった認知症の高齢者等について、早期発

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 見・保護のため、市が事務局として機能することで迅速に防
□その他 　促進された 災無線対応、見守り体制の構築につなげることができた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 防災無線にて市民に直接情報提供を依頼している。 防災無線にて市民に直接情報提供を依頼。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り SOSネットワーク連絡協議会を開催し、警察・社会福祉協議 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 会・コンビニエンスストア・ガソリンスタンド等の協力機関 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している が出席し、事業周知を図っている（令和3年度は新型コロナ ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 感染症拡大防止のため中止）。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 現状どおり ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適宜、警察と連携して迅速に対応することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,108 △422 1,012 91.34
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

特になし

△61.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 相談件数が想定範囲内であったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 9.03

％ 10万円 9.88 109.41

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 483 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 徘徊高齢者の早期保護 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 SOSネットワーク事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,108 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 認



ことができるよう、身近な地域で住民との交流ができる場や 一人暮らし高齢者等の閉じこもりを防ぎ、健康づくり、寝たきり予防、交流の促進を図り、生きがいのある
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 自立した生活を支援する。
展開方向

充実を図ります。
〇公民館や近隣センタ－等の公共施設や地区集会所等の施設を利用し、高齢者が気軽に立ち寄り地域の仲間 ○きらめきデイサービス事業の実施状況を把握し、市民団体と協議しながら事業内容の充実を目指す
との交流や手芸等の趣味を楽しむことができる「きらめきデイサービス」を実施する。 ○市民団体と事業の委託契約締結
・運営は市民団体に委託するが、地域のボランティアも運営に参画し、より充実した地域ぐるみサービスを 当該年度 ○委託団体は、毎月市に実績報告書提出⇒市：確認⇒委託団体：請求⇒市：委託料支払
提供する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・保健師等による健康相談や健康教室等も実施する。
・１回の利用人数は場所によって異なり、少ないところでは概ね１０人程度、多いところでは、７０人程度
になる。 きらめきデイサービスの1月あたりの利用者数 想定値 427当該年度
・平成２９年３月から健康体操を取り入れ、より健康づくりを意識した「強化型」事業への移行を進めてい 単位 人

活動結果指標 実績値 215る。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 利用者数を維持しつつ、より健康づくりを意識した「強化型」事業への移行を進めていく。 直接 きらめきデイサービスの1月あたりの利用者数 人 411 427

令和 4年度 利用者数を維持しつつ、より健康づくりを意識した「強化型」事業への移行を進めていく。 直接 きらめきデイサービスの1月あたりの利用者数 人 405

令和 5年度 利用者数を維持しつつ、より健康づくりを意識した「強化型」事業への移行を進めていく。 直接 きらめきデイサービスの1月あたりの利用者数 人 385

現役を退いた高齢者の一部は、社会的な関わりが少なくなり家に引きこもりがちになりやすく、身体的、精神的、社会的な生活
(7)事業実施上の課題と対応 機能を低下させる要因となっている。現在、きらめきデイサービスの参加者は、７０歳・８０歳代の女性が多いのに対し男性は 代替案検討 ○有 ●無

少ない状況です。男性の参加者も増やせるよう、魅力あるメニューにしていくなど、実施団体と協議し工夫をする必要がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

きらめきデイサービス事業委託料 1,794 きらめきデイサービス事業委託料 824 737 きらめきデイサービス事業委託料 1,524 きらめきデイサービス事業委託料 1,524
（既存3ヶ所） （既存3ヶ所） （既存3ヶ所） （既存3ヶ所）

当初予算  1,524,000
会計年度任用職員報酬（月16日）0.25人 503 12月補正予算 -700,000 会計年度任用職員報酬　0.25人 502 会計年度任用職員報酬　0.25人 502
上記職員　職員手当　0.25人 35 上記職員　職員手当　0.25人 54 上記職員　職員手当　0.25人 54
上記職員　社会保険料　0.25人 87 会計年度任用職員報酬　0.25人 502 502 上記職員　社会保険料　0.25人 86 上記職員　社会保険料　0.25人 86
上記職員　費用弁償　0.25人 11 上記職員　職員手当　0.25人 54 54 上記職員　費用弁償　0.25人 11 上記職員　費用弁償　0.25人 11

実施内容 上記職員　社会保険料　0.25人 86 86
上記職員　費用弁償　0.25人 11 11

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,430 合　　計 1,477 1,390 合　　計 2,177 合　　計 2,177
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,430 1,477 1,390 2,177 2,177

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.2 0.2 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 1,780 1,780 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,605 3,257 3,170 4,402 4,402
(11)単位費用

11.51千円／人 7.63千円／人 14.74
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・高齢者がはつらつと充実した生活を送ることができるよう､年齢や体調に合わせた健康づくりを支援するとともに、寝 ○①事前確認での想定どおり
たきりや認知症を予防し、高齢者に対応したさまざまな地域活動を実施するなど､生きがい活動や地域社会への参加を支 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 援する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・平成２９年３月から、健康体操を取り入れ、より健康づくりを意識した「強化型」事業への移行を進めている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言により活動できない期間があった。しかしながら、きらめきデイサービス
は、高齢者の閉じこもり予防等の効果をはたしている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢者の身近な場所に気軽に参加し、おしゃべりなどができ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る高齢者同士の交流の場を設け、運営を支援することは、高
□その他 　促進された 齢者の閉じこもり防止、認知症予防、健康寿命の延伸の観点

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した からも重要である。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体の自主的な活動を支援している。 きらめきデイサービスは、地域の自主的な活動により運営さ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り れている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
411 427 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言により活動できない期間があった
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 215 50.35

ため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,257 1,348 3,170 97.33
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

29.27

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言により活

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 動できない期間があったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 13.11

人 10万円 6.78 51.72

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 484 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の交流・社会参加への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 きらめきデイサービスの促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 9年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,957 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 4,988 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,257 千円 (うち人件費 1,780 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第６次健康福祉総合計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送る



で支障がある高齢者のために住宅の一部を改造しようとする者に対し、住宅改造に要する
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 費用の一部を助成することにより、高齢者の自立の促進と介護者の負担の軽減を図ることを目的としていま
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 す。
世帯の生計中心者の市民税が非課税若しくは均等割のみ課税、または合計所得金額１２５万円以下の６５歳 ○住宅改造を必要とする高齢者を適切に把握し、効果的な住宅改造を実施する。（通年）
以上の高齢者を対象に、居住する住宅に手摺り、段差スロープ、式台の設置に要する費用の一部を助成（助 ○対象者の把握方法（通年）
成限度２万５千円）します。ただし、介護保険制度の認定者に対しては、工事の範囲が広がり、要支援から 当該年度 ・高齢者なんでも相談室と連携
要介護２までの認定者に対しては、助成限度額20万円、要介護３以上の認定者に対しては、助成限度額５０ 執行計画 ・市看護職等による訪問時

(3)事業内容 内　　容 万円を助成し、高齢者の自立の促進と介護者の負担の軽減を図ります。 ・民生委員との連携
・介護支援専門員との連携
助成対象者想定数（２年度） 想定値 2当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手摺り設置などの住宅改造を行うにより、在宅生活の維持・継続を図る。 直接 住宅改造が必要な方への助成率 ％ 100 100

令和 4年度 手摺り設置などの住宅改造を行うにより、在宅生活の維持・継続を図る。 直接 住宅改造が必要な方への助成率 ％ 100

令和 5年度 手摺り設置などの住宅改造を行うにより、在宅生活の維持・継続を図る。 直接 住宅改造が必要な方への助成率 ％ 100

介護保険制度にも住宅改修があり、本人負担は１割か3割、上限は２０万です。個人の資産に資するものに対し、介護保険制度
(7)事業実施上の課題と対応 の範囲を超えて市が助成することの是非を含め、本事業と介護保険制度のすみ分けや、対象者の整理が必要です。課内に設けた 代替案検討 ○有 ●無

高齢者サービス見直し検討会にて、今後も継続して検討します。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高齢者住宅改造費用助成費 400 高齢者住宅改造費用助成費 400 0 高齢者住宅改造費用助成費 400 高齢者住宅改造費用助成費 400

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 400 合　　計 400 0 合　　計 400 合　　計 400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 400 400 0 400 400

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.03 0.03 0.08 0.08
正職員人件費 696 267 267 712 712

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,096 667 267 1,112 1,112
(11)単位費用

137千円／人 333.5千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者が住みなれた地域で、くらし続けられるよう、安全に生活できる居住環境を整える必要があります。また、予防段 ○①事前確認での想定どおり
階においても手摺り、段差スロープ、式台の設置に要する費用の一部を助成することで転倒予防等の効果が図れるため、 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 必要です。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

利用者がいなかったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 利用者がいなかったため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利用者がいなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 667 429 267 40.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用者がいなかったため。

39.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利用者がいなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 14.99

％ 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 486 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 住宅改造事業の拡大 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 667 千円 (うち人件費 267 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第９次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 日常生活を営む上



ることができるよう、身近な地域で住民との交流ができる場や 高齢者が気軽に集える場所を提供することによって、高齢者の閉じこもりを予防するとともに、地域での交
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 流を促進し、健康で生きがいのある生活を支援することを目的としています。
展開方向

充実を図ります。
高齢者の外出動機の高い理由である「買い物」に視点を置き、商店街の空き店舗を活用し、平成15年に湖北 ○管理運営委託契約（4月）
駅南口に「お休み処」を開設しました。地域の高齢者が健康で生きがいのある生活を送れるよう、高齢者の ○「お休み処」運営委員会の開催（毎月）
外出を支援するお休み処、立ち寄り所的な機能を有した、高齢者が気軽に集える場所となっています。運営 当該年度 ○実施報告受理（毎月）
を社会福祉協議会に委託し、ボランティアの協力のもと、給茶や日替りのサービス等を提供したり、コミュ 執行計画 ○定期的に高齢者が集う「各種講座」等の開催

(3)事業内容 内　　容 ニケーションを図ったり、講習会の開催や健康相談を行ったりするなど、高齢者の趣味・趣向をとらえた運
営を行います。

１年間の延べ利用者数 想定値 8,660当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 「お休み処」の利用者数を増やす。 直接 １日の平均利用者数 人 34 34

令和 4年度 「お休み処」の利用者数を増やす。 直接 １日の平均利用者数 人 34

令和 5年度 「お休み処」の利用者数を増やす。 直接 １日の平均利用者数 人 34

開設当初の空き家活用や商業活性という目的から、現在は高齢者の外出の機会となる集いの場としての目的に変化していること
(7)事業実施上の課題と対応 、担い手の確保、コロナ禍において、令和2年3月から事業の休止が続いていていることが課題です。事業手法の見直し等、建物 代替案検討 ○有 ●無

の賃貸借の是非を含めた検討を行う必要があります。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

○光熱水費 224 ○光熱水費 43 43
○通信運搬費 43 当初予算  213,000
○運営委託料 633 12月補正予算  -170,000
○お休み処清掃委託料 89 ○通信運搬費 7 7
○お休み処賃借料 1,584 当初予算  43,000
○お休み処玄関マット等使用料 30 9月補正予算  -36,000

○運営委託料 0 0
実施内容 当初予算 633,000

9月補正予算 -633,000
(8)施行事項

費　　用 ○お休み処清掃委託料 0 0
当初予算  60,000
12月補正予算  -60,000
○お休み処賃借料 660 660
当初予算　1,610,000
9月補正予算 -393,000
流用・充当　-557,000
oお休み処原状復旧工事費 557 445
流用・充当　557,000

予算(決算)額 合　　計 2,603 合　　計 1,267 1,155 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,603 1,267 1,155 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0 0
正職員人件費 870 890 890 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,473 2,157 2,045 0 0
(11)単位費用

0.23千円／人 0.25千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が加速する中、高齢者が地域の中で社会参加をしながら生きがいをもって生活することが必要です。高齢者が気軽 ○①事前確認での想定どおり
に集える場所を提供することによって、高齢者の閉じこもりを予防するとともに、地域での交流を促進し、健康で生きが ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ いのある生活を支援する必要があります。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

令和３年８月をもって事業を廃止したため

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の 令和３年８月をもって事業を廃止した
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 管理運営を地域の社会福祉協議会に委託し、ボランティアス 令和３年８月をもって事業を廃止した ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り タッフが運営にかかわっている。 ○②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 令和３年８月をもって事業を廃止したため

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 令和３年８月をもって事業を廃止した ○①想定どおり
□②生き物と共存している ●②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 令和３年８月をもって事業を廃止したため ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
34 34 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

令和３年８月をもって事業を廃止したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,157 1,316 2,045 94.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

令和３年８月をもって事業を廃止したため

37.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 令和３年８月をもって事業を廃止したため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.58

人 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ●廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
平成15年のスタートから約18年間運営を続けてきた「お休み処」は、新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年３月より休止、令和３年 市としては「お休み処」事業は廃止し、高齢者の地域交流と社会参加を目指す「強化型きらめきデイサービス」事業を引き続き支援していく。
８月に閉鎖した。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 488 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の交流・社会参加への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 空き店舗を活用した「お休み処」の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,478 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 5,999 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,157 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第６次健康福祉総合計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送



で安心して日常生活を営むことができるよう高齢社会に関する情報発信及び啓発を
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 することを目的としています。
展開方向

充実を図ります。
市民団体に業務を委託し、市民目線で高齢社会への対応を探り、講演会やシンポジウムなどを開催します。 ○毎月「高齢社会への対応を探る会」定例会の開催
市と「高齢社会への対応を探る会」がともに高齢社会の様々な課題等を探り、高齢者が住みなれた地域で安 ○１０月「高齢社会への対応を探る会」講演会、催し開催
心して日常生活を営むことができるよう、市内公共施設で高齢社会に関する講演会、シンポジウム、勉強会 当該年度 ○２月「高齢社会への対応を探る会」公開勉強会開催
等を開催し、広く市民にに情報発信していくいきます。市民（当事者）としての目線から講演テーマ等を検 執行計画

(3)事業内容 内　　容 討することで、多くの市民に関心をもってもらい、より多くの人に高齢社会についての啓発効果を高めてい
ます。

イベント等への来場者数 想定値 500当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 259

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 講演会等を開催し、高齢社会に対する関心をもってもらい、多くの市民に参加してもらう。 直接 イベント等への来場者数 人 250 500

令和 4年度 講演会等を開催し、高齢社会に対する関心をもってもらい、多くの市民に参加してもらう。 直接 イベント等への来場者数 人 500

令和 5年度 講演会等を開催し、高齢社会に対する関心をもってもらい、多くの市民に参加してもらう。 直接 イベント等への来場者数 人 500

令和2年度は新型コロナウィルス感染症対策のため、情報発信の方法を工夫しましたが、今後も感染症対策に注意しながら効果
(7)事業実施上の課題と対応 的な情報発信を検討していくことが必要です。また、高齢社会への対応を探る会と市との協働は引き続き必要です。今後も多く 代替案検討 ○有 ●無

の市民が興味を持ち参加いただける事業を協力して開催していきます。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高齢社会への対応を探る事業催しの開催 400 高齢社会への対応を探る事業委託料 400 278 高齢社会への対応を探る事業委託料 400 高齢社会への対応を探る事業委託料 400
（年2から3回） （年2、3回の催し開催に係る費用） （年2、3回の催し開催に係る費用） （年2、3回の催し開催に係る費用）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 400 合　　計 400 278 合　　計 400 合　　計 400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 400 400 278 400 400

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.12 0.12 0.1 0.1
正職員人件費 1,305 1,068 1,068 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,705 1,468 1,346 1,290 1,290
(11)単位費用

3.41千円／人 2.94千円／人 5.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民目線で高齢社会への対応について調査し、情報発信の方法を検討することにより、当事者の目線から課題を抽出する ●①事前確認での想定どおり
ことができ、施策に反映できます。また、市と市民とが協働により講演会のイベントを実施することで、効果的な情報発 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 信が可能となっています。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民目線での課題抽出・情報発信を行うことができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢社会の様々な課題を探り、住み慣れた地域で安心して日

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 常生活を営むことができる体制を確立するために、市と市民
□その他 　促進された が協働して講演会等のイベントを実施することで、効果的な

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 情報発信が可能となり、事業の実効性が確保された。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体「高齢社会への対応を探る会」に事業を委託してい 市民団体である「高齢社会を探る会」に事業を委託している ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ます。 。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
250 500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症対策のため、イベントの定員を通常の半分としたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 259 51.8

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,468 237 1,346 91.69
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症対策のため、実施しなかった業務があるため
。

13.9

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症対策のため、実施しなかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 業務があったり、イベントの定員を半数とした等、当初

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 34.06 の想定と異なることがあったため。

人 10万円 19.24 56.49

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 490 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢社会への対応を探る事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和61年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,468 千円 (うち人件費 1,068 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な地域で住民との交流ができる場や 高齢者が住みなれた地域



住民との交流ができる場や 市がシルバー人材センターへの支援を行うことで、増加する高年齢者の就業機会の確保し、働くことを通じ
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 て生きがいを得ると共に、地域社会の活性化につなげることを目的としています。
展開方向

充実を図ります。
シルバー人材センターは、定年退職者などの高年齢者に、そのライフスタイルに合わせた「臨時的かつ短期 4月：（シルバー人材センター）補助金交付申請⇒（市）受理⇒審査等⇒補助金交付決定⇒（シルバー人材
的又はその他の軽易な業務」を提供するとともに、 ボランティア活動をはじめとするさまざまな社会参加 センター）補助金請求⇒（市）補助金概算交付
を通じて、 高年齢者の健康で生きがいのある生活の実現と、地域社会の福祉の向上と、活性化に貢献して 当該年度
いる組織です。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 補助金を交付することで、シルバー人材センターの運営を支援します。

シルバー人材センターの会員者数 想定値 784当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 615

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 （社）我孫子市シルバー人材センターの運営に対し補助金を交付し、多くの高齢者の就業機会を確保する。 間接 シルバー人材センターの会員者数 人 669 784

令和 4年度 （社）我孫子市シルバー人材センターの運営に対し補助金を交付し、多くの高齢者の就業機会を確保する。 間接 シルバー人材センターの会員者数 人 784

令和 5年度 （社）我孫子市シルバー人材センターの運営に対し補助金を交付し、多くの高齢者の就業機会を確保する。 間接 シルバー人材センターの会員者数 人 784

シルバー人材センターへの補助金は、市を介さずに申請・交付される国庫補助金と市が交付する補助金の2種類があり、国庫補
(7)事業実施上の課題と対応 助金は、市補助金の交付が条件となっていることから、市からの支援も引き続き必要なものと考えています。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

○（公社）我孫子市シルバー人材センタ 15,000 ○（公社）我孫子市シルバー人材センタ 15,000 15,000 ○（公社）我孫子市シルバー人材センタ 15,000 ○（公社）我孫子市シルバー人材センタ 15,000
運営費補助金　15,000千円 運営費補助金　15,000千円 運営費補助金　15,000千円 運営費補助金　15,000千円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 15,000 合　　計 15,000 15,000 合　　計 15,000 合　　計 15,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.11 0.11 0.15 0.15
正職員人件費 1,044 979 979 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,044 15,979 15,979 16,335 16,335
(11)単位費用

22.28千円／人 20.38千円／人 25.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が進展する中で、高齢者の豊富な経験と知識を生かした事業運営を行なっているシルバー人材センターの役割は、 ●①事前確認での想定どおり
就業機会の開拓やシルバー事業の普及啓発活動等の機能の強化を図り、ニーズにあった事業の開発を積極的に進めていけ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ るよう支援していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新たな就業機会の創出、シルバー事業の普及啓発活動の機能強化を図り、ニーズにあった事業の開発を進めていくために
、シルバー人材センターへの継続的な支援が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった シルバー人材センターへの補助金交付は市でなければ実施で

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 きない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
669 784 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

退会者数に比べ、新規加入者数が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 615 78.44
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,979 65 15,979 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 退会者数に比べ、新規加入者数が少なく、想定より効果

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 が上がらなかったため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.91

人 10万円 3.85 78.41

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 492 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の就業支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 シルバー人材センターへの支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和56年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,979 千円 (うち人件費 979 千円）⑦事業費
総事業費 17,150 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第６次健康福祉総合計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な地域で



の交流ができる場や 高齢者に敬老祝金を贈り、長寿を祝福するとともに、高齢者福祉の増進に寄与することを目的としています
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 。
展開方向

充実を図ります。
9月1日現在において、本市に引き続き5月以上居住し、かつ、本市の住民基本台帳に記録され、又は外国人 ○7月敬老祝金贈呈対象者に祝金振込依頼書を郵送⇒受理
登録原票に登録されている者で当該年中に88歳、100歳に達する者に祝金を贈呈します。 ○9月敬老祝金を贈呈
　88歳に達する者　　1万円 当該年度
　100歳に達する者　　3万円 執行計画

(3)事業内容 内　　容

敬老祝金贈呈者数 想定値 717当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 748

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に敬老祝金を贈呈し、長寿を祝う。 直接 敬老祝金贈呈者数 人 671 717

令和 4年度 対象者に敬老祝金を贈呈し、長寿を祝う。 直接 敬老祝金贈呈者数 人 762

令和 5年度 対象者に敬老祝金を贈呈し、長寿を祝う。 直接 敬老祝金贈呈者数 人 808

平均寿命の延伸等を考慮し、令和2年度より対象年齢の見直しを行い、厚生労働省統計による平均寿命を下回る８０歳を対象外
(7)事業実施上の課題と対応 としました。当面はこの内容で継続します。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

敬老祝金報償費 8,650 敬老祝金報償費 8,280 8,160 敬老祝金報償費 9,500 敬老祝金報償費 9,500
消耗品費 64 　当初予算　9,210,000 消耗品費 68 消耗品費 68
通信運搬費 262 　12月補正予算 通信運搬費 235 通信運搬費 235

消耗品費 66 34
会計年度任用職員報酬）　0.25人 502 通信運搬費 225 205 会計年度任用職員報酬　0.25人 502 会計年度任用職員報酬　0.25人 502
会計年度任用職員報酬（デ・資整理員） 648 会計年度任用職員報酬　資料整理1人 669 会計年度任用職員報酬　資料整理1人 669
会計年度任用職員手当　0.25人 35 会計年度任用職員手当　0.25人 54 会計年度任用職員手当　0.25人 54

実施内容 会計年度任用職員社会保険料　0.25人 87 会計年度任用職員社会保険料　0.25人 86 会計年度任用職員社会保険料　0.25人 86
会計年度任用職員費用弁償　0.25人 11 会計年度任用職員費用弁償　0.25人 11 会計年度任用職員費用弁償　0.25人 11

(8)施行事項
費　　用 会計年度任用職員費用弁償（デ・資整理 41 会計年度任用職員報酬　資料整理1人 41 会計年度任用職員報酬　資料整理1人 41

会計年度任用職員報酬　0.25人 502 502
会計年度任用職員報酬　資料整理1人 669 669
会計年度任用職員手当　0.25人 54 54
会計年度任用職員社会保険料　0.25人 86 86
会計年度任用職員費用弁償　0.25人 11 11
会計年度任用職員報酬　資料整理1人 41 41

予算(決算)額 合　　計 10,300 合　　計 9,934 9,762 合　　計 11,166 合　　計 11,166
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10,300 9,934 9,762 11,166 11,166

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.12 0.12 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 1,068 1,068 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,605 11,002 10,830 12,501 12,501
(11)単位費用

14.97千円／人 15.34千円／人 14.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

長年に渡り社会へ貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝うために敬老祝金を贈呈することで、高齢者福祉について関心 ●①事前確認での想定どおり
と理解を深めてもらうことに寄与するとともに、高齢者の生活の向上を図るものであるため、必要があります。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

敬老祝金を贈呈することで、高齢者福祉について理解と関心を深め、高齢者の生活の向上を図ることが出来た。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで、対象者に平等に制度の案内ができる。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 敬老祝金贈呈者数
□その他 　促進された 　 88歳    705名

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 　100歳　　43名
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 祝い金贈呈の際は、民生委員から対象者に、市長からのお祝 該当なし。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り いメッセージカードを手渡ししています。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
671 717 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

おおむね想定通りの対象者がいたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 748 104.32
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,002 603 10,830 98.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

おおむね想定通りの対象者がいたため。

5.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.52

人 10万円 6.91 105.98

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 493 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 敬老事業の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 敬老祝金の贈呈 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,234 千円 (うち人件費 1,068 千円）⑦事業費
総事業費 5,390 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 11,002 千円 (うち人件費 1,068 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第９次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な地域で住民と



、身近な地域で住民との交流ができる場や 老人クラブ等の活動を支援するとともに、高齢者の生きがいと健康づくりを推進することを目的としていま
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 す。
展開方向

充実を図ります。
○市は、高齢者運動会（タートリンピック）、高齢者文化祭を市内老人クラブ及び老人クラブ連合会と連携 ○5月高齢者運動会（タートリンピック）開催、6月東葛地区高齢者運動会開催
しての開催する。 ○5月老人クラブ、老人クラブ連合会から補助金申請⇒交付決定⇒請求受付⇒補助金交付（概算払い）
○市内老人クラブ及び老人クラブ連合会の自主活動に対し補助金を交付する。 当該年度 　翌年４月老人クラブから実績報告⇒審査⇒補助金確定通知、補助金の概算払い精算
　・老人クラブ連合会の行うスポーツ大会等事業、文化芸術活動支援 執行計画 ○9月高齢者文化祭（演芸大会、作品展覧会、囲碁・将棋大会）開催

(3)事業内容 内　　容 ○老人クラブ連合会の年間各種事業の充実に向けた支援
○全国・千葉・東葛飾の老人クラブ連合会との調整
老人クラブ会員数 想定値 2,010当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 1,539

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 老人クラブ活動を活性化してクラブ会員の加入促進を図り、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する。 直接 老人クラブ会員数 人 1,976 2,010

令和 4年度 老人クラブ活動を活性化してクラブ会員の加入促進を図り、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する。 直接 老人クラブ会員数 人 2,010

令和 5年度 老人クラブ活動を活性化してクラブ会員の加入促進を図り、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する。 直接 老人クラブ会員数 人 2,010

高齢者のニーズの多様化に伴い、老人クラブの会員数が減少傾向にあるため、活動の活性化を図り加入促進をしていく必要があ
(7)事業実施上の課題と対応 ります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（9月補正-330千円） 0 消耗品費(12月補正-239千円） 0 0 消耗品費 239 消耗品費 239
食糧費（9月補正-304千円） 1 食糧費（９月補正-263千円） 0 0 食糧費（タートリンピック・文化祭） 263 食糧費（タートリンピック・文化祭） 263
文化祭運営委託料（9月補正-183千円） 0 文化祭運営委託料(12月補正-182千円) 0 0 文化祭運営委託料 182 文化祭運営委託料 182
文化祭施設使用料（9月補正-90千円） 0 文化祭施設使用料 91 91 文化祭施設使用料 91 文化祭施設使用料 91
バス借り上げ料（9月補正-800千円） 0 バス借り上げ料(９月補正-800千円） 0 0 バス借り上げ料 800 バス借り上げ料 800
老人クラブ連合会育成補助金 954 老人クラブ連合会育成補助金 1,033 962 老人クラブ連合会育成補助金 1,053 老人クラブ連合会育成補助金 1,053
老人クラブ育成補助金 2,910 老人クラブ育成補助金 2,390 2,192 老人クラブ育成補助金 2,870 老人クラブ育成補助金 2,870

実施内容 　当初予算　2,870千円
会計年度任用職員報酬　0.25人 502 　12 会計年度任用職員報酬　0.25人 502 会計年度任用職員報酬　0.25人 502

(8)施行事項
費　　用 会計年度任用職員手当　0.25人 36 会計年度任用職員手当　0.25人 54 会計年度任用職員手当　0.25人 54

会計年度任用職員社会保険料　025人 87 会計年度任用職員報酬　0.25人 502 502 会計年度任用職員社会保険料　025人 86 会計年度任用職員社会保険料　025人 86
会計年度任用職員費用弁償　0.25人 11 会計年度任用職員手当　0.25人 54 54 会計年度任用職員費用弁償　0.25人 11 会計年度任用職員費用弁償　0.25人 11

会計年度任用職員社会保険料　025人 86 86
会計年度任用職員費用弁償　0.25人 11 11

予算(決算)額 合　　計 4,501 合　　計 4,167 3,898 合　　計 6,151 合　　計 6,151
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 1,358 補助率 0 ％ 1,358 0 補助率 0 ％ 1,358 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,143 2,809 3,898 4,793 6,151

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.25 0.25 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 2,225 2,225 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,416 6,392 6,123 10,156 10,156
(11)単位費用

4.01千円／人 3.18千円／人 3.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

老人クラブは、地域を基盤とする高齢者の自主的な組織であり、介護保険制度の導入に伴い、高齢者を主体とする介護予 ○①事前確認での想定どおり
防と相互の生活支援という観点からその活動及び役割がますます期待されていることから、高齢者の生きがいづくりと社 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 会参加を推進する事業を市と老人クラブで共催実施することは、高齢者の健康推進に寄与しています。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　また、老人福祉法第13条では、高齢者の生きがいと健康づくり活動の担い手となるよう、地域に密着した単一老人クラ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ブを育成し、活動を市が支援することとしているため、高齢者福祉の増進の担い手として重要です。 老人クラブ及び老人クラブ連合会への活動支援を行うことで、高齢者の生きがいづくりと社会参加に寄与した。一方、各
種イベントは新型コロナウイルス感染症対策として中止した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢者の生きがいづくりと健康づくりの担い手になるよう、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 地域に密着した老人クラブを育成している。その活動を市が
□その他 　促進された 支援することで高齢者福祉の担い手としての実効性を確保す

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ることができる。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 高齢者運動会及び文化祭の実施においては、企画段階から市 高齢者運動会、文化祭の開催においては、市と老人クラブ連 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り と老人クラブが協働し、福祉行事実行委員会を組織して、運 合会が協働して、福祉事業実行委員会を組織し、運営、実施 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 営、実施しています。 している。（今年度は、実行委員会の中で協議し、高齢者運 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 動会、文化祭を中止した。） ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルス感染症対策として、イベントを中止した

ため。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,976 2,010 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

単位クラブの解散があり、会員数が減少したものの、一定数をとどめた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,539 76.57
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,392 2,024 6,123 95.79
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症防止のため、イベントを中止したため

24.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症防止のため、イベントを中止

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 したため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 31.45

人 10万円 25.13 79.9

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 495 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の交流・社会参加への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 老人クラブ活動の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,376 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 11,400 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,392 千円 (うち人件費 2,225 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第９次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう



民との交流ができる場や 地域の高齢者に対して、各種の相談に応じるとともに、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのた
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 めの便宜を総合的に供与し、もって老人に健康で明るい生活を営ませることを目的としています。 
展開方向

充実を図ります。
老人福祉法第20条の7に基づく施設です。無料又は低額な料金で、高齢者に関する各種の相談に応じるとと ・老人福祉センターつつじ荘、西部福祉センターについて指定管理業務を委託する。（通年）
もに、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与しています。その地域に ・指定管理者選考委員会の開催（年4回　うち2回は令和4年度以降の指定管理者の選考に伴うもの）
住む６０歳以上の人なら誰でも利用でき、地域の高齢者同士を結ぶコミュニティ機関の役割も果たしていま 当該年度 ・令和3年度末をもって、指定管理業務を委託期間が終了となることから、令和4年からの指定管理者を公募
す。 執行計画 型プロポーザルにて選考する。（7月～9月）

(3)事業内容 内　　容 ・契約の締結（10月）

年間延べ利用者数 想定値 65,800当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 11,740

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 指定管理者制度の導入により、施設の利用者を増やす。 直接 年間延べ利用者数 人 10,000 65,800

令和 4年度 指定管理者制度の導入により、施設の利用者を増やす。 直接 年間延べ利用者数 人 66,000

令和 5年度 指定管理者制度の導入により、施設の利用者を増やす。 直接 年間延べ利用者数 人 66,100

指定管理者による効果的な施設運営と利用者のニーズに対応した質の高いサービスが提供されてます。施設の老朽化が進んでい
(7)事業実施上の課題と対応 るため、適切な修繕の計画と実施が必要です。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・つつじ荘指定管理料 43,148 ・つつじ荘指定管理料 43,765 37,944 ・つつじ荘指定管理料 45,000 ・つつじ荘指定管理料 45,000
・指定管理者選考委員４人（2回） 28 ・つつじ荘施設設備等保守点検委託料 48 48 （債務負担令和4年～令和6年） （債務負担令和4年～令和6年）
・西部福祉センター指定管理料 39,249 ・西部福祉センター指定管理料 38,897 28,449 ・西部福祉センター指定管理料 40,000 ・西部福祉センター指定管理料 40,000

・西部施設設備等保守点検委託料 95 73 （債務負担令和4年～令和6年） （債務負担令和4年～令和6年）
・指定管理者選考委員４人（４回） 56 14 ・指定管理者選考委員４人（2回） 28 ・指定管理者選考委員４人（2回） 28

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 82,425 合　　計 82,861 66,528 合　　計 85,028 合　　計 85,028
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 82,394 82,830 66,528 85,028 85,028

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 31 □特会 ■受益 □基金 □その他 31 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.36 0.36 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 3,204 3,204 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 85,035 86,065 69,732 87,698 87,698
(11)単位費用

309.22千円／日 1.31千円／日 5.94
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢社会において、高齢者が地域で生きがいをもって、心身ともに健康に社会活動に参加しながら活発に生活することが ○①事前確認での想定どおり
重要です。このような背景の中、老人福祉センターは、老人福祉法第20条の7に定められ、その地域に住む６０歳以上の ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 人なら誰でも無料で利用できる施設であり、地域の高齢者同士を結ぶコミュニティ機関の役割も果たしています。例年、 ○要
   背景は？(事業の必要性) 延べ60000万人以上が利用しするとともに、送迎バスは地域の高齢者や障害がある方の足も兼ねているため、必要な事業 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

です。 新型コロナウイルス感染症対策のため、利用を一部制限した。指定管理者が運営を行うことにより、コロナ禍においても
工夫し、効果的な施設運営ができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 幅広く高齢者に利用してもらうため、公共性を確保するため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市の施設として運営する必要がある。なお、運営自体は指
□その他 　促進された 定管理者へ委託している。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民委員を含む我孫子市福祉センター指定管理者選考委員会 市民代表者を含む指定管理者選考委員会において、指定管理 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を開催し、管理、運営について意見徴収及び評価を行ってい 者の選考や運営に係る評価を実施している。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り る。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10,000 65,800 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症対策として、利用を一部制限し、完全予約制として利
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 11,740 17.84

用者を制限したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 86,065 △1,030 69,732 81.02
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症対策として、実施しなかった業務が生じたた
め。

△1.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症対策として、実施しなかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 業務が生じたため。また、利用を一部制限し、完全予約

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 76.45 制として利用者を制限したため。

人 10万円 16.84 22.03

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 496 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 老人福祉センター管理・運営事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 老人福祉センターの運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.36 人）
(1)事業概要

(当　初) 86,065 千円 (うち人件費 3,204 千円）⑦事業費
総事業費 77,832 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第９次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な地域で住



活を営む上で支障のある高齢者のために、一時預かりによる寝具の乾燥消毒によって寝具の衛生管理
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 を行うことで、自立して在宅生活を継続できるよう支援することを目的としています。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
日常生活を営む上で寝具の乾燥消毒が出来ないおおむね６５歳以上の方を対象に、寝具等を一時預かり、乾 ・市内の社会福祉法人と業務委託契約締結（４月）
燥消毒支援を行うサービスです。 ・寝具乾燥・消毒サービスの提供を必要とする高齢者を適切に把握し、迅速な供給を図る（通年）
○利用料　２００円／１回 当該年度 ・対象者の把握（通年）
　※世帯の生計中心者の市民税が非課税または均等割りのみの課税若しくは合計所得金額１２５万円以下の 執行計画 　各地区高齢者なんでも相談室と連携会議の実施、市看護職等による訪問時、民生委員等との連携により対

(3)事業内容 内　　容 ときは、無料。 象者を把握。年間を通じ実施する。
○利用回数　月２回まで

サービスの提供日数 想定値 60当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 60

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに寝具乾燥・消毒サービスの提供により 直接 実利用人数 人 7 10
在宅生活の維持向上を図る。

令和 4年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに寝具乾燥・消毒サービスの提供により 直接 実利用人数 人 10
在宅生活の維持向上を図る。

令和 5年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに寝具乾燥・消毒サービスの提供により 直接 実利用人数 人 10
在宅生活の維持向上を図る。
サービスが開始されてから、サービス内容自体は見直されていません。介護保険の認定を受けている方については介護保険制度

(7)事業実施上の課題と対応 内で、家事等の支援を受けることができることから、本事業と介護保険制度のすみ分けや、対象者の整理が必要です。課内に設 代替案検討 ○有 ●無
けた高齢者サービス見直し検討会にて、今後も継続して検討します。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

寝具乾燥・消毒委託料 600 寝具乾燥・消毒委託料 600 510

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 600 合　　計 600 510 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 600 600 510 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.03 0.03 0 0
正職員人件費 435 267 267 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,035 867 777 0 0
(11)単位費用

17.25千円／回 14.45千円／回 12.95
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢社会において、高齢者が住み慣れた地域で生活をすることができる環境づくりが重要です。本事業を活用することで ○①事前確認での想定どおり
、在宅生活が継続できる方がいるため、必要な事業です。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

利用者の減少等に伴い、事業見直しの結果、令和３年度をもって、事業完了とする。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 日常生活を営む上で支障がある高齢者が在宅で自立した日常

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 生活を営むことができるよう支援するとともに、これらの者
□その他 　促進された の家族の身体的かつ精神的負担の軽減を図るため、市で実施

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した してきたが、利用者の少ない状況が近年続いているため、市
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された で実施する必要性を検討する必要がある。 ●要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7 10 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

利用者が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6 60
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 867 168 777 89.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用者が少なかったため。

16.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利用者が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.15

人 10万円 0.77 66.96

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ●事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
利用者が少ない状況が続いていることから、令和３年度をもって、寝具乾燥・消毒サービス事業は代替サービスへ移行する。 令和４年度からは、介護保険やボランティアによる代替サービスへ移行する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 504 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 寝具乾燥・消毒サービスの充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 867 千円 (うち人件費 267 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第９次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 日常生



を利用で 要介護等高齢者が、自立した日常生活を営むことができるよう支援するとともに、家族の身体的かつ精神的
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 負担の軽減を図る。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
要介護高齢者で、認定された要介護度の基準単位内では、居宅において自立した日常生活を営むことが困難 随時　我孫子市高齢者在宅生活支援事業利用申請書の受理、内容審査のうえ決定通知の発行。決定を受けた
であり、利用した居宅介護サービスの費用が基準単位を超えた者で下記所得条件を満たした方を対象とする 者は、支給限度額基準単位を超えた月の翌月の２０日までに、我孫子市居宅介護支援事業助成金請求を提出
。助成単位は、基準単位を超えた３０％の２分の１を限度とする。 　 当該年度 し、市は内容審査のうえ速やかに助成金を交付する。
 (１)　当該高齢者の属する世帯の生計中心者の当該年度（助成の決定をする月が４月から６月までの場合 執行計画

(3)事業内容 内　　容 にあっては、前年度）の市町村民税が非課税若しくは均等割のみ課税であること。 　
 (２)　合計所得金額が125万円以下であること。
 (３)　預貯金の額が単身世帯で350万円（世帯員が１人増えるごとに100万円を加算した額）以下であるこ 助成申請（請求）率 想定値 100当該年度
と。また、日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと。 単位 ％

活動結果指標 実績値 100 

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 居宅において、自立した日常生活を送り続けられるように支援する。 直接 助成申請（請求）率 ％ 100 100

令和 4年度 居宅において、自立した日常生活を送り続けられるように支援する。 直接 助成申請（請求）率 ％ 100

令和 5年度 居宅において、自立した日常生活を送り続けられるように支援する。 直接 助成申請（請求）率 ％ 100

助成制度についてケアマネジャーが良く理解し、対象者を十分把握し周知徹底を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

在宅介護助成費 50 在宅介護助成費 50 0 在宅介護助成費 50 在宅介護助成費 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 50 合　　計 50 0 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50 50 0 50 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 435 445 445 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 485 495 445 495 495
(11)単位費用

4.85千円／％ 4.95千円／％ 4.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護保険制度の基本理念は、誰もが生涯にわたり、住みなれた地域で安心して暮らしていけるための仕組みを創っていく ○①事前確認での想定どおり
必要がある。そのために、基準限度額を超過する対象者に対し、負担軽減を図り在宅生活を送っていけるよう助成制度が ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 必要である。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

サービスの多様化、ケアプランの適正化などにより制度を活用することなく対応できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 本制度性質上、民間企業等では対応は困難である。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 本制度そのものは、民間企業等では対応は困難であるが、多様なサービスの活用やケアプランの適正化で、介護保険サー
実現が図られる ビス提供が確保できる可能性がある。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

サービスの多様化、ケアプランの適正化などにより制度を活用することなく対応
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

できた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 495 △10 445 89.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ なし ●不要

なし

△2.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業が実施されなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 20.2

％ 10万円 22.47 111.24

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 505 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護・福祉サービスの整備・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 居宅介護支援助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 495 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービス



ム専用端末機を貸与することにより、認知症による一人歩きにより行方が分からなくなった
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 者（以下「利用者」という。）を探し出し、早期に保護ができるようにすることで、介護する家族の負担を
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 軽減するとともに、対象者の安全を確保することを目的としています。
認知症の症状のある高齢者または若年性認知症の症状ある方の介護者に対して、小型徘徊探知システム専用 ・徘徊探知システム専用端末機器の賃貸借契約締結（４月）
端末機（縦５cm×横３ｃｍ×厚１ｃｍ）を貸与します。利用者が小型徘徊探知システム専用端末機を常備す ・徘徊探知システム専用端末機を必要とする高齢者を適切に把握し、機器を貸与する。（通年）
ることで、徘徊時に、介護者がGPSの位置情報を照会することができるようになり、早期保護につながりま 当該年度 ・対象者の把握（通年）
す。 執行計画 　地域ケア会議の実施、市看護職等による訪問時、民生委員等との連携により対象者を把握。

(3)事業内容 内　　容 ○利用料　５００円／1カ月
　※世帯の生計中心者の市民税が非課税または均等割りのみの課税、若しくは合計所得金額１２５万円以下
のときは無料 徘徊探知システム専用端末機貸し出し台数（年間実利用人数） 想定値 19当該年度

単位 台
活動結果指標 実績値 25

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 徘徊探知システム専用端末機の利用者が徘徊した場合、２４時間以内で保護する 直接 徘徊探知システム専用端末機利用者の２４時間以内の保護率 ％ 100 100

令和 4年度 徘徊探知システム専用端末機の利用者が徘徊した場合、２４時間以内で保護する 直接 徘徊探知システム専用端末機利用者の２４時間以内の保護率 ％ 100

令和 5年度 徘徊探知システム専用端末機の利用者が徘徊した場合、２４時間以内で保護する 直接 徘徊探知システム専用端末機利用者の２４時間以内の保護率 ％ 100

徘徊症状はいつ出現するか分からないため、潜在的ニーズの把握が難しいことが課題です。引続き、地域ケア会議、市看護職等
(7)事業実施上の課題と対応 による訪問、民生委員等との連携を通じて対象者の把握に努めます。また、利用者による探知システムの常備化が課題となって 代替案検討 ○有 ●無

います。引続き、家族の協力を得て、利用者の衣服に機器を入れるポケットを設けるなど常備化が図れるよう案内します。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

徘徊探知システム委託料 475 徘徊探知システム委託料 858 586 徘徊探知システム委託料 475 徘徊探知システム委託料 475
徘徊探知システム修繕料 11 当初予算　498,000円 徘徊探知システム委託料 11 徘徊探知システム委託料 11

12月補正　360,000円
徘徊探知システム修繕料 11 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 486 合　　計 869 586 合　　計 486 合　　計 486
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 182 補助率 38.5 ％ 182 0 補助率 38.5 ％ 182 補助率 38.5 ％ 182
県支出金 補助率 19.25 ％ 95 補助率 19.25 ％ 95 0 補助率 19.25 ％ 95 補助率 19.25 ％ 95
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 36 419 586 36 209

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 173 ■特会 ■受益 □基金 □その他 173 0 ■特会 ■受益 □基金 □その他 173 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.03 0.03 0.05 0.05
正職員人件費 435 267 267 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 921 1,136 853 931 931
(11)単位費用

61.4千円／台 59.79千円／台 34.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本市における高齢化率は、年々増加し、今後ますます高齢化が急速に進行すると予測される。これに比例して認知症高齢 ●①事前確認での想定どおり
者も増加するため対応の必要性が高まっています。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 徘徊症状により行方が分からなくなっている高齢者等は、脱水や事故など生命に関わる問題が多く、徘徊している時間の ○要
   背景は？(事業の必要性) 家族の精神的不安は強いため、早期保護が必要です。徘徊探知システムは、ＧＰＳを活用し、徘徊高齢者の位置を正確に ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

把握するシステムであり、徘徊高齢者の早期保護には効果的であるため、必要な事業です。 徘徊探知システムは、認知症による徘徊高齢者の早期発見、保護に効果的であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで、介護者が機器を安価で安心して活用で

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 き、また、徘徊時に関係機関との連携を取りやすく、事業の
□その他 　促進された 実効性が図れたため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

徘徊探知システム専用端末を貸与することで、徘徊高齢者の早期発見・保護がで
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

きたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,136 △215 853 75.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用者が12月補正時の見込みより少なかったため。

△23.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初の見込みより利用者が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 8.8

％ 10万円 11.72 133.18

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 506 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 徘徊探知システム 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 753 千円 (うち人件費 267 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,136 千円 (うち人件費 267 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 徘徊探知システ



スを利用で 社会福祉法人介護サービス利用料減免助成を行うことで、生計が困難な低所得者が必要に応じたサービスを
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 利用できるようにすることを目的としています。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課または市内４ヶ所の高齢者なんでも相談室への申請に基づき、社会福祉法人が運営するホー ○社会福祉法人介護サービス利用料減免対象となるサービスを必要とする高齢者を適切に把握し、迅速な供
ムヘルパー、ショートステイ、デイサービス、介護老人福祉施設を利用した場合、生計が困難な低所得者に 給を図る（通年）
利用料の減免を行う。 当該年度 ○対象者の把握方法・高齢者なんでも相談室と連携会議を実施

執行計画 ・市看護職等による訪問時・民生委員等との連携
(3)事業内容 内　　容 〇３月：法人：利用者負担の減免に関する補助金申請⇒市：補助金交付決定通知⇒法人：補助金実績報告⇒

市：補助金確定通知⇒法人：補助金請求⇒市：補助金交付
社会福祉法人介護サービス利用料減免利用者数 想定値 1当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつける。 直接 社会福祉法人介護サービス利用率 ％ 100 100
（サービスを利用した人の数／サービスを利用できる対象者の数×１

令和 4年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつける。 直接 社会福祉法人介護サービス利用率 ％ 100
（サービスを利用した人の数／サービスを利用できる対象者の数×１

令和 5年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつける。 直接 社会福祉法人介護サービス利用率 ％ 100
（サービスを利用した人の数／サービスを利用できる対象者の数×１

平成30年度から令和元年度までの直近3年間の実績0です。地域における関係機関が連携し、地域ケア体制の確立と推進を図り、
(7)事業実施上の課題と対応 対象高齢者の実態を把握したなかで、迅速なサービス供給が図られるよう事業者と協議することが必要。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会福祉法人サービス利用料減免補助金 50 社会福祉法人サービス利用料減免補助金 66 65 社会福祉法人サービス利用料減免補助金 50 社会福祉法人サービス利用料減免補助金 50
・ホームヘルパー 当初予算　50,000円 ・ホームヘルパー ・ホームヘルパー
・ショートステイ 予備費　16,000円 ・ショートステイ ・ショートステイ
・デイサービス ・ホームヘルパー ・デイサービス ・デイサービス
・介護老人福祉施設 ・ショートステイ ・介護老人福祉施設 ・介護老人福祉施設

・デイサービス
歳入　千葉県介護保険事業費補助金 ・介護老人福祉施設 歳入　千葉県介護保険事業費補助金 歳入　千葉県介護保険事業費補助金

実施内容        補助率0.75　　37千円 歳入　千葉県介護保険事業費補助金        補助率0.75　　37千円        補助率0.75　　37千円
       補助率0.75　　37千円

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 50 合　　計 66 65 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 75 ％ 37 補助率 75 ％ 37 0 補助率 75 ％ 37 補助率 75 ％ 37
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13 29 65 13 13

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.02 0.02 0.06 0.06
正職員人件費 522 178 178 534 534

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 572 244 243 584 584
(11)単位費用

572千円／人 244千円／人 243
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

生計が困難な低所得者は、経済状況の理由から介護老人福祉施設を含め各介護サービスを利用することが困難なため、社 ●①事前確認での想定どおり
会福祉法人が運営する事業所の介護サービスを利用した場合に、利用料の減免を行いサービス利用につなげる必要がある ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

生活が困難な低所得者が、社会福祉法人の運営する事業所の施設サービスを利用した場合に、利用料の減免を図ることに
より、安心して入所生活を継続する必要があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 生計が困難な低所得者に対して、必要なサービスの利用が可

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 能になるよう、介護サービスの利用料の減免を図ることで、
□その他 　促進された 安心して入所生活を継続するため

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
生計が困難な低所得者に対する介護サービス利用料を減免する補助金であるため。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

生計が困難な低所得者に対して、必要なサービスを提供できたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 244 328 243 99.59
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

57.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 40.98

％ 10万円 41.15 100.41

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 510 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 社会福祉法人介護サービス利用料減免の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 228 千円 (うち人件費 178 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 244 千円 (うち人件費 178 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービ



場所で必要なサービスを利用で 心疾患等容体が急変する恐れがあるひとり暮らし又は高齢者のみの世帯に属する方などを対象に、緊急通報
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 装置を貸与することで、自立して在宅生活を継続できるよう支援するとともに、これら家族の身体的かつ精
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 神的負担の軽減を図る。
市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上の高齢者のみの世帯や介護 ○緊急通報システムを必要とする高齢者を適切に把握し、迅速な供給を図る（通年）
者が就労等で１２時間以上不在となる方の世帯を対象に１月５００円の利用料（ただし世帯の生計中心者の ○対象者の把握方法（通年）
市民税が非課税または均等割りのみ課税若しくは合計所得金額１２５万円以下の時は無料）で緊急による救 当該年度 ・地域ケア会議の実施
助活動を行うためにボタンひとつで消防署に繋がる緊急通報システム機器を貸与、設置する。　　　　　　 執行計画 ・各高齢者なんでも相談室職員や市ケースワーカー、看護職等による訪問時

(3)事業内容 内　　容 平成３２年度（令和３年１月予定）から消防指令業務指令室が１０市で共同運用され、現在、西消防署に設 ・民生委員等との連携
置する緊急通報システムの運用が困難となることから、平成３２年度以降は、警備会社への民間委託を行う
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 緊急通報システムの設置者数 想定値 210当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 192

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期には把握し、制度利用へと結びつけるとともに緊急通報システム利用により在宅生 間接 緊急救助率（救助出動件数／利用者の緊急通報件数×100％） ％ 100 100
活の維持向上を図る。

令和 4年度 令和３年１月に予定されている消防指令業務共同運用の開始に伴い、緊急通報システムを民間委託し、引続き緊急通報システム 間接 緊急救助率（救助出動件数／利用者の緊急通報件数×100％） ％ 100
が利用できる基盤を整え、在宅生活の維持向上を図る。

令和 5年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期には把握し、制度利用へと結びつけるとともに緊急通報システム利用により在宅生 間接 緊急救助率（救助出動件数／利用者の緊急通報件数×100％） ％ 100
活の維持向上を図る。
令和３年１月から消防指令業務指令室が１０市で共同運用されることに伴い消防本部での直接対応が困難になることから、民間

(7)事業実施上の課題と対応 事業者との委託契約を締結した。民間事業者への業務移行後は、月々の利用料が市の負担として発生することから、転出等の情 代替案検討 ○有 ●無
報を適切に把握し、機器の管理をすることが必要。引き続き委託先業者と連携し、利用者が戸惑うことなく円滑に業務を行う。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（電池等） 27 緊急通報システム事業業務委託料 5,900 5,544 緊急通報システム事業業務委託料 8,000 緊急通報システム事業業務委託料 8,000
機器修繕費 13 当初予算　　8,000,000円 (債務負担令和3年～令和5年） (債務負担令和3年～令和5年）
緊急通報システム設置費 317 12月補正　－2,100,000円
緊急通報システム賃借料（違約金含む） 2,525
消防センター通話料 57

＊ 通信運搬費 82
＊ 緊急通報システム事業業務委託料 8,917

実施内容 ＊ 緊急通報システム　センター装置移設工 65

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 12,003 合　　計 5,900 5,544 合　　計 8,000 合　　計 8,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11,613 5,510 5,544 7,610 8,000

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 390 □特会 ■受益 □基金 □その他 390 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 390 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.23 0.17 0.17 0.23 0.23
正職員人件費 2,001 1,513 1,513 2,047 2,047

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,004 7,413 7,057 10,047 10,047
(11)単位費用

29.18千円／人 35.3千円／人 36.76
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

在宅のひとり暮らしや心臓等に疾患があり、介護者が就労等により長時間不在となる高齢者の危険や疾病による事故を未 ●①事前確認での想定どおり
然防ぎ、早急な救助活動を行うため緊急通報機器を貸し出す必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

在宅生活をする一人暮らし高齢者等を対象に、ボタン一つで受信センター等につながる機器を貸し出すことで、利用者及
び家族の安全と安心を確保することができるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで高齢者なんでも相談室や民生委員等と連

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 携をとり支援が必要な高齢者を適切に把握することができる
□その他 　促進された ため。また、市が通報情報等を確認することで、必要に応じ

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した その他の在宅支援サービスの提供にもつなげることができる
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ため。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各高齢者なんでも相談室、市が連携し事業対象者を的確に把握し、事業を実施で
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

きたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,413 6,591 7,057 95.2
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

47.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.35

％ 10万円 1.42 105.19

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 511 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 緊急通報システムの充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.17 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,513 千円 (うち人件費 1,513 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,413 千円 (うち人件費 1,513 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第９次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な



り暮らし高齢者等に対し、老人福祉電話を貸与し、日常生活における相談・助言等を行い、在宅生活の
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 継続を支援する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
・市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上で現に電話がなく、市民 ○老人福祉電話の貸与を必要とする高齢者を適切に把握し、迅速な提供を図る（通年）
税所得割が非課税であるひとり暮らし高齢者を主な対象に電話機を貸与する。 ○対象者の把握方法（通年）
・費用負担は、電話機の設置、移転及び撤去に要する費用は市の負担とする。基本料金及び通話料金の一部 当該年度 ・地域ケア会議を実施
（月額７００円を限度）は、市の負担とし、通話料のうち月額700円を超える通話料については、利用者が 執行計画 ・各高齢者なんでも相談室職員、市ケースワーカー、看護職等による訪問時において、民生委員等との連携

(3)事業内容 内　　容 負担する。 を図る。　

1月当たりの貸与台数 想定値 13当該年度
単位 台

活動結果指標 実績値 11

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 老人福祉電話を貸与することで相談・助言等をおこない在宅生活の維持向上を図る。 直接 年間延べ貸与台数 台 13 13

令和 4年度 老人福祉電話を貸与することで相談・助言等をおこない在宅生活の維持向上を図る。 直接 年間延べ貸与台数 台 13

令和 5年度 老人福祉電話を貸与することで相談・助言等をおこない在宅生活の維持向上を図る。 直接 年間延べ貸与台数 台 13

近年は緊急通報装置を設置するために貸与するケースが大半を占めている。令和2年7月より民間委託となり、固定回線がなくて
(7)事業実施上の課題と対応 も利用可能な機能を備えた通報装置に順次変更しいる。また、昨今は固定電話よりも安価に契約できる携帯電話等も出現してい 代替案検討 ○有 ●無

ることから、事業の必要性を精査し、今後の事業の在り方等を課内の高齢者サービス見直し検討会にて、検討の必要がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

老人福祉電話設置及び使用料助成費 394 老人福祉電話設置及び使用料助成費 285 266 老人福祉電話設置及び使用料助成費 385 老人福祉電話設置及び使用料助成費 385
当初予算　385,000円
3月補正予算　-100,000円

＊

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 394 合　　計 285 266 合　　計 385 合　　計 385
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 394 285 266 385 385

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.03 0.03 0.05 0.05
正職員人件費 435 267 267 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 829 552 533 830 830
(11)単位費用

46.06千円／台 42.46千円／台 48.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市のケースワーカー、保健師等の専門職や各地区の高齢者なんでも相談室から、経済的な理由で電話がないひとり暮らし ●①事前確認での想定どおり
高齢者などに対して、自立した日常生活を営むための必要な相談や助言または、緊急対応を図るために、老人福祉電話の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 貸与は必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

経済的な理由から電話を設置できないひとり暮らし高齢者等に電話を貸与することで、お元気コールや緊急通報システム
の利用につなげることができ、相談、助言、緊急対応等が実施できたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 電話機設置に係る費用を負担する事業であり、民間団体やＮ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ＰＯでは実施できないため。また、市が実施することで市内
□その他 　促進された ５地区の高齢者なんでも相談室や民生委員等と連携をとり支

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 援が必要な高齢者を適切に把握し、必要な相談や助言、緊急
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 対応等総合的な在宅生活支援を提供することができるため。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(台) 目標値(b)(台) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(台) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
13 13 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利用者が当初見込みよりも少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 11 84.62
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 552 277 533 96.56
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

33.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利用者が当初見込みよりも少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.36

台 10万円 2.06 87.29

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 513 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 老人福祉電話の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 652 千円 (うち人件費 267 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 552 千円 (うち人件費 267 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第９次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で ひと



、身近な場所で必要なサービスを利用で 在宅生活が困難な認知症のある高齢者で、経済的な理由から認知症高齢者グループホームへの入居ができな
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 いもしくは入所継続が困難となった低所得の高齢者に入居に要する費用の一部を助成します。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、当該年度の市民税非課税世帯又は生活保護法に 当該年度を通じて、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、グループホームの入居へと結び
よる被保護世帯に属する在宅生活が困難な認知症のある高齢者が、認知症高齢者グループホームに入居する つける。
場合に要する費用、もしくはすでに入居しているが、入所継続が困難となった高齢者に入居費用の一部を助 当該年度
成する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

助成対象予定者 想定値 18当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 15

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、グループホームの入居へと結びつける。 直接 助成制度の利用率 ％ 100 100

令和 4年度 関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、グループホームの入居へと結びつける。 直接 助成制度の利用率 ％ 100

令和 5年度 関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、グループホームの入居へと結びつける。 直接 助成制度の利用率 ％ 100

本事業は、グループホームの入居費用を助成することで、本来受けるべきケアの確保をすることが必要不可欠です。しかし、近
(7)事業実施上の課題と対応 年利用者の大部分が生活保護受給者に偏っているため今後の在り方や対象要件も含め検討の必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認知症グループホーム家賃等助成費 8,640 認知症グループホーム家賃等助成費 7,040 5,823 認知症グループホーム家賃等助成費 8,640 認知症グループホーム家賃等助成費 8,640
当初予算　8,640,000円
3月補正　-1,600,000円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,640 合　　計 7,040 5,823 合　　計 8,640 合　　計 8,640
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 3,326 補助率 38.5 ％ 3,326 0 補助率 38.5 ％ 3,326 補助率 0 ％ 3,326
県支出金 補助率 19.25 ％ 1,663 補助率 19.25 ％ 1,663 0 補助率 19.25 ％ 1,663 補助率 0 ％ 1,663
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,664 64 5,823 1,664 3,651

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,987 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,987 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,987 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.07 0.05 0.05 0.07 0.07
正職員人件費 609 445 445 623 623

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,249 7,485 6,268 9,263 9,263
(11)単位費用

578.06千円／人 415.83千円／人 417.87
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

在宅生活が困難な認知症高齢者は、グループホームへの入居に適しているが、経済的な理由から特別養護老人ホームへの ●①事前確認での想定どおり
入所を希望する状況があるため、低所得の高齢者には、特別養護老人ホームへの入所と同等の負担で入居できるようにす ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

認知症高齢者で、認知症グループホームでのケアが望ましいが、経済的理由からグループホームの利用が困難な方に対し
費用を助成し、必要なケアを受けられるようにすることが必要であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 経済的な理由から認知症グループホームの利用が困難な方に

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 対し、費用の助成を行い必要なケアを確保する事業であり、
□その他 　促進された 民間団体やＮＰＯ等では実施できない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

生活保護担当とも連携し、助成が必要な対象者の把握を的確に実施し、制度利用
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

につなげたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,485 1,764 6,268 83.74
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

年度途中で退所する者が多くいたため、当初見込みより家賃等の助成費
が少なかったため。

19.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 年度途中で退所する者が多くいたため、当初見込みより

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 家賃等の助成費が少なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.34

％ 10万円 1.6 119.4

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 515 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 認知症高齢者グループホーム利用料助成事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,085 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,485 千円 (うち人件費 445 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第６次健康福祉総合計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう



な場所で必要なサービスを利用で 日常生活を営む上で支障のある一定条件の高齢者に、栄養のバランスのとれた食事の提供及び安否確認を行
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 うことで、自立して在宅生活を継続できるよう支援する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上の高齢者のみの世帯や介護 ○４月：調理と配送業務委託契約締結
者が就労等で１２時間以上不在となり、夕食の提供に支障をきたす世帯の方に対して、住みなれた地域での ○配食サービスを必要とする高齢者を適切に把握し、迅速な供給を図る（通年）
生活を維持できるよう夕食を提供し、低栄養予防の食生活改善、健康維持・増進や良質な食の確保と安否確 当該年度 ○対象者の把握方法（通年）
認を行う。 執行計画 ・地域ケア会議を実施

(3)事業内容 内　　容 ○利用者の自己負担額：１食につき４００円。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・各高齢者なんでも相談室職員、市ケースワーカー、看護職等による訪問時
　 ・民生委員等との連携

延べ配食数 想定値 26,680当該年度
単位 食

活動結果指標 実績値 26,002

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに配食サービス利用により在宅生活の維 直接 配食サービス利用者の低栄養予防に対する個別アセスメント票の作成 ％ 100 100
持向上を図る。 率

令和 4年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに配食サービス利用により在宅生活の維 直接 配食サービス利用者の低栄養予防に対する個別アセスメント票の作成 ％ 100
持向上を図る。 率

令和 5年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに配食サービス利用により在宅生活の維 直接 配食サービス利用者の低栄養予防に対する個別アセスメント票の作成 ％ 100
持向上を図る。 率
直近数年間で民間の配食サービスが充実してきており、市配食独自の事業目的であった「安否確認」についても各社が標準のサ

(7)事業実施上の課題と対応 ービスとして取り組んでいる業者もあるなど、事業開始当初から環境が変化してきており、サービス内容を精査する必要があり 代替案検討 ○有 ●無
ます。サービスの内容及び基準を見直すために課内に設けた検討会にて、今後も継続して検討の必要があります。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

調理委託料（特養分） 3,603 調理委託料（特養分） 3,489 2,942 調理・配送委託料（民間・一般分） 4,875 調理・配送委託料（民間・一般分） 4,875
調理・配送委託料（民間・一般分） 4,875 調理・配送委託料（民間・一般分） 4,875 4,934 調理・配送委託料（民間・同居分） 363 調理・配送委託料（民間・同居分） 363
調理・配送委託料（民間・同居分） 165 調理・配送委託料（民間・同居分） 363 454 （債務負担令和4年～令和6年） （債務負担令和4年～令和6年）
配送委託料（特養・一般分） 3,283 配送委託料（特養・一般分） 3,137 2,742 調理委託料（特養分） 3,489 調理委託料（特養分） 3,489
配送委託料（特養・同居分） 92 配送委託料（特養・同居分） 111 45 配送委託料（特養・一般分） 3,137 配送委託料（特養・一般分） 3,137

3月補正　-400,000円 △400 配送委託料（特養・同居分） 111 配送委託料（特養・同居分） 111

実施内容 国・県・介護保険歳入の対象金額 国・県・介護保険歳入の対象金額 国・県・介護保険歳入の対象金額 国・県・介護保険歳入の対象金額
７，６４４，０００円 ７，５８８，５６０円 ７，５８８，５６０円 ７，５８８，５６０円

(8)施行事項
費　　用 （対象外経費　４，３７４千円） （対象外経費　４，３８７千円） （対象外経費　４，３８７千円） （対象外経費　４，３８７千円）

予算(決算)額 合　　計 12,018 合　　計 11,575 11,117 合　　計 11,975 合　　計 11,975
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 2,942 補助率 38.5 ％ 2,922 0 補助率 38.5 ％ 2,922 補助率 38.5 ％ 2,922
県支出金 補助率 19.25 ％ 1,471 補助率 19.25 ％ 1,461 0 補助率 19.25 ％ 1,461 補助率 19.25 ％ 1,461
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,374 3,961 11,117 4,361 7,592

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,231 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,231 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,231 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.17 0.19 0.22 0.22
正職員人件費 1,914 1,513 1,691 1,958 1,958

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,932 13,088 12,808 13,933 13,933
(11)単位費用

0.49千円／食 0.49千円／食 0.49
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

毎日の食事づくりや食事の提供が困難なひとり暮らし高齢者などが、住みなれた地域で生活を維持できるよう夕食を提供 ●①事前確認での想定どおり
し、食生活の改善、健康維持・増進や良質な食の確保と安否確認を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

配食サービスにより、良質な食事の提供や安否の確認を実施し、在宅生活の維持につなげることができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで市内５カ所の各地区の高齢者なんでも相

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 談室や民生委員等と連携をとり支援が必要な高齢者を適切に
□その他 　促進された 把握することができたため。また、対象となる高齢者も安心

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した してサービス利用ができ、必要に応じその他の在宅支援サー
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ビスの提供にもつなげることができたため。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初見込みどおりの利用があったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,088 844 12,808 97.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.76

％ 10万円 0.78 102.63

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 517 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 配食サービス 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 5年度 ～ ⑥担当職員数 11 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,488 千円 (うち人件費 1,513 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 13,088 千円 (うち人件費 1,513 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近



な場所で必要なサービスを利用で 一般の交通機関を利用することが困難な要介護高齢者に対し、移送用車両により、福祉サービス提供機関や
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 医療機関との間を送迎する移送手段を確保し、利用者支援する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課または高齢者なんでも相談室への申請に基づき、65歳以上の移送サービスを必要とする介護 ○4月：利用者に新年度分タクシー券交付、未利用分のタクシー券回収
保険における要介護度３以上の高齢者に対して、高齢者福祉タクシー券の交付やリフト付送迎車両等による ○新規利用申請書受理⇒タクシー券交付（通年）
移送サービスを提供する。 当該年度 ○次年度4月：既利用者に新年度分タクシー券交付

執行計画
(3)事業内容 内　　容

利用回数 想定値 3,450当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2,775

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業をＰＲし、高齢者移送サービスの利用率を上げる。 直接 助成件数 回 3,242 3,450

令和 4年度 事業をＰＲし、高齢者移送サービスの利用率を上げる。 直接 助成件数 回 3,460

令和 5年度 事業をＰＲし、高齢者移送サービスの利用率を上げる。 直接 助成件数 回 3,470

介護保険計画策定のためのアンケート調査でも移動支援のニーズが高くなっています。必要とする方に情報が届くよう、周知を
(7)事業実施上の課題と対応 継続します。また、今後、介護タクシー（乗客が車イスに乗ったままた寝たままスムーズに乗り降りできるような特殊車両を使 代替案検討 ○有 ●無

用したタクシー）利用の増加が見込めることから助成金額及び交付枚数等のサービス内容について検討を行います。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

移送サービス委託料 7,860 移送サービス委託料 6,010 5,485 移送サービス委託料 7,830 移送サービス委託料 7,830
（高齢者移送タクシー） 当初予算 （高齢者移送タクシー） （高齢者移送タクシー）
110枚×500円×12月＝660,000円　 （高齢者移送タクシー） 105枚×500円×12月＝630,000円　 105枚×500円×12月＝630,000円　
（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・ﾘﾌﾄ付送迎車両） 105枚×500円×12月＝630,000円　 （ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・ﾘﾌﾄ付送迎車両） （ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・ﾘﾌﾄ付送迎車両）
200枚×3,000円×12月＝7,200,000円 （ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・ﾘﾌﾄ付送迎車両） 200枚×3,000円×12月＝7,200,000円 200枚×3,000円×12月＝7,200,000円
印刷製本費 172 180枚×3,000円×12月＝6,480,000円 印刷製本費 154 印刷製本費 154
（高齢者福祉タクシー券作成） 3月補正　-1,100,000円 （高齢者福祉タクシー券作成） （高齢者福祉タクシー券作成）

実施内容 260円×600冊×1.10＝171,600円 印刷製本費 137 107 260円×600冊×1.10＝171,600円 260円×600冊×1.10＝171,600円
会計年度任用職印　報酬　0.25人 503 （高齢者福祉タクシー券作成） 会計年度任用職印　報酬　0.25人 502 会計年度任用職印　報酬　0.25人 502

(8)施行事項
費　　用 上記職員　職員手当　0.25人 35 177円×700冊×1.10＝136,290円 上記職員　職員手当　0.25人 55 上記職員　職員手当　0.25人 55

上記職員　社会保険料　0.25人 87 会計年度任用職印　報酬　0.25人 502 502 上記職員　社会保険料　0.25人 87 上記職員　社会保険料　0.25人 87
上記職員　費用弁償　0.25人 11 上記職員　職員手当　0.25人 55 55 上記職員　費用弁償　0.25人 11 上記職員　費用弁償　0.25人 11

上記職員　社会保険料　0.25人 87 87
上記職員　費用弁償　0.25人 11 11

予算(決算)額 合　　計 8,668 合　　計 6,802 6,247 合　　計 8,639 合　　計 8,639
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,668 6,802 6,247 8,639 8,639

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06
正職員人件費 522 534 534 534 534

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,190 7,336 6,781 9,173 9,173
(11)単位費用

2.67千円／回 2.13千円／回 2.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

現在、要介護高齢者が医療機関へ通院する場合など、家族介護により自家用車等で送迎しているため、家族の負担が大き ●①事前確認での想定どおり
い状況にある。そのため移動リフト付車両及びストレッチャー装着ワゴン車等の移送用車両により、要介護度高齢者を、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 送迎する移送サービス支援事業の実施が必要である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

要介護者が医療機関へ通院する場合、介助等家族の負担が大きいことから、移送サービス事業は効果があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 要介護者が医療機関や福祉事業所等へ通院、通所する際のタ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 クシー費用の一部を、市が助成したことにより、要介護者及
□その他 　促進された び家族の負担が軽減が図られた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3,242 3,450 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初の見込みより利用者が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2,775 80.43
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,336 1,854 6,781 92.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

20.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初の見込みより利用者が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 47.03

回 10万円 40.92 87.01

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 518 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の在宅生活への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者移送サービスの促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,173 千円 (うち人件費 534 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,336 千円 (うち人件費 534 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第６次健康福祉総合計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近



ビスを利用で 賃貸住宅の２階以上に居住している高齢者が、日常生活を容易にするために、高齢者対応住宅や１階に住み
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 替える場合に要する費用の一部を助成することにより、自立した在宅生活を営むことができる環境を整備す
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 ることを目的としています。
市高齢者支援課または高齢者なんでも相談室への申請に基づき、６５歳以上の高齢者で本人若しくは生計中 当該年度を通じて関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、制度利用へと結びつける。
心者の市民税が非課税である者に対し、日常生活を容易にするため高齢者対応住宅や１階に住み替える場合
に要する費用を助成する。ただし、助成限度額を１０万円とする。　　　　　 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

助成件数 想定値 1当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、制度利用へと結びつける。 直接 助成件数 人 0 1

令和 4年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、制度利用へと結びつける。 直接 助成件数 人 1

令和 5年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、制度利用へと結びつける。 直接 助成件数 人 1

市民からの需要が低く、平成29年度実績が1件あり、それ以降の利用はありません。高齢者が増加する中、どの事業に比重を置
(7)事業実施上の課題と対応 いて推進するかを検討する必要があります。事業の廃止も含め、課内に設けた高齢者サービス見直し検討会にて、今後も継続し 代替案検討 ○有 ●無

て検討します。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高齢者賃貸住宅住み替え助成金 100 高齢者賃貸住宅住み替え助成金 100 0 高齢者賃貸住宅住み替え助成金 100 高齢者賃貸住宅住み替え助成金

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 100 合　　計 100 0 合　　計 100 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 100 100 0 100 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
正職員人件費 87 89 89 89 89

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 187 189 89 189 89
(11)単位費用

187千円／人 189千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ひとり暮らし高齢者等が賃貸住宅の２階以上の階に居住し、日常生活を営む上で支障がある場合、日常生活を容易にする ○①事前確認での想定どおり
ため高齢者対応住宅や１階に住み替えたいが、住み替えに要する費用を負担することが困難な低所得者に対して、その費 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 用を助成し、自立した在宅生活が長く営むことができるよう支援する必要がある。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

高齢者が賃貸住宅の２階以上に居住し、日常生活を容易にするため、高齢者対応住宅や1階に住み替える場合の費用を一
部助成することで、自立した在宅生活かつ住宅環境の整備を確保できる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢者が賃貸住宅の２階以上に居住し、日常生活を容易にす

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため、高齢者対応住宅や1階に住み替える場合の費用を一
□その他 　促進された 部助成することで、自立した在宅生活かつ住宅環境の整備を

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 確保できる。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

制度利用者がいなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 189 △2 89 47.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 制度利用者がいなかったため。 ●不要

制度利用者がいなかったため。

△1.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 制度利用者がいなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.53

人 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 519 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者賃貸住宅住み替え助成事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.01 人）
(1)事業概要

(当　初) 189 千円 (うち人件費 89 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第９次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサー



で 介護保険制度における市民ニーズに応えるため介護サービスの供給体制を整備する。（地域密着型サービス
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 基盤を整備・指定介護老人福祉施設を整備・特定施設入居者生活介護・社会福祉法人への償還利子一部補助
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 ）
介護保険制度の市民ニーズに対応するために必要な次の施設等を整備するとともに、整備に伴う社会福祉法 ・第７期介護保険事業計画に基づき、介護老人保健施設整備の整備する。
人への利子補給金交付を行う。 ・第８期介護保険事業計画に基づく特別養護老人ホームの整備に向けて、事業者を公募し、認可者である千
・地域の要介護高齢者などに対して、認知症高齢者グループホームなどの「居住」機能を持った地域密着型 当該年度 葉県へ事前協議のための意見書等を提出する。（４月～６月公募、７月事業者選定、９月千葉県に意見書を
のサービス拠点の施設整備を行う。 執行計画 提出）

(3)事業内容 内　　容 ・居宅での介護が困難な要介護者に対して、入浴、排せつ、食事等の日常生活上の介護、機能訓練、健康管 ・過去の施設整備に伴う社会福祉法人への利子補給金交付を行う。
理等支援する特別養護老人ホームを整備する。
・住みなれた自宅で介護サービスを受けたいとするニーズに対応するため、医療から自宅で生活できる状態 第８期介護保険事業計画に基づき整備する特別養護老人ホーム 想定値 1当該年度
に回復することを目的に、心身の機能回復訓練や必要な医療、日常生活上の介護を提供する介護老人保健施 単位 箇所

活動結果指標 実績値 0設を整備する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ・第７期介護保険事業計画に基づき、介護老人保健施設を整備する。 直接 第８期介護保険事業計画に基づき整備する特別養護老人ホーム 箇所 1 1
・第８期介護保険事業計画に基づき、特別養護老人ホームを整備する。

令和 4年度 第８期介護保険事業計画に基づき、特別養護老人ホームを整備する。 直接 第８期介護保険事業計画に基づき整備する特別養護老人ホーム 箇所 1

令和 5年度 第８期介護保険事業計画に基づき、特別養護老人ホームを整備する。 直接 第８期介護保険事業計画に基づき整備する特別養護老人ホーム 箇所 1

介護保険制度における市民ニーズに応えるため、今後も必要な施設整備を検討する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会福祉法人への利子補給金交付 307 【経常費】 【経常費】 【経常費】
アコモード　306,040円 社会福祉法人への利子補給金交付 230 230 社会福祉法人への利子補給金交付 154 社会福祉法人への利子補給金交付 77

アコモード　229,530円 アコモード　153,020円 アコモード　76,510円
＊ 介護保険施設等感染症対策支援金 21,100
＊ 通信運搬費 34 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】

＊ 〇特別養護老人ホーム整備事業者選定 0 0 ＊ 〇特別養護老人ホーム整備事業者選定 0 ＊ 〇特別養護老人ホームの整備
＊ 我孫子市社会福祉施設整備費等補助金 108,000

実施内容 【債務負担】R5～R6

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 21,441 合　　計 230 230 合　　計 154 合　　計 108,077
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 21,441 230 230 154 77

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 108,000
換算人数(人) 0.31 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 2,697 4,450 4,450 4,450 4,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,138 4,680 4,680 4,604 112,527
(11)単位費用

24,138千円／箇所 4,680千円／箇所 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護を必要とする高齢者が増えていくなかで、施設サービスを希望しても利用できない現状があるため、施設整備の必要 ●①事前確認での想定どおり
性があります。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

施設整備を行った社会福祉法人に対し、償還利子の一部について適切に補助を行ったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護を必要とする高齢者が増加する中、施設サービスを希望

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 する市民ニーズに応えるため、施設整備を行っていく必要が
□その他 　促進された ある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

特養整備は令和5年度より整備するため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,680 19,458 4,680 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

80.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 特養整備は令和5年度より整備するため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

箇所 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 520 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域ケア体制の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 社会福祉施設の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,680 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画　

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用



介護者への支援の充実に努め、高 介護保険制度の趣旨に則り、ケアマネジャーが適切な介護サービス計画を作成し、利用者の意志を尊重した
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 、公平、公正な見地から利用者にとって最適なサービスを利用できるよう、介護サービス計画にかかる情報
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 の共有とケアマネジャーの資質の向上を図る。
（ 業務内容 ） ①ケアマネジャーへの個別相談・個別指導・活動支援を電話、来所、訪問などにより適宜実施する。
①ケアマネジャーへの個別相談・個別指導・活動支援を電話、来所、訪問などにより適宜行う。 ②高齢者なんでも相談室主催の介護予防マネジメント研修会を年1回開催する。
②高齢者なんでも相談室主催のマネジメント研修会を開催する。 当該年度 ③ケアマネジャーの資質向上に関する研修会について、介護支援専門員連絡協議会の会員より選出された役
③介護支援専門員連絡協議会は会員より選出された役員を中心に研修会等を開催し、市は事務局として事業 執行計画 員により年４回（6.9.12.3月予定）計画し、会員への通知・資料の準備等の事務を行う。またケアマネジャ

(3)事業内容 内　　容 実施のための事務を行う。 ーの業務遂行に関する情報提供を通知等により適宜実施する。
（介護支援専門員連絡協議会の事業） ④主任介護支援専門員向けの研修会を年３回計画し、通知・資料の準備等の事務を行う。
・ケアマネジャーの資質向上に関する研修会の開催:年４回程度の研修会を開催 市内全指定居宅介護支援事業者への相談・支援数　 想定値 500当該年度
・ケアマネジャーの業務遂行に関する情報提供 平成31年度より、市内５地区高齢者なんでも相談室への委託を開始し 単位 件

活動結果指標 実績値 1,317・介護サービスに関する調査・研究、その他目的達成のため必要なこと たため、６つの相談室での相談件数。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ケアマネジャーの業務遂行に関する情報を提供し、資質向上を図る 直接 指定居宅介護支援事業者への窓口相談指導又は新規や１名体制の居宅 件 498 500
介護支援事業者に対する相談・訪問指導件数

令和 4年度 ケアマネジャーの業務遂行に関する情報を提供し、資質向上を図る 直接 指定居宅介護支援事業者への窓口相談指導又は新規や１名体制の居宅 件 490
介護支援事業者に対する相談・訪問指導件数

令和 5年度 ケアマネジャーの業務遂行に関する情報を提供し、資質向上を図る 直接 指定居宅介護支援事業者への窓口相談指導又は新規や１名体制の居宅 件 480
介護支援事業者に対する相談・訪問指導件数

直営の高齢者なんでも相談室・委託設置した市内各地区の高齢者なんでも相談室における相談窓口での対応や居宅介護支援事業
(7)事業実施上の課題と対応 所内での主任介護支援専門員によるケアマネジャーを支援する体制が整ってきているため相談件数は減少しているが、ケアマネ 代替案検討 ○有 ●無

ジャーの更なる資質向上のために市内全域の研修会、あるいは事例検討会の開催が求められ、それに伴う支援が必要。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護支援専門員研修会講師報償 60 介護支援専門員研修会講師報償 60 60 介護支援専門員研修会講師報償 60 介護支援専門員研修会講師報償 60

パート会計年度任用職員
（育休代替分保健師）　0.01人 38
【会計年度任用職員のみ歳入あり、
国25％(9千円)、県12.5％(4千円）
保険料23％(8千円）、支払基金27％

実施内容 (10千円)、一般財源(7千円）】

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 98 合　　計 60 60 合　　計 60 合　　計 60
国庫支出金 補助率 25 ％ 9 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 12.5 ％ 4 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 67 60 60 60 60

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 18 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.14 0.17 0.19 0.12 0.12
正職員人件費 1,218 1,513 1,691 1,068 1,068

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,316 1,573 1,751 1,128 1,128
(11)単位費用

2.61千円／件 3.15千円／件 1.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ケアマネジャーは、要介護者等が自立した生活を営むために必要な介護サービスだけでなく、介護サービス以外の公的な ●①事前確認での想定どおり
サービスやインフォーマルなサービスを組み合わせて、必要な居宅サービスを調整しなければならない。介護保険制度や ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ その他介護をとりまくサービスや情報が常に変化している中で、居宅サービス計画作成に苦慮することも多く、特にケア ○要
   背景は？(事業の必要性) マネジャーが１名の事業者では計画作成において、他のケアマネジャーと意見交換したり、助言を受けたりする機会が少 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ないことから、居宅サービス計画作成について指導・助言することでケアマネジャーの質を確保・向上させることで、介 高齢者の変化する心身の状態に合わせた介護保険サービスの調整・提供を行うためには、介護支援専門員の資質向上が重
護サービスの質の確保・向上にもつながる。 要であり、今後もその必要性が高い。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護支援専門員が相談する機関として、信頼性の高い機関で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ある必要があることから、市及び市内5地区の高齢者なんで
□その他 　促進された も相談室の主任介護支援専門員が個別相談を実施した。また

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 、全市的な研修の開催や介護支援専門員連絡協議会への事務
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 的な支援を市が事務局として行った。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 市内６地区の高齢者なんでも相談室がケアマネジャーからの □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 個別相談を請け負うが、全市的な研修の開催や介護支援専門 □⑦その他
サービスが保証される 員連絡協議会への事務的な支援を市が行う必要がある。 ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の実施には、介護支援専門員の資格が必要であるため、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 市民との協働は困難である。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
498 500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

高齢者の増加に新型コロナウイルス感染症対応も加わり、高齢者なんでも相談室
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,317 263.4

の主任介護支援専門員の助言を必要とする困難事例の相談件数が増加した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,573 △257 1,751 111.32
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

研修会を実施したため、当初予定より人件費が増加したため。

△19.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 相談件数の増加により目標値を大きく超えた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 31.79

件 10万円 75.21 236.58

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 521 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護支援専門員の資質向上 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 ケアマネジャー支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,573 千円 (うち人件費 1,513 千円）⑦事業費
総事業費 2,682 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や



って利便 利用者のニーズに応えるため、介護保険制度に関する相談・苦情等について、きめ細かに対応します。介護
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 相談員を設置し、申し出のあったサービス事業所等に派遣することにより、介護サービス利用者の疑問、不
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と 満、不安等を解消し、派遣を受けたサービス事業所等における介護サービスの質的向上を図ります。
市内の相談員派遣受け入れ事業者とその事業者のサービスを利用する要介護者とその家族に対し、定期的に （１）介護相談員の更新及び委嘱。
介護相談員を派遣し、利用者と提供者の橋渡し役として介護保険サービスの質の向上を図る。 （２）介護相談員の派遣及び新規派遣施設の調整。
○内容（１）介護相談員の選考：①民生委員児童委員②市民代表（公募による）から委嘱（定数１５名以内 当該年度 （３）介護相談員連絡会を毎月１回（第１月曜日）開催し、意見交換する。
、任期2年）（２）介護相談員の派遣：月１～２回/１事業者。①話を聞き、相談に乗る②施設の行事に参加 執行計画 （４）介護相談員のスキルアップのため、養成・現任研修、事例報告会等を開催。

(3)事業内容 内　　容 ③サービスの現状把握④事業所の管理者又は従事者と意見交換。（３）情報交換：月１回介護相談員連絡会 （５）介護相談員の周知のため、介護相談員派遣受け入れ事業者へのポスター掲示。
（４）介護相談員の周知（５）介護相談員活動への苦情の対応（６）根拠：「介護保険法」「地域支援事業 （６）介護相談員活動への苦情の対応。
実施要綱」「介護サービス適正実施指導事業の実施について」（老人保健福祉局長通知） 介護相談員の活動派遣施設数 想定値 29当該年度

単位 施設
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 派遣先施設よりの利用者及び家族からの介護サービスに対する苦情を減らす。 直接 介護相談員の活動派遣施設数 施設 0 29

令和 4年度 派遣先施設よりの利用者及び家族からのサービスに対する苦情を減らす。 直接 介護相談員の活動派遣施設数 施設 29

令和 5年度 派遣先施設よりの利用者及び家族からのサービスに対する苦情を減らす。 直接 介護相談員の活動派遣施設数 施設 29

在宅で介護サービスを利用している高齢者宅への派遣事業については未実施。今後、居宅サービス事業者と介護相談員の派遣を
(7)事業実施上の課題と対応 調整し、申し出のあった高齢者宅に派遣することの検討が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護相談員報償費　14,000円 ×15人×1 2,520 報酬費　14,000円 ×15人×12月 2,520 0 報酬費　14,000円 ×15人×12月 2,520 報酬費　14,000円 ×15人×12月 2,520
＝2,520,000円 ＝2,520,000円 ＝2,520,000円 ＝2,520,000円
研修交通費 33 研修交通費 33 0 研修交通費 33 研修交通費 33
1,300円×3人×2日＋1,300円×2人×2日 1,300円×3人×2日＋1,300円×2人×2日 1,300円×5人×2日＋1,300円×3人×５ 1,300円×5人×2日＋1,300円×3人×５
消耗品950円×10人×1.1 11 消耗品950円×10人×1.1 11 0 消耗品950円×10人×1.1 11 消耗品950円×10人×1.1 11
＝10,450円 ＝10,450円 ＝10,450円 ＝10,450円
保険料 79 保険料 79 0 保険料 79 保険料 79

実施内容 研修負担金 258 研修負担金 258 0 研修負担金 258 研修負担金 258
会計年度任用職員 1,280 会計年度任用職員 1,280 1,280 会計年度任用職員 1,280 会計年度任用職員 1,280

(8)施行事項
費　　用 2,559,000円×0.5×1人 2,559,000円×0.5×1人 2,559,000円×0.5×1人 2,559,000円×0.5×1人

予算(決算)額 合　　計 4,181 合　　計 4,181 1,280 合　　計 4,181 合　　計 4,181
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 1,117 補助率 38.5 ％ 1,117 0 補助率 38.5 ％ 1,117 補助率 38.5 ％ 1,117
県支出金 補助率 19.25 ％ 566 補助率 19.25 ％ 566 0 補助率 19.25 ％ 566 補助率 19.25 ％ 566
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 1,280 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,498 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,498 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,498 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,498
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 435 445 445 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 1,280 1,280
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,616 4,626 1,725 4,626 4,626
(11)単位費用

159.17千円／施設 159.52千円／施設 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護相談員は、サービス利用者の不安、不満及び疑問に気づき、苦情に至る事態を未然に防止し、事業者と問題提起や改 ●①事前確認での想定どおり
善のアドバイスを行うことが役割である。サービス利用者とサービス提供者双方と対等な立場に立ちつつ、両者間の橋渡 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ しを行なうことにより、介護保険サービスの質の向上を図る。これにより介護保険の苦情については、国保連又は市によ ○要
   背景は？(事業の必要性) る苦情対応窓口（介護保険調整委員会）が設置されている。評価については、自己評価、利用者評価が実施されている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

介護相談員を派遣し、利用者と施設及び市との橋渡しを行い、介護現場の把握、利用者の環境改善につなげる情報の受け
渡しを目的としているが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業者への介護相談員の派遣を見合わせたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導で行うことで、利用者と施設との橋渡しを介護職員

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 がスムーズに行うことが出来るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民の公募から選考された方と民生委員連絡協議会から推薦 市民公募で選考された方と民生委員連絡協議会から推薦され ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り された方が、介護相談員として活動している。 た方が、介護相談員として活動している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(施設) 目標値(b)(施設) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(施設) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 29 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業所への介護相談員の派遣を見合わ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

せたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,626 △10 1,725 37.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業所 ●不要

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業所への介護相談員の派遣 への介護相談員の派遣を見合わせたため。
を見合わせたため。

△0.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業所への介

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 護相談員の派遣を見合わせたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.63

施設 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 522 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険事業の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護相談員派遣 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,626 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方法の多様化を図



充実に努め、高 高齢者やその家族の生活全般にわたる総合的な相談に応じ、介護や健康に関すること、権利擁護に関するこ
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 と、虐待への早期対応等の支援を行うとともに、様々なニーズに対応する各種の健康福祉サービスが総合的
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 に受けられるよう各種機関との連絡調整を行うことで、高齢者及びその家族等の福祉の向上を図る。
○実施機関：我孫子市高齢者なんでも相談室（高齢者支援課内）及び「我孫子北」「我孫子南」「天王台」 高齢者なんでも相談室は、総合相談や介護予防マネージメント等の業務に加え、認知症の早期相談対応、在
「湖北・湖北台」「布佐・新木」各地区高齢者なんでも相談室（地区の相談室は社会福祉法人に委託） 宅医療介護の相談窓口としての機能も果たしている。委託している高齢者なんでも相談室と高齢者支援課内
○内容：①介護予防ケアマネジメント業務（要支援者へのサービス利用支援）②総合相談支援業務③権利擁 当該年度 我孫子市高齢者なんでも相談室は常に連携し情報の共有を図りながら業務を実施する。
護業務（成年後見制度利用支援、高齢者虐待への対応、消費者被害の防止等）④包括的・継続的ケアマネジ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 メント支援業務（介護支援専門員の指導、関係機関の連携支援等）⑤その他、家族介護教室の実施や市の在
宅生活支援サービスの申請受付及びお元気コール事業の実施等

市と委託する高齢者なんでも相談室の相談受付数（訪問・電話・来所 想定値 25,500当該年度
の合計件数令和３年度予測） 単位 件

活動結果指標 実績値 31,474

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高齢者やその家族が生活全般の悩み等に関する総合的な相談を行う身近な場として、高齢者なんでも相談室を活用できる。 直接 電話・来所・訪問件数 件 31,474 25,500

令和 4年度 高齢者やその家族が生活全般の悩み等に関する総合的な相談を行う身近な場として、高齢者なんでも相談室を活用できる。 直接 電話・来所・訪問件数 件 26,000

令和 5年度 高齢者やその家族が生活全般の悩み等に関する総合的な相談を行う身近な場として、高齢者なんでも相談室を活用できる。 直接 電話・来所・訪問件数 件 26,500

高齢者やその家族の地域における身近な相談拠点としての機能を果たすため、市民への十分な周知を図るとともに、高齢者やそ
(7)事業実施上の課題と対応 の家族からの相談や地域福祉活動への支援をより一層推進していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子北地区相談室委託料 35,821 我孫子北地区相談室委託料 35,315 31,204 我孫子北地区相談室委託料 35,315 我孫子北地区相談室委託料 35,315
我孫子南地区相談室委託料 25,682 我孫子南地区相談室委託料 25,384 25,630 我孫子南地区相談室委託料 25,384 我孫子南地区相談室委託料 25,384
天王台地区相談室委託料 27,757 天王台地区相談室委託料 27,809 25,049 天王台地区相談室委託料 27,809 天王台地区相談室委託料 27,809
湖北・湖北台地区相談室委託料 28,981 湖北・湖北台地区相談室委託料 29,217 27,413 湖北・湖北台地区相談室委託料 29,217 湖北・湖北台地区相談室委託料 29,217
布佐・新木地区相談室委託料 27,439 布佐・新木地区相談室委託料 27,423 27,423 布佐・新木地区相談室委託料 27,423 布佐・新木地区相談室委託料 27,423
役務費 948 役務費 948 948 役務費 948 役務費 948
市相談室運営費 市相談室運営費 市相談室運営費 市相談室運営費

実施内容 旅費 146 旅費 145 9 旅費 145 旅費 145
消耗品 182 消耗品 301 295 消耗品 301 消耗品 301

(8)施行事項
費　　用 研修負担金 305 研修負担金 274 152 研修負担金 274 研修負担金 274

パート会計年度（保健師看護師）0.5人 3,775 パート会計年度（保健師看護師）1.0 3,607 3,607 パート会計年度（保健師看護師）1.0人 3,607 パート会計年度（保健師看護師）1.0人 3,607
　　　　　　（育休代替保健師）0.2人 760 　　　　　（育休代替保健師）0.2人 716 716 公用車燃料費、修繕料、手数料 522 公用車燃料費、修繕料、手数料 522
公用車燃料費、修繕料、手数料 490 公用車燃料費、修繕料、手数料 522 401 損害保険料、重量税、駐車場使用料 101 損害保険料、重量税、駐車場使用料 101
損害保険料、重量税、駐車場使用料 71 損害保険料、重量税、駐車場使用料 101 90

パート会計年度
【会計年度任用職員（保健師） （介護福祉士、社会福祉主事、事務） 3,187 【会計年度任用職員（保健師） 【会計年度任用職員（保健師）
人件費の歳入は、国２５％、 人件費の歳入は、国２５％、 人件費の歳入は、国２５％、
県１２．５％、保険料５０％】 【会計年度任用職員（保健師） 県１２．５％、保険料５０％】 県１２．５％、保険料５０％】

人件費の歳入は、国２５％、
県１２．５％、保険料５０％】

予算(決算)額 合　　計 152,357 合　　計 151,762 146,124 合　　計 151,046 合　　計 151,046
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 58,039 補助率 38.5 ％ 57,834 56,258 補助率 38.5 ％ 57,661 補助率 38.5 ％ 57,655
県支出金 補助率 19.25 ％ 29,019 補助率 19.25 ％ 28,916 28,129 補助率 19.25 ％ 28,830 補助率 19.25 ％ 28,827
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 29,037 28,948 28,128 28,844 28,857

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 36,262 ■特会 □受益 □基金 □その他 36,064 33,609 ■特会 □受益 □基金 □その他 35,711 ■特会 □受益 □基金 □その他 35,707
換算人数(人) 2.9 2.1 2.5 2.9 2.9
正職員人件費 25,230 18,690 22,250 25,810 25,810

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 177,587 170,452 168,374 176,856 176,856
(11)単位費用

7.4千円／件 6.68千円／件 5.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

年々高齢化率が上昇し、特に様々な支援を必要とする後期高齢者数が増加する中、総合的に相談対応を行い、高齢者やそ ●①事前確認での想定どおり
の家族のニーズに応え具体的な支援を提供する、地域の身近な拠点としての高齢者なんでも相談室に求められる役割は大 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ きい。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高齢になることによって発生する困りごとに早期に対応するため、市民に開かれた相談支援窓口を配置する必要があるた
め。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域包括支援センターは市内５か所に委託し実施しているが

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市が主導で行うことで効果的な体制整備につながっている
□その他 　促進された 。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内医療機関や社会福祉法人、市民団体など、あらゆる機関 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り と協働しながら業務を実施している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 現時点では環境負荷を考慮した取り込みは行っていない。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
31,474 25,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

相談窓口として市民への認知度が高まったことによる。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 31,474 123.43
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 170,452 7,135 168,374 98.78
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 効果的な業務実践のため最低限の人員で行っている。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 14.96

件 10万円 18.69 124.93

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進し

様

ていく。 令和４年度か

式

らは結合後の事務事業

第

の中で一体的に推進し

３

ていく。

号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 524 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者なんでも相談室の運営・支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 12 人 (換算人数 2.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 170,452 千円 (うち人件費 18,690 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の



予防・生活支援の観点から、介護保険外のサービス提供が必要な高齢者を対象に、効果的な介護予防・
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 生活支援サービスの総合調整や地域ケアの総合調整を行うため、地域ケア会議を開催する。高齢者のニーズ
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 に対応した各種健康福祉サービスが総合的に受けられるように各種機関との連絡調整等を行う。
１.地域ケア会議の内容：①個別課題の解決（個別ケースの情報共有と支援に関すること）②地域包括支援 実施方法①高齢者なんでも相談室の主催により、高齢者なんでも相談室等が実施した実態把握や民生委員の
ネットワーク構築（地域の関係機関等との連携促進に関すること）③地域課題の発見・把握④地域づくり・ 地区訪問から把握した支援を必要とする高齢者について、情報の共有を行い、ケース検討やサービスの調整
資源開発（地域に必要な資源の創出に関すること）⑤政策形成（地域課題の集約、必要な基盤整備等にかん 当該年度 等を行う地域ケア会議を開催する。②高齢者なんでも相談室の主催により、個別ケースの課題解決のために
すること　２.実施方法：①高齢者なんでも相談室が実施した実態把握や関係者からの依頼に基づき、支援 執行計画 、関係者や専門職等を招集し、課題解決を図るための地域包括ケア会議を開催する。③地域包括ケア会議か

(3)事業内容 内　　容 が必要な高齢者を特定し、ケース検討やサービスの調整等行う。②介護支援専門員との連携、相談・指導を ら出た地域課題や政策形成課題が出された際には、市高齢者支援課が地域包括ケア推進会議を開催する。④
行うとともに、ケア事例検討会の開催などを通じて居宅サービス事業者のサービスの質的向上を図る。また 市の主催により、高齢者の自立支援を目的とした自立支援型地域ケア会議を定期的に開催する。
、健康福祉サービスの調整等について必要な指導・助言を行う。③個別のケース検討等から地域課題を把握 相談対象延べ件数 想定値 1,328当該年度
する。④軽度者の重度化防止・自立支援を図る。３.出席者：民生委員、高齢者なんでも相談室、居宅介護 単位 件

活動結果指標 実績値 538支援事業者、保健・医療・福祉関係者、近隣住民等。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域の中での支援が特に必要な高齢者について、課題解決を図る。 直接 地域包括ケア会議開催回数 回 18 15

令和 4年度 地域の中での支援が特に必要な高齢者について、課題解決を図る。 直接 地域包括ケア会議開催回数 回 18

令和 5年度 地域の中での支援が特に必要な高齢者について課題解決を図る。 直接 地域包括ケア会議開催回数 回 21

地域課題の把握から全市的な課題発見につなげ、政策に反映させていく地域包括ケア推進会議の機能を充実させていくとともに
(7)事業実施上の課題と対応 、地域包括ケア会議、地域包括ケア推進会議と生活支援体制整備事業の連携を図るため、生活支援コーディネーターの参加や、 代替案検討 ○有 ●無

地域の見守り組織等との連携が課題。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 地域ケア会議委員報償費 21 地域ケア会議委員報償費 21 0 地域ケア会議委員報償費 21 地域ケア会議委員報償費 21
【地域ケア会議報酬費の歳入】 【地域ケア会議報酬費の歳入】 【地域ケア会議報酬費の歳入】 【地域ケア会議報酬費の歳入】
国38.5％（8千円）県19.25％（4千 国38.5％（8千円）県19.25％（4千 国38.5％（8千円）県19.25％（4千 国38.5％（8千円）県19.25％（4千
円）保険料23％（4千円） 円）保険料23％（4千円） 円）保険料23％（4千円） 円）保険料23％（4千円）

パ会計年度（育休代替保健師）0.01人 38 パ会計年度（育休代替保健師）0.01人 36 32
実施内容 【会計年度任用職員の歳入】 【会計年度任用職員の歳入】

国25％（9千円）県12.5％（4千円） 国25％（9千円）県12.5％（4千円）
(8)施行事項

費　　用 保険料23％（8千円）支払基金27％ 保険料23％（8千円）支払基金27％
（10千円） （9千円）

予算(決算)額 合　　計 59 合　　計 57 32 合　　計 21 合　　計 21
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 17 補助率 38.5 ％ 17 8 補助率 38.5 ％ 8 補助率 38.5 ％ 8
県支出金 補助率 19.25 ％ 8 補助率 19.25 ％ 8 4 補助率 19.25 ％ 4 補助率 19.25 ％ 4
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12 11 4 5 5

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 22 ■特会 □受益 □基金 □その他 21 16 ■特会 □受益 □基金 □その他 4 ■特会 □受益 □基金 □その他 4
換算人数(人) 0.2 0.3 0.32 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 2,670 2,848 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,799 2,727 2,880 1,801 1,801
(11)単位費用

1.56千円／件 2.05千円／件 5.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

支援や介護を必要とする高齢者が住みなれた地域で生活を継続するためには、公的な支援のみならず、多様な主体との協 ●①事前確認での想定どおり
働による地域包括支援ネットワークを構築し、インフォーマルな資源を含めた支援の調整を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域ケア会議と通じて、多様な主体との協働による地域包括支援ネットワークを構築、フォーマルインフォーマルな資源
を含めた支援の調整をすることが可能となる。引き続き推進していく。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が中心となり、引き続き幅広い専門職や住民組織が参加を

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 呼びかけ、より専門的で地域に密着した見地から高齢者の生
□その他 　促進された 活課題について議論できる体制を検討、構築していく。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 民生委員や近隣住民等の参加を求め、地域の中で高齢者を支 新型コロナ感染症対策を実施したうえで、民生委員や近隣住 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り える体制づくりを目指している。 民等の参加を求め、地域の中で高齢者を支える体制づくりに ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ついて話し合った。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 現状どおり ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18 15 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナ感染症対策を実施したうえで、地域包括ケア会議を実施することがで
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 18 120

きたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,727 △928 2,880 105.61
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△51.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 例年以上に地域包括ケア会議の対象となる相談が多かっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.55

回 10万円 0.63 114.55

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 525 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 地域ケア会議の開催 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 11 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,727 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充実に努め、高 介護



への支援の充実に努め、高 高齢者に対し、その心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ高齢者の福祉を図る。
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
老人福祉法第１１条第１項第１号及び第２号に定めるところにより、高齢者を速やかに養護老人ホームまた 当該年度を通じて、特別養護老人ホームへの措置が必要な者については、介護保険制度利用とあわせて必要
は特別養護老人ホームに措置を行う。措置の必要な者に対し、随時、老人ホーム入所判定委員会を開催し措 な施設への措置を行う。すでに措置した者については、定期的に措置の継続について出身世帯等の扶養状況
置の開始、変更または廃止についての要否判定を行う。また、「やむを得ない措置」対象者に対して老人福 当該年度 及び本人の心身の状況確認を行う。「やむ得ない措置」対象者に対して老人福祉法第１０条の４の規定にお
祉法第１０条の４の規定において適切に対応する。 執行計画 いて適切に対応するとともに権利擁護事業を適切に推進する。

(3)事業内容 内　　容

養護老人ホーム入所措置決定者及び継続の要否判定（措置） 想定値 8当該年度
単位 名

活動結果指標 実績値 8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要な高齢者に対して速やかに措置を行う。 直接 老人福祉法第１１条において養護老人ホーム入所措置決定を行う ％ 100 100

令和 4年度 必要な高齢者に対して速やかに措置を行う。 直接 老人福祉法第１１条において養護老人ホーム入所措置決定を行う ％ 100

令和 5年度 必要な高齢者に対して速やかに措置を行う。 直接 老人福祉法第１１条において養護老人ホーム入所措置決定を行う ％ 100

老人福祉法の規定に基づき、高齢者のやむを得ない状況に対応するための必要不可欠な事業となっていることから、今後も継続
(7)事業実施上の課題と対応 して現状通り推進する。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

老人ホーム入所判定委員報酬 18 老人ホーム入所判定委員報酬 18 0 老人ホーム入所判定委員報酬 18 老人ホーム入所判定委員報酬 18
養護老人ホーム措置費 18,720 養護老人ホーム措置費 19,275 18,517 養護老人ホーム措置費 17,748 養護老人ホーム措置費 17,748
入所時診断書料助成費 5 当初予算　20,784,000円 入所時診断書料助成費 5 入所時診断書料助成費 5
施設利用料（やむを得ない措置） 600 ３月補正　-1,509,000円 施設利用料（やむを得ない措置） 1,080 施設利用料（やむを得ない措置） 1,080

入所時診断書料助成費 5 0
施設利用料（やむを得ない措置） 4,992 4,797
当初予算　1,380,000円

実施内容 予備費　　2,871,000円
12月補正　　741,000円

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 19,343 合　　計 24,290 23,314 合　　計 18,851 合　　計 18,851
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 15,527 19,640 23,314 14,201 14,201

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 3,816 □特会 ■受益 □基金 □その他 4,650 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 4,650 □特会 ■受益 □基金 □その他 4,650
換算人数(人) 0.2 0.15 0.15 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 1,335 1,335 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,083 25,625 24,649 20,631 20,631
(11)単位費用

2,635.38千円／名 3,203.13千円／名 3,081.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護保険制度の施行に伴い、特別養護老人ホームは「介護老人福祉施設」と契約施設に変化したが、虐待や介護者の疾病 ●①事前確認での想定どおり
による一時退避の場としての役割として措置制度が必要である。養護老人ホームは、地域社会で自立した生活をすること ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が困難な者でとりわけ経済状況からなる要素が大きく、必要な高齢者の措置施設であるため継続が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

被措置者の現況確認のために訪問を実施し、継続入所の必要性を確認している。また、虐待等やむを得ない措置及び身体
的、経済的理由からの入所措置が必要な高齢者に対応するために必要な事業であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 老人福祉法に市が入所措置を実施することが規定されている

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし. ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし. ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

被措置者の現況を訪問確認し、必要性を認めた上で入所措置継続を決定している
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ため。また、虐待や経済、身体的状況により、適切に入所措置しているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,625 △4,542 24,649 96.19
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△21.54

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.39

％ 10万円 0.41 105.13

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 526 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 特別養護老人ホーム・養護老人ホーム入所措置 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,186 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 25,625 千円 (うち人件費 1,335 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第９次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者



の充実に努め、高 地域支援事業における認知症施策推進事業に基づき、認知症の人が住み慣れた地域で安心してくらし続ける
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 ため、認知症の早期発見、早期支援を行う仕組みづくりに取り組みます。
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
①認知症の早期発見・早期支援のため、認知症に関する相談に応じる。 ①高齢者支援課内及び委託の各地区高齢者なんでも相談室において、認知症に関する相談に応じる。
②認知症が疑われる人やその家族への初期の支援を包括的、集中的に行う。 ②「認知症初期集中支援チーム」において、認知症の初期集中支援が必要なケースの支援・会議を実施する

当該年度 。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

認知症に関する相談受付件数 想定値 710当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 628

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 認知症の相談に応じ、認知症の早期発見・早期支援を行うことができる。 直接 認知症に関する相談受付件数 ％ 704 710

令和 4年度 認知症の相談に応じ、認知症の早期発見・早期支援を行うことができる。 直接 認知症に関する相談受付件数 ％ 720

令和 5年度 認知症の相談に応じ、認知症の早期発見・早期支援を行うことができる。 直接 認知症に関する相談受付件数 ％ 730

認知症の人が早期診断、早期対応につながるよう、多くの方へ認知症に関する事や相談・受診先の啓発等を行っていく必要があ
(7)事業実施上の課題と対応 り、引き続きちらし・ホームページ等により周知を図っていく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

初期集中支援チーム　嘱託医報償費 324 初期集中支援チーム　嘱託医報償費 162 81 初期集中支援チーム　嘱託医報償費 324 初期集中支援チーム　嘱託医報償費 324
27,000円×12月 27,000円×12月 27,000円×12月 27,000円×12月

パ会計年度（育休代替保健師）0.07人 266 パ会計年度（育休代替保健師）0.08人 287 221

実施内容 【会計年度任用職員の歳入は 【会計年度任用職員の歳入は
国25％(66千円)、県12.5％(33千円) 国25％(71千円)、県12.5％(35千円)

(8)施行事項
費　　用 保険料23％(61千円）支払基金27％ 保険料23％(66千円）支払基金27％

(71千円）、一般財源(35千円）】 (77千円）、一般財源(38千円）】

予算(決算)額 合　　計 590 合　　計 449 302 合　　計 324 合　　計 324
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 190 補助率 38.5 ％ 195 86 補助率 38.5 ％ 124 補助率 0 ％ 124
県支出金 補助率 19.25 ％ 95 補助率 19.25 ％ 97 43 補助率 19.25 ％ 62 補助率 0 ％ 62
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 99 △60 45 64 64

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 206 ■特会 □受益 □基金 □その他 217 128 ■特会 □受益 □基金 □その他 74 ■特会 □受益 □基金 □その他 74
換算人数(人) 0.19 0.3 0.38 0.21 0.21
正職員人件費 1,653 2,670 3,382 1,869 1,869

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,243 3,119 3,684 2,193 2,193
(11)単位費用

3.16千円／件 4.39千円／件 5.87
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

認知症高齢者はますます増加し、2025年には全国で700万人を超えると推計されている。認知症は、本人や家族が認知症 ●①事前確認での想定どおり
の疑いをもった時には、認知症の症状がかなり進行していることが多く、またもの忘れ等の周辺症状から、本人の生活に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 支障をきたしたり、問題行動から家族の介護負担も大きいと言われている。認知症の人やその家族に早期に関わり、早期 ○要
   背景は？(事業の必要性) 診断・早期対応ができる体制づくりを構築することで、認知症になっても長く安心してよい環境で在宅生活を送ることが ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

可能となり、施設入所をしない期間を延ばすことで介護給付費の抑制につながると思われる。 認知症高齢者のますます増加が予測され、認知症の相談体制の充実を図る当事業は、不安軽減や早期発見・早期対応のた
めに必要性が高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 本事業を設けることで、認知症に関する不安の軽減や早期発

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 見
□その他 　促進された ・早期対応につなげつことができた。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 認知症というデリケートな問題の相談の場であり、市民との ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 協同は困難であるため、該当なし。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
専門医に依頼し実施している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
704 710 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

相談窓口として、高齢者なんでも相談室の周知が図られつつあることや、認知症
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 628 88.45

に関する相談ニーズが高まり相談件数が増加したため目標を達成した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,119 △876 3,684 118.11
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

各地区高齢者なんでも相談室職員がほとんどのケース対応が可能だった
ため、認知症初期集中支援チーム員会議の開催回数が年７回と予定を下

△39.05 回り、報償費が減ったため。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 認知症に関する相談件数は増加していることから目標値

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 対事業は適正である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 22.76

％ 10万円 17.05 74.91

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 527 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 認知症早期支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.38 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,281 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,119 千円 (うち人件費 2,670 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援



の相談機能や介護者への支援の充実に努め、高 利用者のニーズに応えるため、介護保険制度に関する相談・苦情等について、きめ細かに対応します。
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
介護保険制度の効果的な運用を図るため、相談・苦情を一元的に受付する窓口として、各地区担当者、介護 必要に応じて、随時、段階的に苦情及び相談を受け付けます。
保険担当職員、我孫子市介護保険調整委員会が段階的に対応する。 第１段階　地区担当者
根拠：介護保険法 当該年度 第２段階　介護保険担当職員

執行計画 第３段階　介護保険調整委員会
(3)事業内容 内　　容

年度別要介護認定者数（令和３年１０月１日見込数） 想定値 6,782当該年度
単位 名

活動結果指標 実績値 6,818

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 段階的に、相談・苦情に対応し、問題を解決し、サービスの質の向上を目指す。 直接 相談・苦情でよせられた問題の解決率 ％ 100 100

令和 4年度 段階的に、相談・苦情に対応し、問題を解決し、サービスの質の向上を目指す。 直接 相談・苦情でよせられた問題の解決率 ％ 100

令和 5年度 段階的に、相談・苦情に対応し、問題を解決し、サービスの質の向上を目指す。 直接 相談・苦情でよせられた問題の解決率 ％ 100

要介護認定者及び介護サービス提供事業者の増加に伴い、苦情等の相談も増加する傾向（国保連苦情相談より）である。給付適
(7)事業実施上の課題と対応 正化事業の実施により事前に問題のあるサービス提供事業者への指導も必要である。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護保険調整委員会委員報酬 介護保険調整委員会委員報酬 介護保険調整委員会委員報酬 介護保険調整委員会委員報酬
（3,500円×5人×1回）=17,500 18 （3,500円×5人×1回）=17,500 18 0 （3,500円×5人×1回）=17,500 18 （3,500円×5人×1回）=17,500 18

パ会計年度（育休代替保健師）0.01人 38
【会計年度任用職員の歳入は
国25％、支払基金27％、県12.5％、
保険料23％】

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 56 合　　計 18 0 合　　計 18 合　　計 18
国庫支出金 補助率 25 ％ 9 補助率 25 ％ 0 0 補助率 25 ％ 0 補助率 25 ％ 0
県支出金 補助率 12.5 ％ 4 補助率 12.5 ％ 0 0 補助率 12.5 ％ 0 補助率 12.5 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 18

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 43 ■特会 □受益 □基金 □その他 18 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 18 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.49 0.48 0.5 0.49 0
正職員人件費 4,263 4,272 4,450 4,361 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,319 4,290 4,450 4,379 18
(11)単位費用

0.62千円／名 0.63千円／名 0.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

利用者からの苦情は、早期に対応することで継続的にサービスを利用することができる。よって、地区担当及び介護保険 ●①事前確認での想定どおり
担当職員で対応することにより安心した介護保険サービスの提供をすることができ、介護保険サービスの質の向上にもつ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ながる。最終段階での調整委員会の設置することで苦情にいたるまでの抑止としての効果も大きい。国保連合会苦情処理 ○要
   背景は？(事業の必要性) や千葉県苦情処理委員会と合わせてセーフティーネットが必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

寄せられた苦情・相談に対して担当による説明でご納得いただいたため、介護保険調整委員会による対応事案は発生しな
かった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険に関する苦情相談の窓口は保険じゃである市が実施

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 しなければならない。また市が主導で苦情相談に応じること
□その他 　促進された で、介護サービス提供事業者に対して、苦情に至るまでの抑

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 止効果があるため。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

寄せられた苦情・相談に対して担当による説明でご納得いただいたため、介護保
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

険調整委員会による対応事案は発生しなかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,290 29 4,450 103.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.33

％ 10万円 2.25 96.57

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 531 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険に関する苦情・相談窓口の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険に関する苦情・相談窓口 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 18 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,290 千円 (うち人件費 4,272 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室など



実に努め、高 認知症等により判断能力が低下しても高齢者が安心してくらせるよう、成年後見制度の利用を支援し、金銭
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 管理や身上監護の面で必要な支援を確保する。
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
〇認知症高齢者、知的障害または精神障害の状態にあるため判断能力が不十分で日常生活を営むことに支障 成年後見制度を必要とする高齢者を適切に把握し、家庭裁判所に後見・保佐・補助開始の審判の申し立てを
があり、成年後見人等の支援が必要であるが、後見等開始の審判について、家庭裁判所に申し立てを行う親 行う。また、家庭裁判所が選任した成年後見人・保佐人・補助人に係る報酬の扶助を行う。　　
族がいない、あるいは虐待により親族の申し立てが不可能な場合等に、市長による申し立てを行い、高齢者 当該年度
等の生活を支援する。〇成年後見制度の利用促進を目的に、市長申し立て者で低所得のため成年後見人等の 執行計画

(3)事業内容 内　　容 報酬の支払いが不可能な被後見人等や、市長申し立て者以外で第三者を成年後見人等としている生活保護の
受給者等である被後見人等に対し報酬の扶助を行う。〇老人福祉法３２条の２において「市町村は後見等の
業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るため、研修の実施等を行うよう努めなければなら 令和３年度成年後見制度の市長申し立て件数 想定値 5当該年度
ない」と規定されていることから市民後見人養成のための事業に協力する。 単位 件

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 成年後見制度利用を支援することにより、要支援者の保護を図る。 直接 市での成年後見申立を必要とする高齢者の制度利用率 ％ 100 100

令和 4年度 成年後見制度利用を支援することにより、要支援者の保護を図る。 直接 市での成年後見申立を必要とする高齢者の制度利用率 ％ 100

令和 5年度 成年後見制度利用を支援することにより、要支援者の保護を図る。 直接 市での成年後見申立を必要とする高齢者の制度利用率 ％ 100

今後見込まれる申立て案件の増加に対応するため、市民後見人の活用や支援が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（収入印紙代他） 41 消耗品費（収入印紙代他） 76 75 消耗品費（収入印紙代他） 76 消耗品費（収入印紙代他） 76
通信運搬費（送付、送達切手代） 43 通信運搬費（送付、送達切手代） 81 56 通信運搬費（送付、送達切手代） 81 通信運搬費（送付、送達切手代） 81
手数料（申立診断書作成手数料） 241 手数料（申立診断書作成手数料） 290 136 手数料（申立診断書作成手数料） 290 手数料（申立診断書作成手数料） 290
後見人等報酬扶助費 7,368 後見人等報酬扶助費 5,694 4,248 後見人等報酬扶助費 9,648 後見人等報酬扶助費 9,648

パ会計年度（育休代替保健師）0.01人 38 パ会計年度（育休代替保健師）0.01人 36 32
実施内容

(8)施行事項
費　　用 【会計年度任用職員賃金・交通費の歳 【会計年度任用職員賃金・交通費の歳

入は国25％、県12.5％、保険料23％、 入は国25％、県12.5％、保険料23％、
支払基金27％】 支払基金27％】

予算(決算)額 合　　計 7,731 合　　計 6,177 4,547 合　　計 10,095 合　　計 10,095
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 2,970 補助率 38.5 ％ 3,895 1,746 補助率 38.5 ％ 3,886 補助率 38.5 ％ 3,886
県支出金 補助率 19.25 ％ 1,484 補助率 19.25 ％ 1,947 873 補助率 19.25 ％ 1,943 補助率 19.25 ％ 1,943
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,489 △2,003 881 1,945 1,945

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,788 ■特会 ■受益 □基金 □その他 2,338 1,047 ■特会 ■受益 □基金 □その他 2,321 ■特会 ■受益 □基金 □その他 2,321
換算人数(人) 0.33 0.33 0.35 0.33 0.33
正職員人件費 2,871 2,937 3,115 2,937 2,937

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,602 9,114 7,662 13,032 13,032
(11)単位費用

963.82千円／件 1,822.8千円／件 403.26
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

成年後見制度による支援が必要であるが、申し立てできる親族がいないといった状況に対応するため、また、後見人等報 ●①事前確認での想定どおり
酬の費用負担が困難なこと等から制度利用に進まないといった状況に対応するために本事業は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 今後さらに増加する認知症高齢者が成年後見制度による支援を受けられるよう、市民後見人の活用や支援も必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

申し立て手続きを行える親族がいない成年後見制度が必要な方に対し、迅速に手続きを実施することができた。後見人報
酬も適宜支援することができた。今後、ますます認知症高齢者は増加する傾向があるため、引き続き推進していく。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 申し立てできる親族が不在の場合、市町村長が手続きを行う

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 権限をもっているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民後見人の活用、支援 申し立てを行った案件により、市民後見人の活用を検討して ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り いる。今後ますます増加する認知症高齢者が、成年後見制度 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り の支援を受けられるよう市民後見人の養成への協力も必要で ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ある。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 現状どおり ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申し立て要請がありしだい、迅速に対応することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,114 1,488 7,662 84.07
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

成年後見制度の支援を必要とする方が例年よりも多かったため。

14.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 成年後見制度の支援を必要とする方が例年よりも多かっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.1

％ 10万円 1.31 119.09

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
家族や最寄がいない高齢者の増加や虐待ケースが増加していることから、必要な事業であることから、現状通り推進する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 532 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 成年後見制度利用への支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 11 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,068 千円 (うち人件費 2,937 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,114 千円 (うち人件費 2,937 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充



高 高齢者が住みなれた地域で安心して、自分らしく生活が送れるよう、高齢者の人権を擁護し、高齢者虐待の
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 早期発見と予防、発生時の対応と再発予防を行う。
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
高齢者及び高齢者をとりまく人に対し虐待防止に関する啓発を行うとともに、早期発見のためのネットワー (1)高齢者虐待防止について、講演会の開催、パンフレットの配布、出前講座等による啓発活動を行う。(2)
クや相談体制を充実させ、発見時には保健・医療・福祉等の関係機関が連携して早期対応できるための体制 高齢者支援課、高齢者なんでも相談室にて、随時相談（電話・来所）を受け付ける。
づくりを行う。（高齢者虐待に関する専門職員の研修・高齢者虐待防止ネットワークの構築・高齢者虐待に 当該年度 (3)高齢者虐待防止マニュアルや対応事例集を活用し、虐待への早期対応を行う。
対する相談窓口設置） 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ※根拠法令：老人福祉法、介護保険法、高齢者虐待防止法

令和元年度高齢者虐待に関する相談件数 想定値 58当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1,126

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 虐待を未然に防ぐとともに、発生時には早期発見し、迅速な対応により悪化・再発を防止する。 直接 虐待相談に対する早期状況確認・対応 ％ 100 100

令和 4年度 虐待を未然に防ぐとともに、発生時には早期発見し、迅速な対応により悪化・再発を防止する。 直接 虐待相談に対する早期状況確認・対応 ％ 100

令和 5年度 虐待を未然に防ぐとともに、発生時には早期発見し、迅速な対応により悪化・再発を防止する。 直接 虐待相談に対する早期状況確認・対応 ％ 100

高齢者の虐待防止・対応においては、虐待被害者の安全確保と支援が重要であるが、虐待者である介護者等への支援が一体的に
(7)事業実施上の課題と対応 行われることにより大きな効果が期待できる。介護者等の家族支援や世帯全体の支援では、障害者分野・低所得者分野等との分 代替案検討 ○有 ●無

野横断的な連携体制が不可欠である。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高齢者虐待防止講演会講師報償費 70 高齢者虐待防止講演会講師報償費 70 70 高齢者虐待の早期発見・早期対応 0 高齢者虐待防止講演会講師報償費 70
高齢者虐待の早期発見・早期対応 0 高齢者虐待の早期発見・早期対応 0 0 窓口での随時相談対応 0 高齢者虐待の早期発見・早期対応 0
窓口での随時相談対応 0 窓口での随時相談対応 0 0 虐待通報への対応 0 窓口での随時相談対応 0
虐待通報への対応 0 虐待通報への対応 0 0 虐待通報への対応 0

実施内容
パ会計年度（育休代替保健師）0.01人 76 パ会計年度（育休代替社福士）0.02人 72 63

(8)施行事項
費　　用 【会計年度任用職員の歳入は 【会計年度任用職員の歳入は

国25％、県12.5％、保険料23％、支払 国25％、県12.5％、保険料23％、支払
基金27％】 基金27％】

予算(決算)額 合　　計 146 合　　計 142 133 合　　計 0 合　　計 70
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 45 補助率 38.5 ％ 44 51 補助率 38.5 ％ 0 補助率 38.5 ％ 26
県支出金 補助率 19.25 ％ 22 補助率 19.25 ％ 22 25 補助率 19.25 ％ 0 補助率 19.25 ％ 13
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 25 25 0 0 15

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 54 ■特会 □受益 □基金 □その他 51 57 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 16
換算人数(人) 0.28 0.4 0.44 0.28 0.28
正職員人件費 2,436 3,560 3,916 2,492 2,492

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,582 3,702 4,049 2,492 2,562
(11)単位費用

51.64千円／件 63.83千円／件 3.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

家庭や施設の中で起きる高齢者虐待は、外部から実態を把握することが困難で、さらに虐待であるかどうかの判断が難し ●①事前確認での想定どおり
い場合が多いため、近隣による見守り体制が重要となる。また、虐待事例の多くは介護負担や養護者自身の精神障害等、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 養護者自身が何らかの困りごとを抱えており、養護者支援の観点から分野横断的な連携体制が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 本市における高齢者人口・高齢化率が毎年増加していることからも、虐待防止と早期対応のための取り組みは不可欠であ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る。 高齢者を生命の安全及び権利侵害から守るために必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢者虐待における判断は市が行うこととされており、市が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 主導で行うことで市民の安全性が担保されている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 虐待を受けている高齢者の発見において、市民団体や自治会 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 等が実施する見守り活動等が効果的であるため。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境への配慮に関する具体的活動は行っていない。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

高齢者に関わる専門職の虐待に対する意識が向上し、早期発見につなげることが
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

できたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,702 △1,120 4,049 109.37
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△43.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.7

％ 10万円 2.47 91.48

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 533 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者虐待防止対策事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者虐待防止 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 10 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,702 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充実に努め、



方法の多様化を図って利便 介護給付費通知を送付することにより、受給者から疑義があるサービス利用実績等を市に申し出てもらうこ
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 とで、架空請求等の不正発見の契機となる。また、介護支援適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞにより抽出した不適切な可能性
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と のある介護給付について事業者に確認することにより、介護給付の適正化につなげるものである。
介護サービス事業所が介護給付費請求を行ったもののうち、国保連合会において審査決定された給付実績を ９月、３月年２回介護給付費通知の送付
もとに、受給者単位に作成したサービス利用実績情報を通知するものである。これにより、受給者に通知内 毎月、国保連合会からの情報による縦覧点検及び医療情報との整合性チェック。
容どおりのサービス提供を受けたか、支払った利用者負担額と相違ないかなどの確認を促し，サービス事業 当該年度 ９月、１２月、３月の年３回適正化支援ﾊﾟｯｹｰｼﾞにより不適正な給付ﾃﾞｰﾀのﾁｪｯｸを行い,疑義のある給付に対
者が適正な運営をおこなっているかを検証する。また、介護適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞを使用し、給付実績ﾃﾞｰﾀから不 執行計画 して確認、指導する。

(3)事業内容 内　　容 適切な可能性のある給付についてｹｱﾏﾈｼﾞｬｰに直接確認し、介護給付の適正化を図る。

介護支援適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞにより抽出された疑義のある給付に対する、 想定値 90当該年度
適正化事業の実施率。 単位 ％

活動結果指標 実績値 90

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 介護給付費通知について受給者からの申し出や不適切給付に対する適正化の実施 直接 介護支援適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞにより抽出された疑義のある給付に対する、 ％ 80 90
適正化事業の実施率。

令和 4年度 介護給付費通知について受給者からの申し出や不適切給付に対する適正化の実施 直接 介護支援適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞにより抽出された疑義のある給付に対する、 ％ 90
適正化事業の実施率。

令和 5年度 介護給付費通知について受給者からの申し出や不適切給付に対する適正化の実施 直接 介護支援適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞにより抽出された疑義のある給付に対する、 ％ 90
適正化事業の実施率。

介護支援適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞを有効に活用し給付の適正化に努める。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護給付費通知郵送料 介護給付費通知郵送料 介護給付費通知郵送料 介護給付費通知郵送料
5300通×73円×2回＝773,800円 858 5500通×73円×2回＝803,000円 887 724 5300通×73円×2回＝803,000円 887 5300通×73円×2回＝803,000円 887
500通×84円×2回=84,000円 500通×84円×2回=84,000円 500通×84円×2回=84,000円 500通×84円×2回=84,000円
介護給付適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱ使用料 介護給付適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱ使用料 介護給付適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱ使用料 介護給付適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱ使用料
95000円×12ヶ月×1.10＝1,254,000円 1,254 95000円×12ヶ月×1.10＝1,254,000円 1,254 1,254 95000円×12ヶ月×1.10＝1,254,000円 1,254 95000円×12ヶ月×1.10＝1,254,000円 1,254

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,112 合　　計 2,141 1,978 合　　計 2,141 合　　計 2,141
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 813 補助率 38.5 ％ 825 0 補助率 38.5 ％ 813 補助率 38.5 ％ 813
県支出金 補助率 19.25 ％ 406 補助率 19.25 ％ 413 0 補助率 19.25 ％ 406 補助率 19.25 ％ 406
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 1,978 29 29

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 893 ■特会 □受益 □基金 □その他 903 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 893 ■特会 □受益 □基金 □その他 893
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 2,670 2,670 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,722 4,811 4,648 4,811 4,811
(11)単位費用

52.47千円／％ 53.46千円／％ 51.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護保険制度も定着してきたなか、高齢化が進み、要介護等認定者数・サービス利用者数の増加にあわせて、介護サービ ●①事前確認での想定どおり
ス提供事業者も増えている。給付費通知を送付し被保険者自身に介護給付費を確認をしていただくことや、適正化パッケ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ージ等で抽出した疑義のある給付について保険者が確認していくことで、不適切な給付を防ぐことが出来る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

介護保険サービスの提供が適正に行われているか、給付費通知を送付することにより、市民自らに確認いただいた。また
、適正化システムを利用し、疑義のある給付について事業者に直接確認し適正化を図った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 給付データが連合会から保険者である市に送られる。個人情

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 報を伴うため市が管理している。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正化システムの運用について、予定通り実施したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 90 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,811 △89 4,648 96.61
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.87

％ 10万円 1.94 103.74

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 534 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険サービスの適正化 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,811 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付



など保険料の納付方法の多様化を図って利便 介護サービスを適切に運営していくために必要な財源確保のため、介護保険料の適切な賦課を行い、保険料
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 の収納率向上を図る。
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
<賦課＞住民税情報の所得を取り込み、保険料段階設定を適切に行う。転入の場合は前住所地に照会をし所 当該年度の６月に住民税情報の所得を取り込み、納入通知書を発送。７月以降～翌年３月まで毎月１回、資
得を把握のうえ賦課を行う。普通徴収者には口座振替の推進を図る。 格・所得の更正を行い納入通知書、更正通知書等を発送し、更正ごとに還付が生じれば対象者に通知し還付
＜収納＞特別徴収は年金天引きのため収納率は１００％だが，普通徴収は窓口納付と口座振替による個別納 当該年度 ・充当する。収納率を上げるため、納入通知書にパンフレットを同封し制度の理解を図る。また口座振替利
付であるため未収金が生じる。口座振替の推進、督促・催告書の発送、電話催告を実施し収納率のアップを 執行計画 用者を増やすために、口座振替依頼書を金融機関等に配置しＰＲをする。未納者については、督促・催告書

(3)事業内容 内　　容 図る。さらに、コンビニ収納により、利便性の高い収納環境を整備して安定的に運用していく。また、債権 等で納付を促す。平成３０年度から介護保険料段階及び介護保険料が変更となったため、市民に充分な理解
回収室の協力を得て滞納整理を進めています。 を得られるようにする。

高齢者数見込み（６５歳以上） 想定値 41,132当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 40,463

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 介護保険制度を理解していただき、保険料の納付に協力を仰ぐ。 直接 適切な保険料賦課による収納率の向上 ％ 99 99

令和 4年度 介護保険制度を理解していただき、保険料の納付に協力を仰ぐ。 直接 適切な保険料賦課による収納率の向上 ％ 99

令和 5年度 介護保険制度を理解していただき、保険料の納付に協力を仰ぐ。 直接 適切な保険料賦課による収納率の向上 ％ 99

介護保険料設定段階及び保険料の適切な設定ならびに社会保険庁との適切なデータ交換の実施。滞納整理については、常に未納
(7)事業実施上の課題と対応 者の把握をし継続的な対応が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費　544,500円 6,004 印刷製本費　600,600円 6,414 6,411 印刷製本費　600,600円 6,135 印刷製本費　600,600円 6,135
通信運搬費　4,497,000円 通信運搬費　4,553,560円 通信運搬費　4,553,560円 通信運搬費　4,553,560円
手数料（口座振替等）　962,100円 手数料（口座振替等）　981,600円 手数料（口座振替等）　981,600円 手数料（口座振替等）　981,600円
会計年度任用職員 2,559 会計年度任用職員 1,989 1,989 会計年度任用職員 1,989 会計年度任用職員 1,989
2,559,000円×1人 1,988,931円×1人 1,988,931円×1人 1,988,931円×1人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,563 合　　計 8,403 8,400 合　　計 8,124 合　　計 8,124
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 260 8,400 △19 △19

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,563 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,143 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,143 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,143
換算人数(人) 0.9 0.9 0.9 0.55 0.55
正職員人件費 7,830 8,010 8,010 4,895 4,895

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 2,559 2,559
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,393 16,413 16,410 13,019 13,019
(11)単位費用

0.41千円／人 0.4千円／人 0.41
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護保険料は、公費とともに介護保険の大切な財源であり、介護サービスを適切に提供するために必要不可欠である。ま ●①事前確認での想定どおり
た、介護サービスが必要になった時に、不利益を被らないように未納者に対し周知し、相互扶助の観点から全ての対象者 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ に納付を促す。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

要介護認定者及び介護給付費が増大する中で財源確保として本事業は必要である。また、保険者間での公平性を期するた
めに、すべての被保険者に納付を促すことも必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 被保険者の所得の把握や滞納者の情報など個人情報を取り扱

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 うため、市が管理を行う。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民からの公募委員を含めた我孫子市介護保険市民会議を設 介護保険料の改定について、公募の市民代表を含んだ市民会 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 置し、事業計画の策定、管理、運営に意見を聴取している。 議等で決定している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99 99 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

特別徴収対象者が８割を占めるため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,413 △20 16,410 99.98
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.12

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.6

％ 10万円 0.6 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 535 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険賦課徴収 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,134 千円 (うち人件費 8,010 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,413 千円 (うち人件費 8,010 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付



納付方法の多様化を図って利便 住環境を整備することにより、自立した在宅生活を送れるよう助成する。
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
＜住宅改修費＞　居宅で要支援又は要介護と認定された被保険者が現に居住する住宅について被保険者の心 ○受付業務：随時
身の状況、住宅の状況等を勘案して必要と認める場合に限り、次の住宅改修を行った場合保険の給付対象と ○支払い業務：随時
なる。（施設入所者、病院入院者は対象外）①手すりの取付②段差の解消③滑りの防止及び移動の円滑化等 当該年度 ○受領委任事業者の登録：随時
の為の床又は通路面の材料の変更④引き戸等への扉の取替え⑤洋式便器等への便器の取替え⑥その他その改 執行計画 ○受領委任事業者（住宅改修事業者）及び介護支援専門員の研修会：年１回（例年１月頃予定）

(3)事業内容 内　　容 修に付帯して必要な住宅改修。支給限度額は、20万円。原則１回限り。支給は、償還払い・受領委任払い
＜福祉用具購入費＞　居宅で要支援又は要介護と認定されている被保険者の日常生活の自立を助けるために
必要と認められる場合に限り、次の福祉用具を購入した場合保険の給付対象となる。①腰掛便座②特殊尿器 申請件数 想定値 1,224当該年度
③入浴補助用具④簡易浴槽⑤移動用リフトのつり具の部分。支給限度額は、10万円。年度単位。支給は、償 単位 件

活動結果指標 実績値 1,070還払い・受領委任払い

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 制度変更に対する適切な給付費の申請・支給 直接 適切な申請件数に対する支払率 ％ 100 100

令和 4年度 制度変更に対する適切な給付費の申請・支給 直接 適切な申請件数に対する支払率 ％ 100

令和 5年度 制度変更に対する適切な給付費の申請・支給 直接 適切な申請件数に対する支払率 ％ 100

住宅改修の申請方法の変更及び福祉用具購入の指定事業者を導入に関して、引き続きケアマネジャー・業者との連絡調整が必要
(7)事業実施上の課題と対応 である。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

居宅介護住宅改修費 43,960 居宅介護住宅改修費 38,685 27,707 居宅介護住宅改修費 40,373 居宅介護住宅改修費 41,452
介護予防住宅改修費 31,634 介護予防住宅改修費 25,458 21,355 介護予防住宅改修費 25,351 介護予防住宅改修費 27,369
居宅介護福祉用具購入費 13,705 居宅介護福祉用具購入費 13,452 11,994 居宅介護福祉用具購入費 14,971 居宅介護福祉用具購入費 15,701
介護予防福祉用具購入費 3,464 介護予防福祉用具購入費 3,937 2,978 介護予防福祉用具購入費 4,202 介護予防福祉用具購入費 4,524
会計年度任用職員 2,559 会計年度任用職員 2,608 2,608 会計年度任用職員 2,608 会計年度任用職員 2,608
2,559,000円×1人 2,608,360円×1人 2,608,360円×1人 2,608,360円×1人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 95,322 合　　計 84,140 66,642 合　　計 87,505 合　　計 91,654
国庫支出金 補助率 20 ％ 18,552 補助率 20 ％ 16,828 0 補助率 20 ％ 17,501 補助率 20 ％ 18,330
県支出金 補助率 12.5 ％ 11,595 補助率 12.5 ％ 10,517 0 補助率 12.5 ％ 10,938 補助率 12.5 ％ 11,456
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △25 0 66,642 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 65,200 ■特会 □受益 □基金 □その他 56,795 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 59,066 ■特会 □受益 □基金 □その他 61,868
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 870 890 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 2,559 2,559
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 96,192 85,030 67,532 88,395 92,544
(11)単位費用

78.59千円／件 69.47千円／件 63.11
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

住環境を整備することによって、介護予防及び介護負担の軽減が図られる。 ●①事前確認での想定どおり
また、受領委任制度を行うことによって、被保険者の一時的な費用負担の軽減が図られ、より優良な事業者を育成し　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 介護サービスの質の向上につながる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

受領委任払い制度により、高齢者の一時的な費用負担の軽減をすることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険サービスの給付管理を行うため、市が実施する必要

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対し適切な支払いに努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 85,030 11,162 67,532 79.42
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

申請に対し適切な支払いに努めた。

11.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 給付費が想定を下回り、事業費が見込みより少なかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.12

％ 10万円 0.15 125

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 536 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 住宅改修費・福祉用具購入費支給 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 85,030 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の



付方法の多様化を図って利便 介護サービス等にかかった費用を、遅滞なく介護サービス事業所・施設に支払われるよう予算管理を適切に
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 行い、要介護等認定情報や異動情報を支払の受託者である千葉県国民健康保険連合会に伝送することにより
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と 、適切な介護サービスの提供ができるように支援する。
千葉県国民健康保険団体連合会が、市からの委託を受けて居宅介護サービス事業所・介護保険施設・居宅介 毎月３日まで千葉県国民健康保険団体連合会へ異動台帳情報の伝送処理
護支援事業所等の請求・支払の窓口となって、介護給付費等の審査・支払を実施し、市に対し介護給付費等 毎月１０日に請求書が届くので、２０日までに納入手続きの伝票処理を行う
が請求されている。市としては、毎月の認定情報、異動情報を提供し、事業所への請求返戻が起きないよう 当該年度
にし、遅滞なく納入することにより適切な介護サービス提供につながるよう努めている。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

支払対象件数 想定値 165,035当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 157,921

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 請求件数について、支払期日までに納入することにより適切な介護サービス運用に資する。 直接 適切な介護給付の割合 ％ 100 100

令和 4年度 請求件数について、支払期日までに納入することにより適切な介護サービス運用に資する。 直接 適切な介護給付の割合 ％ 100

令和 5年度 請求件数について、支払期日までに納入することにより適切な介護サービス運用に資する。 直接 適切な介護給付の割合 % 100

予算残額を適正に管理し、支払金額の確保を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

居宅介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,642,041 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,877,373 3,827,148 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 4,155,649 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 4,454,949
地域密着型介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 1,896,399 地域密着型介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 1,418,242 1,215,564 地域密着型介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 1,478,617 地域密着型介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 1,541,554
施設介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,563,167 施設介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,555,353 3,378,846 施設介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,714,865 施設介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,882,248
居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 507,307 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 439,025 447,705 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 465,417 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 493,128
介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 130,719 介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 162,537 137,186 介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 181,696 介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 204,107
介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 21,101 介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 31,305 28,768 介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 32,226 介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 41,410
審査支払手数料 7,441 審査支払手数料 8,636 7,963 審査支払手数料 7,879 審査支払手数料 8,260

実施内容 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 275,000 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 271,821 224,813 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 229,101 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 240,210
特定入所者介護予防ｻｰﾋﾞｽ費 1,000 特定入所者介護予防ｻｰﾋﾞｽ費 546 263 特定入所者介護予防ｻｰﾋﾞｽ費 546 特定入所者介護予防ｻｰﾋﾞｽ費 546

(8)施行事項
費　　用 地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 18,067 地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 13,832 5,831 地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 14,289 地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 14,289

予算(決算)額 合　　計 10,062,242 合　　計 9,778,670 9,274,087 合　　計 10,280,285 合　　計 10,880,701
国庫支出金 補助率 20 ％ 2,012,448 補助率 20 ％ 1,955,734 1,854,817 補助率 20 ％ 2,056,057 補助率 20 ％ 2,176,140
県支出金 補助率 12.5 ％ 1,257,780 補助率 12.5 ％ 1,222,333 1,159,261 補助率 12.5 ％ 1,285,035 補助率 12.5 ％ 1,360,087
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,792,014 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,600,603 6,260,009 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,939,193 ■特会 □受益 □基金 □その他 7,344,474
換算人数(人) 1 1 1 1 1
正職員人件費 8,700 8,900 8,900 8,900 8,900

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,070,942 9,787,570 9,282,987 10,289,185 10,889,601
(11)単位費用

59.32千円／件 59.31千円／件 58.78
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が急激に進む中で、要介護者等になっても、高齢者本人や家族の要望を尊重しながら、住み慣れた地域で自立した ●①事前確認での想定どおり
日常生活を営むことができるように支援する必要がある。そのために、個々に必要な介護サービスを提供することにより ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 在宅生活を継続させることができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

介護保険法に基づく介護認定・介護サービスの提供を適正に行う事ができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険法に基づく介護認定・介護サービスの提供を行うた

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 め、市が管理する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

目標件数に対し、適正に審査し給付を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,787,570 283,372 9,282,987 94.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.81

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症により給付額が減少となった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.02

％ 1億円 1.08 105.88

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 537 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 居宅介護サービス等給付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,787,570 千円 (うち人件費 8,900 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納



方法の多様化を図って利便 介護サービスや医療サービスに対する利用者負担の合計額が限度額を超過した分について、高額介護サービ
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 ス費・高額医療合算介護サービス費として支給することにより、負担を軽減しサービス利用の低下を防止す
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と る。
・介護サービス利用者に対し、自己負担上限を超えた額について支給する。低所得者には、低い上限額を設 ・高額介護サービス費については、毎月１８日までに申請書を送付し、翌月の８日までに決定通知送付、１
定して利用額を現金返還という形で支援する。生活保護・老齢福祉年金受給者、課税年金収入額80万以下の ８日の口座振込み手続きとする。申請書の提出については、当初1回のみで足りることとなり申請書の発送
方１５，０００円、世帯非課税者２４，６００円、一般４４、４００円。一ヶ月の高額介護サービス費利用 当該年度 件数が減り、添付書類の領収書写しも不用となり支給率の向上につながる。
者限度額（世帯に1名以上の利用者がいる場合には、世帯合算として計算する。） 執行計画 ・高額介護サービス費の年次処理分については、12ｶ月の集計後、対象者に申請書を送付する。

(3)事業内容 内　　容 ・介護保険の負担割合１割負担の被保険者のみ、8月から翌年7月の12カ月間の限度額を４４６，４００円と ・高額医療合算介護サービス費については、12ｶ月の集計後、対象者に申請書を送付する。
して、高額介護サービス費を支給する。（年次処理分）
・8月から翌年7月の12カ月間の介護・医療サービスの自己負担額が所得や年齢などに応じた限度額を超えた 高額介護サービス等申請件数 想定値 14,400当該年度
場合、超えた額を支給する。 単位 件

活動結果指標 実績値 20,861

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高額介護サービス費等支給申請を促し、低所得者のサービス利用につなげる。 直接 高額介護サービス費等の支給対象に対する支給率 % 100 100

令和 4年度 高額介護サービス費等支給申請を促し、低所得者のサービス利用につなげる。 直接 高額介護サービス費等の支給対象に対する支給率 % 100

令和 5年度 高額介護サービス費等支給申請を促し、低所得者のサービス利用につなげる。 直接 高額介護サービス費等の支給対象に対する支給率 % 100

高額介護サービス費等の制度について、周知徹底を図り、高齢者に分かり易い申請方法を十分検討していく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高額介護サービス費 270,000 高額介護サービス費 319,476 261,910 高額介護サービス費 240,220 高額介護サービス費 319,476
高額医療合算介護サービス費 45,000 高額医療合算介護サービス費 38,459 35,576 高額医療合算介護サービス費 41,536 高額医療合算介護サービス費 44,859
会計年度任用職員 5,116 会計年度任用職員 2,707 2,707 会計年度任用職員 2,707 会計年度任用職員 2,707
2,558,000円×2人 2,707,025円×1人 2,707,025円×1人 2,707,025円×1人

会計年度任用職員 2,673 2,673 会計年度任用職員 2,673 会計年度任用職員 2,673
2,673,452円×1人 2,673,452円×1人 2,673,452円×1人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 320,116 合　　計 363,315 302,866 合　　計 287,136 合　　計 369,715
国庫支出金 補助率 20 ％ 63,000 補助率 20 ％ 72,716 0 補助率 20 ％ 50,111 補助率 20 ％ 66,010
県支出金 補助率 12.5 ％ 39,375 補助率 12.5 ％ 45,447 0 補助率 12.5 ％ 31,319 補助率 12.5 ％ 41,256
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 302,866 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 217,741 ■特会 □受益 □基金 □その他 245,152 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 205,706 ■特会 □受益 □基金 □その他 262,449
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 870 890 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 5,116 5,116
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 320,986 364,205 303,756 288,026 370,605
(11)単位費用

22.29千円／件 25.29千円／件 14.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者の時代を迎えるにあたって、住み慣れた場所で安心して生活していくためには、日頃利用している介護サービス費 ●①事前確認での想定どおり
を、少しでも軽減させ長く利用継続させていく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、支給申請の提出後速やかに内容審査のうえ、振込み手続きをとることにより、低所得者へのサービス利用促進を図 ○要
   背景は？(事業の必要性) る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

低所得者の対象の制度として、継続して事業を行っていく。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護サービスを利用者に対し、所得に応じた自己負担の上限

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 額を超えた金額を支給することにより、低所得者の負担軽減
□その他 　促進された につなげている。死亡者の財産相続人に確認や、過誤による

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 金額変更の確認を要する。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

対象者に適正給付を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 364,205 △43,219 303,756 83.4
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

なし。

△13.46

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 申請件数はおおむね予想通りであったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

% 10万円 0.03 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 538 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高額介護サービス費等支給 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 364,205 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付



の納付方法の多様化を図って利便 ６５歳以上の第１号被保険者及び認定を受けた第２号被保険者の資格・認定情報を適切に管理し、誰もが必
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 要に応じて介護サービスを十分に利用できるように、介護認定の申請から介護サービスの提供まで本人の状
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と 況に応じたきめ細かな支援を図る。
毎月の６５歳到達者及び日常の転入、転出者、死亡者、転居者について、住民記録オンラインと連動を図り 随時介護保険証の発行、負担限度額認定証の発行、要介護等決定通知書の発行、負担割合証の発行　高齢者
介護保険事務処理システムにおいて適切な管理を実施し、介護保険証の発行を行うなど資格者漏れを防止す 支援台帳システムの管理
る。また、認定情報、受給実績情報をシステム管理、運営することにより適切な介護サービス提供を図るこ 当該年度 介護認定審査会システム過去履歴等のＰＤＦ化
とができる。 執行計画 高齢者支援台帳ｼｽﾃﾑ用機器設定（50台分）

(3)事業内容 内　　容 令和４年１月からの包括委託契約による介護認定審査会システム変更に伴い、現在のシステムに登録してあ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
る介護認定審査会の過去１０年分のデータを被保険者毎にＰＤＦ化を行う。 　
令和４年１月からの庁内ＩＣＴインフラとセキュリティのシステムの開始に伴い、高齢者支援台帳システム 当該年度第１号被保険者到達数 想定値 1,700当該年度
用機器の設定を行う。 単位 人

活動結果指標 実績値 1,318

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 資格付与漏れ・喪失漏れの防止 直接 資格付与漏れ・喪失漏れの防止した割合 ％ 100 100

令和 4年度 資格付与漏れ・喪失漏れの防止 直接 資格付与漏れ・喪失漏れの防止した割合 ％ 100

令和 5年度 資格付与漏れ・喪失漏れの防止 直接 資格付与漏れ・喪失漏れの防止した割合 ％ 100

外国人登録者の資格取得の有無及び転入者の受給資格証明書の確認を、市民課と連携を図り適正に処理する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護保険事務運営費 25,757 介護保険事務運営費 19,862 19,862 介護保険事務運営費 19,862 介護保険事務運営費 19,862
会計年度任用職員 2,558 会計年度任用職員 1,989 1,989 会計年度任用職員 1,989 会計年度任用職員 1,989
2,558,000円×1.0×1人 1,988,931円×1.0×1人 1,988,931円×1.0×1人 1,988,931円×1.0×1人

＊ ＜★介護保険受給資格・管理運営★＞
介護認定審査会システム過去履歴等の 2,530 2,530
PDF提供作業業務委託

実施内容 ＊ 高齢者支援台帳ｼｽﾃﾑ用機器設定業務委 481 481
託(50台分)

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 28,315 合　　計 24,862 24,862 合　　計 21,851 合　　計 21,851
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △660 0 0 △3,011 △3,011

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 28,975 ■特会 □受益 □基金 □その他 24,862 24,862 ■特会 □受益 □基金 □その他 24,862 ■特会 □受益 □基金 □その他 24,862
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 6,090 6,230 6,230 6,230 6,230

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 2,558 2,558
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 34,405 31,092 31,092 28,081 28,081
(11)単位費用

20.24千円／人 18.29千円／人 23.59
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者が年々増加の一途をたどっている中で、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるように、要介護高齢者に ●①事前確認での想定どおり
対する介護サービスの適切な提供の最も基本となる資格管理、認定情報管理を適切に把握しておく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

住民基本台帳の情報をもとに、随時適切な資格・認定情報を把握した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 65歳到達者、転出入者、住所地特例者の資格及び認定情報を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 管理・運用し、適正なサービス提供、給付費支払いのために
□その他 　促進された 市が主導して実施する必要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な資格・認定情報管理を介護保険事務処理システムにより運営したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 31,092 3,313 31,092 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

9.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.32

％ 10万円 0.32 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 540 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険受給資格・管理運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 31,092 千円 (うち人件費 6,230 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料



法の多様化を図って利便 介護認定審査会は、医療・保健・福祉から構成される合議体の組織で、被保険者が保険給付の対象となるか
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 どうかを、公平・公正中立な立場から審査判定を実施し、適切な介護ｻｰﾋﾞｽ提供につなげる。
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
認定審査会の委員定数は３５人で８つの合議体に委員を配置し、月９回（週２～３回）の割合で認定審査会 週２～３回介護認定審査会の開催、年１回介護認定審査会総会の開催、適宜介護認定審査会正副会長会議及
を開催している。１合議体の平均件数は５０件程度である。審査案件に対して公平公正な審査判定を行い、 び正副委員長会議の開催。　　　　　　　
その判定を基に認定結果通知、介護被保険証の発行を行う。 当該年度 申請されてから、主治医意見書、調査票をソフトに読み込ませ、審査会資料を作成し審査会委員に約一週間

執行計画 前に郵送する。案件について良く予習審査をしていただき、審査会当日に意見を交換し案件の判定をしてい
(3)事業内容 内　　容 く。翌日に審査結果を対象者に郵送する。前年度に認定方法が変更され、経過措置が適用された利用者の認

定数が増えるが適切に判断してもらう。
審査件数 想定値 5,400当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 5,090

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 認定審査会において、一次判定が適正な判定とされる 直接 一次判定の適正化率 ％ 75 80

令和 4年度 認定審査会において、一次判定が適正な判定とされる 直接 一次判定の適正化率 ％ 80

令和 5年度 認定審査会において、一次判定が適正な判定とされる 直接 一次判定の適正化率 ％ 80

認定審査会において一次判定が適正となるように、事前に綿密な調査をおこなう
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護認定審査会委員報酬３５人 14,278 介護認定審査会委員報酬３５人 12,394 9,673 介護認定審査会委員報酬３５人 12,394 介護認定審査会委員報酬３５人 12,394
12,960千円 10,924千円 10,924千円 10,924千円
介護認定審査会運営費 介護認定審査会運営費 介護認定審査会運営費 介護認定審査会運営費
1,318千円 1,470千円 1,470千円 1,470千円
会計年度任用職員 5,116 会計年度任用職員 5,282 5,282 会計年度任用職員 5,282 会計年度任用職員 5,282
2,558千円×2人 2,673,452円×1.0×1人 2,673,452円×1.0×1人 2,673,452円×1.0×1人
介護認定審査会委員報酬(9月補正) △3,261 2,608,360円×1.0×1人 2,608,360円×1.0×1人 2,608,360円×1.0×1人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 16,133 合　　計 17,676 14,955 合　　計 17,676 合　　計 17,676
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △3,261 0 14,955 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,394 ■特会 □受益 □基金 □その他 17,676 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 17,676 ■特会 □受益 □基金 □その他 17,676
換算人数(人) 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 6,960 7,120 7,120 7,120 7,120

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 5,116 5,116
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 23,093 24,796 22,075 24,796 24,796
(11)単位費用

4.28千円／件 4.59千円／件 4.34
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護認定審査会は医師や福祉・介護関係の専門家によって構成される合議体の組織であり、国が定める認定基準にしたが ●①事前確認での想定どおり
って、被保険者が保険給付の対象となるかを適切に審査判定をすることを基本としている。高齢化が急激に進む中で、要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 介護者等になっても、高齢者本人や家族の要望を尊重しながら、住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができる ○要
   背景は？(事業の必要性) ように支援していき、個々に必要な介護サービスを提供利用することで，在宅生活を継続できるような適切な介護認定が ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

必要である。 適切な介護サービスを提供するために介護認定審査会における公平・公正な審査判定が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護認定審査会総会等を開催し、各合議体間の審査判定基準

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 見解の意思疎通と平準化を図る。介護保険等の基準により保
□その他 　促進された 険者は市が行うため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、接触の機会を減らすため、更新認定に
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 94.2 117.75

ついては自動延長を採用した。その結果、当該年度における審査件数が増えた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,796 △1,703 22,075 89.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

郵送費や消耗品費が当初予定より安価だったため。

△7.37

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 郵送費や消耗品費が当初予定より安価だったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.32

％ 10万円 0.43 134.38

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 542 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護認定審査会運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 24,796 千円 (うち人件費 7,120 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方



ビニ納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 支援や介護を必要とする者が、介護保険サービスの利用をスムーズに行えるよう、要介護認定申請から2週
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 間以内を目途に訪問調査を実施します。また、申請からサービス利用に至るまでの流れについて、被保険者
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と の個々の状況にあわせた情報提供・アドバイスを行います。
新規及び区分変更申請者に対し、市の認定調査員が居宅や病院・施設などに赴き介護認定調査を実施する。 介護保険申請に関する相談対応。新規・区分変更・更新申請者に対する認定調査の実施および主治医意見書
また、認定期間満了が近づいた者には満了のお知らせ（満了の約85日前）し、介護支援専門員を通じた更新 作成の依頼・授受。新規調査においては、申請から14日以内に認定調査を実施。更新調査は、認定期間満了
手続きの推奨により、調査（更新調査の半数は民間へ委託）・認定にスムーズにつなげていく。なお、要介 当該年度 月の前月初旬に調査委託先事業所への割振りを実施(市調査分および市内外居宅支援事業所委託分)。主治医
護認定の適正化に向け、市内居宅介護支援事業所所属の調査員に対し、研修会への参加、eラーニングシス 執行計画 意見書未着や審査会開催日等の理由で申請から30日以内に認定結果の通知できない方に延期通知書を送付（

(3)事業内容 内　　容 テムの積極的な利用を勧奨する他、個別指導等により、調査票記載や調査のあり方等について学習を進めて 合わせて意見書作成状況の確認・再依頼を実施）。調委委託事業者を対象とした研修会・ｅランニングの案
いく。増加する認定申請への対応として、調査業務委託や調査員の育成と合わせ、ICTの導入（タブレット 内、個別指導の実施。訪問調査モバイルシステムの導入。
型端末を用いた調査）により、国が定める申請日から30日以内の認定に向け、14日以内の調査実施に努めて 認定者総数7000人　　申請総件数7200件（延べ） 想定値 7,200当該年度
いく（新規・区分変更認定調査は市が行うとの国の定めあり）。 単位 件

活動結果指標 実績値 4,872

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請日から30日以内に認定結果を通知する。 直接 申請日から14日以内に認定調査を実施した割合 ％ 75 75

令和 4年度 申請日から30日以内に認定結果を通知する。 直接 申請日から14日以内に認定調査を実施した割合 ％ 75

令和 5年度 申請日から30日以内に認定結果を通知する。 直接 申請日から14日以内に認定調査を実施した割合 ％ 75

1.意見書依頼先が定まらない（主治医がいない）ことや医療機関側の体制等の理由から、主治医意見書作成依頼から14日以内で
(7)事業実施上の課題と対応 の授受が難しくなっている。医療機関や福祉施設との連携により、申請及び調査時期の適正化を図り、増加する認定申請には、 代替案検討 ○有 ●無

新規調査員の育成、ICTの導入で対応していく。２．認定調査に係る事務全般のスリム化を図っていく。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護認定調査費 41,906 介護認定調査費 45,150 35,753 介護認定調査費 45,150 介護認定調査費 45,150
会計年度任用職員（認定調査員） 45,975 会計年度任用職員（認定調査員） 57,897 54,415 会計年度任用職員（認定調査員） 57,897 会計年度任用職員（認定調査員） 57,897
（12名） （15名） （15人） （15人）
会計年度任用職員（認定事務） 6,794 ＊ 会計年度任用職員（認定事務） 6,759 6,422 会計年度任用職員（認定事務） 6,759 会計年度任用職員（認定事務） 6,759
（3名） （3名） （3名） （3名）
臨時認定調査員 13 研修旅費 15 0 研修旅費 15 研修旅費 15

実施内容 (31年度分・雇用保険） (7名） (7名） (7名）
臨時事務補佐員 8 システム保守 1,752 システム保守 1,752

(8)施行事項
費　　用 (31年度分・雇用保険）

＊ 会計年度任用職員報酬（認定調査員） 1,154 ＜★介護認定調査★＞12月補正
＊ 会計年度任用職員費用弁償（　〃　） 62 システム導入 3,575 3,575

（3名・9月補正） ノートパソコン・ルータ（7台） 822 784
事務用品購入（9月補正） システムライセンス5年分購入 19,800 19,800

＊ タブレット型端末12台 2,838 消耗品（環境復元ソフト） 39 39
＊ 電源キャビネット1台 94

予算(決算)額 合　　計 98,844 合　　計 134,057 120,788 合　　計 111,573 合　　計 111,573
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 0 24,198 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 9,694 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 98,844 ■特会 □受益 □基金 □その他 124,363 96,590 ■特会 □受益 □基金 □その他 111,573 □特会 □受益 □基金 □その他 111,573
換算人数(人) 1.19 1.2 1.22 1.18 0
正職員人件費 10,353 10,680 10,858 10,502 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 52,650 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 109,197 144,737 131,646 122,075 111,573
(11)単位費用

18.83千円／件 20.1千円／件 27.02
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が急激に進む中で、要介護者等になっても、高齢者本人や家族の要望を尊重しながら、住み慣れた地域で自立した ●①事前確認での想定どおり
日常生活を営むことができるように支援する必要がある。そのために、個々の必要な介護サービスを提供利用することに ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ より在宅生活を継続させることができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高齢者個々の状況に合わせた生活（在宅・施設）を継続するため、必要な事業である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険法により、新規・区分変更申請については、市の認

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 定調査員が調査を実施することと定められている。また、更
□その他 　促進された 新調査においても、被保険者・家族の状況が複雑なケースが

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 増えており、苦情対応等も含め、市職員の対応が求められて
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された いる。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 介護保険サービス利用者（複雑なケースを除く）の更新申請については、市内・市外（近隣市）を中心とした居宅介護支
実現が図られる 援事業所に、遠方市外の住所地特例施設入所者や市外在住者は、対象者が生活する市区町村（新規申請）・居宅介護支援

□その他 事業所（区分変更・更新申請）に認定調査業務の委託を行っている。

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 土日対応可能な民間事業所へ認定調査業務委託により、平日 土日対応可能な民間事業所への業務委託により、平日就労の ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、就労のある家族の調査への立ち合い希望に対応できている ある家族の調査への立ち合い希望に対応。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75 75 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスの影響により、調査件数が見込みより増加しなかったことも
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 77 102.67

あり、申請日から14日以内の調査が行えた件数が多くなった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 144,737 △35,540 131,646 90.96
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△32.55

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 補助金の活用及び会計年度任用職員の確保ができず、人

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 件費が抑えられたため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

％ 10万円 0.06 120

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 543 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護認定調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 1.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 135,043 千円 (うち人件費 10,680 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 144,737 千円 (うち人件費 10,680 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコン



ニ納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 介護サービスを必要とする方に、地域に密着した質の高いサービスが提供されるよう、事業者の厳正な指定
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 管理を行い、適切なサービスが提供されるよう指導・監督を行っていく。
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
県よりの権限移譲により、地域密着型サービス事業所及び居宅介護支援事業所の指定・指導・監査事務を市 多くの事業者が指定を受け、多様なサービスが提供されるようになってきていることから、利用者に対して
が行う。 適切なサービスを提供できるように、指導・監督を強化すべく体制を整備する。
<指定・指導・監査を行うサービスの種類> 当該年度 介護保険指定機関等管理システムを使用し効率的な事業所の指定管理を実施する。
・地域密着型サービス①小規模多機能型居宅介護②夜間対応型訪問介護③地域密着型介護老人福祉施設入所 執行計画

(3)事業内容 内　　容 者生活介護④地域密着型特定施設入居者生活介護⑤認知症対応型共同生活介護⑥認知症対応型通所介護⑦介
護予防認知症対応型通所介護⑧介護予防小規模多機能型居宅介護⑨介護予防認知症対応型共同生活介護⑩地
域密着型通所介護⑪定期巡回・随時対応型訪問介護看護 指導・監査を行った事業者数 想定値 11当該年度
・ 単位 件

活動結果指標 実績値 0居宅介護支援事業所

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 新規に地域密着型サービス事業者を指定し、提供するサービスの向上のため指導・監督する。 直接 指導・監査を実施した事業者数 件 0 11

令和 4年度 新規に地域密着型サービス事業者を指定し、提供するサービスの向上のため指導・監督する。 直接 指導・監査を実施した事業者数 件 11

令和 5年度 新規に地域密着型サービス事業者を指定し、提供するサービスの向上のため指導・監督する。 直接 指導・監査を実施した事業者数 11

より質の高いサービス提供する事業者が指定できるようにするために、事業者審査を厳正に行う。指定後は指導を実施し適正な
(7)事業実施上の課題と対応 運営・管理を監督していく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護保険指定機関等管理システム 介護保険指定機関等管理システム 介護保険指定機関等管理システム 介護保険指定機関等管理システム
LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料 LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料 LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料 LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料
50,000円×12月×1.10=660,000円 660 50,000円×12月×1.10=660,000円 660 660 50,000円×12月×1.10=660,000円 660 50,000円×12月×1.10=660,000円 660

会計年度任用職員 2,708 2,708 会計年度任用職員 2,708 会計年度任用職員 2,708
会計年度任用職員報酬(9月補正) 819 2,707,025円×1.0×1人 2,707,025円×1.0×1人 2,707,025円×1.0×1人
会計年度任用職員費用弁償(9月補正) 302

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,781 合　　計 3,368 3,368 合　　計 3,368 合　　計 3,368
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,121 0 3,368 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 660 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,368 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,368 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,368
換算人数(人) 0.97 1 1 1 1
正職員人件費 8,439 8,900 8,900 8,900 8,900

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,220 12,268 12,268 12,268 12,268
(11)単位費用

929.09千円／件 1,115.27千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域密着型サービスは、我孫子市民のみが利用出来る地域に根ざした介護保険サービスであり、居宅介護支援は在宅サー ●①事前確認での想定どおり
ビスの根幹となるケアプランを作成するものである。介護サービスを必要とする方に適切なサービスの提供がなされるよ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ う、質の高い事業者を指定し、指導・監督していく必要性がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事業者による利用者の囲い込みを防止、適切な介護保険運営を防止し、適切な介護保険運営を支援するために今後も継続
して行うことが必要。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険法により、事業所の指定権者である市が、指導・監

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 督を行うことが定められているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 11 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症により、事業所への訪問が困難であったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,268 △2,048 12,268 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△20.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症により、事業所への訪問が困

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 難であったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

件 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 544 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 地域密着型サービス事業者の指定・指導・監督事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,268 千円 (うち人件費 8,900 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビ



を図って利便 介護サービスの種類や量を社会経済情勢の変化に応じ見直し、介護サービスを必要とする高齢者が、必要な
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 時に必要なサービスを利用し、住みなれた地域で自立した生活を営むことができる環境を整備する。
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
・介護保険の理念である個人の尊厳を尊重し、住み慣れた地域で自立した生活を営むことができるよう第７ 〇令和３年４月～４年３月：市民会議の開催（年３回開催予定）
期介護保険事業計画を推進し、確実な事業の実施を目指します。 〇第８期介護保険事業計画の進行管理を行う。
・市民会議を開催し、第８期介護保険事業計画の進行管理を行います。 当該年度
・ 執行計画

(3)事業内容 内　　容

市民会議の開催 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

令和 4年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

令和 5年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

介護保険の円滑な運営と第８期介護保険事業計画の推進
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市民会議委員報酬 291 市民会議委員報酬 市民会議委員報酬 市民会議委員報酬
3,500円×12人×3回＝126千円 3,500円×12人×3回＝126千円 126 25 3,500円×12人×3回＝126千円 126 3,500円×12人×3回＝126千円 126
筆耕翻訳料 筆耕翻訳料 筆耕翻訳料 筆耕翻訳料
25,000円×2時間×1.10×3回＝165千円 25,000円×2時間×1.10×3回＝165千円 165 28 20,000円×2時間×1.10×3回＝132千円 132 20,000円×2時間×1.10×3回＝132千円 132
＜★介護保険事業計画の推進★＞

＊ 第8期介護保険事業計画策定業務委託 2,510 ＜★介護保険事業計画の推進★＞ ＜★介護保険事業計画の推進★＞
＊ アンケート調査通信運搬費 788 介護保険事業計画策定業務委託料（アン 1,944 介護保険事業計画策定業務委託料（計画 1,606

実施内容 ＊ 市民会議委員報酬 126 通信運搬費 1,143 筆耕翻訳料 132
3,500円×12人×3回＝126千円 印刷製本費 175 介護保険市民会議委員報酬 137

(8)施行事項
費　　用 ＊ 筆耕翻訳料 165 消耗品費 20

25,000円×2時間×1.10×3回＝165千円

【歳入】長寿社会づくりソフト事業費
       交付金2,400千円

予算(決算)額 合　　計 3,880 合　　計 291 53 合　　計 3,540 合　　計 2,133
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 53 3,249 2,133

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 3,880 ■特会 □受益 □基金 □その他 291 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 291 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.08 1.04 1.04 1.07 0
正職員人件費 9,396 9,256 9,256 9,523 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,276 9,547 9,309 13,063 2,133
(11)単位費用

2,212.67千円／回 3,182.33千円／回 9,309
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・法の規定により当該事業計画は、３年ごとに見直すことが義務付けられている。 ●①事前確認での想定どおり
・介護サービスを必要とする高齢者が、必要な時に必要なだけサービスを利用することができる環境を整えるためには、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 常に介護サービスに対するニーズを的確に把握する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・政策評価の視点から目標（計画）値に対する実績の評価分析を行い、計画期間における政策目標を掲げ、この目標を実 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

現するために具体的な施策を明らかにすることが、サービスの向上には必要不可欠である。 市民会議を開催し、介護保険事業計画を策定し進捗管理を行っている

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 保険者である市以外は実施できない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 公募委員を含む市民会議を開催し、市民の意見を計画策定に 介護保険市民会議を開催し、市民公募委員等からご意見を頂 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 反映している。 き介護保険事業計画の進捗管理を行っている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言発令等に伴い、開催回数が当初見込みよ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 33 33

り少なかったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,547 3,729 9,309 97.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

28.09

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言発令等に伴い、

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 開催回数が当初見込みより少なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.05

％ 10万円 0.35 33.33

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 545 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険事業計画の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険事業計画の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,547 千円 (うち人件費 9,256 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８次健康福祉総合計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方法の多様化



活動を支援し、身近 地域における住民主体の活動組織の育成・支援のための事業を実施し、高齢者が身近な地域で自ら介護予防
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 に取り組むことができるよう地域活動の促進を目指します。
展開方向

①身近な地域の通いの場で、筋力アップや口腔体操等介護予防活動が行えるよう、各種市民団体のリーダー ①各種市民団体のリーダー向けに介護予防に関する研修会を実施する。研修会では、保健師・看護師、リハ
を対象に介護予防に関する研修会を開催する。市民団体のリーダーを中心に「強化型きらめきデイサービス ビリテーション専門職による育成支援を進めていく。
事業」を実施する。 当該年度 ②市民団体と委託契約を締結し、強化型きらめきデイサービス事業を実施する。
②地域リハビリテーション活動支援事業として、地域における介護予防の取組を強化するために住民主体の 執行計画 ③健康生活サポートリーダーによる遊具うんどう教室の運営支援を行う。

(3)事業内容 内　　容 通いの場へリハビリテーション専門職の関与を促進する。 ④ボランティア登録に関する一連の事務を我孫子市社会福祉協議会へ委託し、随時登録申請の受け付けを行
③介護保険ボランティアポイント制度を実施。市内介護施設等でのボランティア活動の実績に基づき対象者 う。
（１号被保険者で認定を受けていない高齢者）に交付金を支給し、高齢者の社会参加と介護予防に役立てて 介護予防強化型きらめきデイサービスへの参加者数 想定値 11,700当該年度
いく。 単位 人

活動結果指標 実績値 6,504

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域での住民主体による介護予防活動が定着することで、継続して介護予防・社会参加に取り組むことができる。 直接 介護予防強化型きらめきデイサービスへの参加者数 人 11,146 18,500

令和 4年度 地域での住民主体による介護予防活動が定着することで、継続して介護予防・社会参加に取り組むことができる。 直接 介護予防強化型きらめきデイサービスへの参加者数 人 14,937

令和 5年度 地域での住民主体による介護予防活動が定着することで、継続して介護予防・社会参加に取り組むことができる。 直接 介護予防強化型きらめきデイサービスへの参加者数 人 14,981

継続して介護予防の取り組みが行えるよう、徒歩圏内における通いの場の拡充及び活動を定着化していく必要がある。団体リー
(7)事業実施上の課題と対応 ダに向けた魅力のある研修（フォローアップも含む）を用意するとともに、広報・チラシの配布等により多くの市民団体に研修 代替案検討 ○有 ●無

参加を呼び掛けていく。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

健康生活サポートリーダー報償費 80 健康生活サポートリーダー報償費 80 62 健康生活サポートリーダー報償費 80 健康生活サポートリーダー報償費 80
健康生活サポートリーダー消耗品費 11 健康生活サポートリーダー消耗品費 11 14 健康生活サポートリーダー消耗品費 11 健康生活サポートリーダー消耗品費 11
事務連絡用通信運搬費 6 事務連絡用通信運搬費 6 6 事務連絡用通信運搬費 6 事務連絡用通信運搬費 6
ボランティアポイント制度委託料 2,800 ボランティアポイント制度委託料 2,700 2,700 ボランティアポイント制度委託料 2,800 ボランティアポイント制度委託料 2,800
ボランティアポイント制度交付金 1,500 ボランティアポイント制度交付金 700 355 ボランティアポイント制度交付金 1,500 ボランティアポイント制度交付金 1,500
介護予防事業事務連絡用通信運搬費 12 介護予防事業事務連絡用通信運搬費 12 12 介護予防事業事務連絡用通信運搬費 12 介護予防事業事務連絡用通信運搬費 12
シニアリーダー育成講師報償費 84 シニアリーダー育成講師報償費 63 63 シニアリーダー育成講師報償費 63 シニアリーダー育成講師報償費 63

実施内容 シニアリーダー育成研修消耗品 65 シニアリーダー育成研修消耗品 65 65 シニアリーダー育成研修消耗品 65 シニアリーダー育成研修消耗品 65
介護予防強化型きらめきデイ委託料 3,968 介護予防強化型きらめきデイ委託料 3,416 1,448 介護予防強化型きらめきデイ委託料 3,416 介護予防強化型きらめきデイ委託料 3,416

(8)施行事項
費　　用  基本委託料：73,400円×12月  基本委託料：65,400円×12月  基本委託料：65,400円×12月  基本委託料：65,400円×12月

 加算委託料：15,432人×200円  加算委託料：13,152人×200円  加算委託料：13,152人×200円  加算委託料：13,152人×200円
うんどう遊具講習会講師報償費 110 うんどう遊具講習会講師報償費 110 110 うんどう遊具講習会講師報償費 110 うんどう遊具講習会講師報償費 110

パ会計年度（育休代替保健師）0.1人 380 パ会計年度（育休代替保健師）0.2人 716 623

（予備費）通いの場利用者向け資料作成
消耗品費（新型コロナ感染症対策） 76

予算(決算)額 合　　計 9,092 合　　計 7,879 5,458 合　　計 8,063 合　　計 8,063
国庫支出金 補助率 25 ％ 2,273 補助率 25 ％ 2,194 1,364 補助率 25 ％ 2,015 補助率 0 ％ 2,015
県支出金 補助率 12.5 ％ 1,136 補助率 12.5 ％ 1,097 682 補助率 12.5 ％ 1,007 補助率 0 ％ 1,007
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,137 199 683 1,010 1,010

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,546 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,389 2,729 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,031 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,031
換算人数(人) 0.67 0.74 1.14 0.67 0.67
正職員人件費 5,829 6,586 10,146 5,963 5,963

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,921 14,465 15,604 14,026 14,026
(11)単位費用

1.28千円／人 1.24千円／人 2.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢社会を迎え、高齢者一人一人が介護予防に取り組むことで健康寿命を延ばしたり、社会参加をすることで生きがいを ●①事前確認での想定どおり
持って暮らしていくことが将来の介護保険給付費の削減へつながる。また、本事業の実施により、介護保険認定を利用し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ていない元気な高齢者の介護保険料への負担感も軽減できる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

団体のリーダー養成等により、住民主体による地域活動（介護予防の強化）につながった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 健康寿命の延伸のため、地域で介護予防の取り組みを継続し

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 て行えるよう、市が支援する必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域の通いの場において、住民が主体と名って事業を展開し 地域の通いの場において、住民が主体となって事業を展開し ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ている。 ている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
11,146 18,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の流行があり、想定していたよりも参加者が少なかっ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6,504 35.16

た。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,465 456 15,604 107.87
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

介護予防強化型きらめきデイサービスの参加者数が減少したことにより
、事業費が想定未満となったため。

3.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の流行により、参加者が減少

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 しているため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 127.89

人 10万円 41.68 32.59

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1893 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 地域介護予防活動の支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.14 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,365 千円 (うち人件費 6,586 千円）⑦事業費
総事業費 7,629 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,465 千円 (うち人件費 6,586 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防につながる



所で必要なサービスを利用で 認知症の人が住みなれた地域で安心して暮らし続けることができるよう、認知症の正しい理解や認知症の人
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 とその家族への支援などを地域で推進できる見守り支援体制づくりを行う。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
①地域で認知症の人とその家族を支え、だれでも暮らしやすい地域を実現できるよう、多くの認知症サポー ①出前講座等で認知症サポーター養成講座の依頼があった場合に、キャラバン・メイトの派遣調整を行う。
ターを養成する。 ②各高齢者なんでも相談室に認知症に関するコーディネーターを担う人材（認知症地域支援推進員研修等を
②認知症に関する相談の充実や地域の認知症支援ネットワークの構築のため、認知症に関するコーディネー 当該年度 受講した専門職）を配置する。
ターを担う人材を配置する。 執行計画 ③「認知症の方の家族のつどい」を定期開催していく。

(3)事業内容 内　　容 ③認知症の人を介護している家族の孤立防止や精神的負担を軽減するため、介護する家族の集いにより情報 ④「認知症カフェ」の普及啓発を行う。補助金事業を実施し運営を推進する。
交換や交流を図る。 ⑤認知症高齢者等見守りシールを活用した通信サービスを実施する。
④認知症の人とその家族、地域住民が気軽に集える「認知症カフェ」の設置を推進する。 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 想定値 12,500当該年度
⑤認知症の人を介護している家族の精神的負担を軽減するため、徘徊行動のある認知症高齢者等の通信サー 単位 人

活動結果指標 実績値 13,453ビスを実施する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 12,234 12,500

令和 4年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 14,100

令和 5年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 15,700

認知症に関するコーディネーターを担う人材を各高齢者なんでも相談室に配置できるよう、高齢者なんでも相談室の職員は、適
(7)事業実施上の課題と対応 宜、認知症地域支援推進員や千葉県認知症コーディネーター等の研修を受講していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認知症家族のつどい講師報償費 21 認知症家族のつどい講師報償費 21 21 認知症家族のつどい講師報償費 21 認知症家族のつどい講師報償費 21
認知症キャラバンメイト報償費 10 認知症キャラバンメイト報償費 10 3 認知症家族のつどい講師報償費 10 認知症家族のつどい講師報償費 10
消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 157 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ、ｽﾃｯｶｰ等) 173 101 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 173 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 173
消耗品(ｽﾃｯｶｰ等） 16
認知症啓発用消耗品 106 認知症啓発用消耗品 81 76 認知症啓発用消耗品 92 認知症啓発用消耗品 92
通信運搬費（オレンジリング送料） 8 通信運搬費（オレンジリング送料） 8 0 通信運搬費（オレンジリング送料） 8 通信運搬費（オレンジリング送料） 8
新規認知症カフェ事業運営補助 402 認知症カフェ事業運営補助 67 67 認知症カフェ事業運営補助 402 認知症カフェ事業運営補助 402

実施内容 ＊ ラベルシール４０枚×１０セット 40 ラベルシール４０枚×２０セット 79 40 ラベルシール４０枚×２０セット 79 ラベルシール４０枚×２０セット 79
＊ 認知症見守りシール初期導入費 39

(8)施行事項
費　　用 【上記認知症事業の歳入】

国38.5％（316千円）県19.25％（158
千円）保険料23％（188千円）一般財源
（159千円）

パ会計年度（育休代替保健師）0.08人 304 パ会計年度（育休代替保健師）0.08人 287 253
【会計年度任用職員の歳入】 【会計年度任用職員の歳入】
国25％（76千円）県12.5％（38千円） 国25％（71千円）県12.5％（35千円）
保険料23％（69千円）支払基金27％ 保険料23％（66千円）支払基金27％
（82千円）一般財源（39千円） （77千円）一般財源（38千円）

予算(決算)額 合　　計 1,103 合　　計 726 561 合　　計 785 合　　計 785
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 383 補助率 38.5 ％ 373 143 補助率 38.5 ％ 302 補助率 38.5 ％ 302
県支出金 補助率 19.25 ％ 191 補助率 19.25 ％ 186 71 補助率 19.25 ％ 151 補助率 19.25 ％ 151
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 195 △156 199 152 152

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 334 ■特会 □受益 □基金 □その他 323 148 ■特会 □受益 □基金 □その他 180 ■特会 □受益 □基金 □その他 180
換算人数(人) 0.27 0.37 0.51 0.27 0.27
正職員人件費 2,349 3,293 4,539 2,403 2,403

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,452 4,019 5,100 3,188 3,188
(11)単位費用

0.28千円／人 0.32千円／人 0.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

認知症高齢者は2025年には全国推計で700万人以上を超え、約半数が在宅介護を受けていると予測されている。認知症の ●①事前確認での想定どおり
症状の悪化には医療的な要因のみならず環境要因も大きく、また本人や家族の身体的・精神的負担も大きいと言われてい ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。より多くの人が正しい認知症の理解し適切な対応を学ぶことや、認知症の人とその家族が孤立しないよう交流できる ○要
   背景は？(事業の必要性) 場をつくるなど地域で見守り支援する仕組みづくりを推進することで、認知症になっても長く安心してよい環境で在宅生 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

活を送ることが可能となり、施設入所をしない期間を延ばすことで介護給付費の抑制につながると思われる。 認知症高齢者のますますの増加が予測がされ、認知症に関する知識の普及・啓発、相談体制の充実を図る当事業では、地
域で認知症の方とその家族を支える体制づくりのために必要性が高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域での認知症に対する啓発や相談体制の充実は、高齢者の

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 安心できるくらしの支援や医療費抑制につながる「認知症施
□その他 　促進された 策」として重要であり、市で担うべき役割である。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 認知症サポーター養成講座を受講した市民に活動に参加して コロナウイルス感染症により、認知症カフェの開催が中止に ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り もらう。 なっている団体が多くあり、認知症サポーター養成講座を受 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 講した市民に認知症カフェで活動してもらうことは難しい状 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 況である。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
12,234 12,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

認知症サポーター養成講座を広く周知したことや、学校や企業での実施が増えた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 13,453 107.62

ことで、目標値以上の受講者数となった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,019 △567 5,100 126.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

認知症カフェ事業運営補助金の申請件数が予定を下回ったため。

△16.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 認知症に関する普及・啓発を広く行ったことで、認知症

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 サポーター養成講座への関心も高まり受講者数増え、目

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 311.02 標を達成することができた。

人 10万円 263.78 84.81

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業

様

の中で一体的に推進し

式

ていく。 令和４年度か

第

らは結合後の事務事業

３

の中で一体的に推進し

号

ていく。

事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1902 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 認知症地域支援推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 2年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.51 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,365 千円 (うち人件費 3,293 千円）⑦事業費
総事業費 1,229 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,019 千円 (うち人件費 3,293 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場



必要なサービスを利用で 在宅医療と介護サービスを受けながら、住みなれた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることが
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 できるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために必要な連携体制を構築する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
①地域の医療・介護関係者等で協議会を開催し、課題の抽出とその対応策等の検討を行う。 ①在宅医療介護連携推進協議会を年４回開催する。
②利用者の在宅療養を支えるために、情報共有ツールを整備し、地域の医療・介護関係者間の情報共有の支 ②情報共有システム部会にて、「あびこ・ケアりんく」の普及促進及び、啓発方法の検討を実施する。
援を行う。 当該年度 ③広報部会にて、在宅医療と介護の連携について市民への普及啓発を行う。
③地域の医療と介護の連携を支援する相談窓口を設置し、医療・介護関係者等から在宅医療・介護に関する 執行計画 ④多職種交流会を年３回開催。研修部会にて研修内容の検討を実施する。

(3)事業内容 内　　容 相談への対応、連携調整等の支援を行う。
④多職種連携を促進するためグループワーク等の研修を行う。
⑤地域住民の在宅医療・介護について理解を促進するため、パンフレットやチラシの作成を行う。 多職種交流会の参加医療機関数 想定値 14当該年度

単位 箇所
活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 訪問診療及び往診する医療機関数の増加を図る 直接 多職種交流会の参加医療機関数 箇所 12 15

令和 4年度 訪問診療及び往診する医療機関数の増加を図る 直接 多職種交流会の参加医療機関数 箇所 16

令和 5年度 訪問診療及び往診する医療機関数の増加を図る 直接 多職種交流会の参加医療機関数 箇所 17

在宅医療に関する相談受付や地域の医療・介護関係者の連携を支援する中心的な役割を担う窓口の整備が必要。また、医師会と
(7)事業実施上の課題と対応 緊密に連携し、訪問診療・往診を担う医療機関の負担軽減を図るための支援体制について検討が必要。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

在宅医療介護連携研修会講師報償費 180 在宅医療介護連携研修会講師報償費 60 6 在宅医療介護連携研修会講師報償費 180 在宅医療介護連携研修会講師報償費 180
在宅医療介護連携推進協議会消耗品 52 在宅医療介護連携推進協議会消耗品 52 46 在宅医療介護連携推進協議会消耗品 52 在宅医療介護連携推進協議会消耗品 52
在宅医療介護連携推進協議会賄い 25 在宅医療介護連携推進協議会賄い 25 0 在宅医療介護連携推進協議会賄い 25 在宅医療介護連携推進協議会賄い 25

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 257 合　　計 137 52 合　　計 257 合　　計 257
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 98 補助率 38.5 ％ 98 19 補助率 38.5 ％ 98 補助率 38.5 ％ 98
県支出金 補助率 19.25 ％ 49 補助率 19.25 ％ 49 10 補助率 19.25 ％ 49 補助率 19.25 ％ 49
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 51 △69 11 51 51

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 59 ■特会 □受益 □基金 □その他 59 12 ■特会 □受益 □基金 □その他 59 ■特会 □受益 □基金 □その他 59
換算人数(人) 0.18 0.35 0.35 0.18 0.18
正職員人件費 1,566 3,115 3,115 1,602 1,602

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,823 3,252 3,167 1,859 1,859
(11)単位費用

130.21千円／箇所 232.29千円／箇所 1,055.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市では団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年には、高齢化率が３２％を超えることが予測されている。７５歳 ●①事前確認での想定どおり
以上の高齢者は、慢性疾患による受療が多い、複数の疾病にかかりやすい、要介護の発生率が高い、認知症の発生率が高 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ い等の特徴を有しており、医療と介護の両方を必要とすることが多い。しかし、高齢者の人口増加にともない入院ベッド ○要
   背景は？(事業の必要性) の確保が困難となり、地域の医療機関の訪問診療・往診体制が必要となるため、医療と介護を一体的に提供する必要があ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る。 少子高齢、人口減少社会において、誰もが住み慣れた地域で自分らしく暮らせる仕組みを創造するため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域包括ケアシステムは、民間団体やNPOと連携しながらも

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市が主導で行うこととされているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 医師会、歯科医師会、薬剤師会、介護事業者と協働で事業を 医師会や歯科医師会、薬剤師会等、在宅医療を担う専門職が ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 展開している。 参加する協議会を定期的に運営し、在宅医療介護連携推進の ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ために必要な議論を行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境へ配慮するための具体的な対策は行っていない。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
12 15 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

協議会開催の日が医師会のイベントと重なっていたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3 20
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,252 △1,429 3,167 97.39
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△78.39

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルスの影響による地区別交流会を実施で

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 きなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.46

箇所 10万円 0.09 19.57

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2175 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 在宅医療・介護連携推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,372 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,252 千円 (うち人件費 3,115 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で



を利用で 誰もが、制度・分野ごとの縦割りや支え手・受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が我
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 が事として参画し、人と人、人と資源が分野を超えて丸ごとつながることで、住民一人ひとりの暮らしや生
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 きがい、地域をともに作っていく地域共生社会の実現を目指す。
少子高齢化が進展により、弱体化しつつある地縁、血縁といった機能を補完し、新たなささえあいの仕組み 〇第１層協議体（市全体）及び第２層協議体（６地区）の会議体運営
を、地域の特性に合わせて構築していく必要がある。相談支援の中から見えてきた支援の隙間を埋めるため 〇生活支援サービスを実施する団体の意見交換の場である地域ささえあい交流会の開催
、専門職だけでなく、地域住民やNPO、企業や市民活動等、地域を構成するあらゆる主体が連携し、議論す 当該年度 〇市内の社会資源をまとめた情報冊子「高齢者のための日常生活困ったときガイド」のICT化。
る。そのための場として、市全域を対象とした第１層協議体及び中学校圏域ごとに第２層協議体を設置して 執行計画 〇＜政策＞高齢者支援課内に生活支援コーディネーターを１名配置し、地域全体で支え合う相談支援の仕組

(3)事業内容 内　　容 いる。さらに、地域ニーズと社会資源のマッチングや、地域課題を解決するためのネットワーク化を図るた みである「包括的支援体制」の整備を目指す。また、移動販売車については、市内の商業施設が少ない地域
めに、生活支援コーディネーターを配置している。また地域のライフライン事業者や新聞、郵便、宅配業者 を巡回する形で8月から実施予定。
等と連携した見守りネットワークの組織化を行う。生活支援体制整備事業の一環として、移動販売車につい 協議体会議の開催回数（第１層　第２層） 想定値 57当該年度
て民間企業と包括連携協定を締結し、市内の商業施設が少ない地域を巡回する形で8月から実施予定。 単位 回

活動結果指標 実績値 52

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業による第１層及び第２層協議体による会議開催 回 19 21
回数

令和 4年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業による第１層及び第２層協議体による会議開催 回 27
回数

令和 5年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業による第１層及び第２層協議体による会議開催 回 33
回数

地域の福祉課題解決に向けてのささえあいの仕組みづくりを推進する第１層及び第２層協議体の仕組みと、相談支援の中で、地
(7)事業実施上の課題と対応 域の福祉課題を把握している高齢者なんでも相談室をはじめとした各種相談支援窓口との連携が不十分であり、連携体制の見直 代替案検討 ○有 ●無

しと強化が必要である。。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活支援体制整備事業委託料　第1層分 872 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 673 561 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 875 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 700
（1箇所） （1箇所） （1箇所）
生活支援体制整備事業委託料　第2層分 525 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 624 435 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 624 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 624
（5箇所） （6箇所） （6箇所）

＊ 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 105
（1箇所） ＊ 高齢者支援台帳システム設置委託料 86 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,502 合　　計 1,383 996 合　　計 1,499 合　　計 1,324
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 578 補助率 38.5 ％ 532 383 補助率 38.5 ％ 577 補助率 0 ％ 510
県支出金 補助率 19.25 ％ 289 補助率 19.25 ％ 266 191 補助率 19.25 ％ 288 補助率 0 ％ 255
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 290 267 193 289 254

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 345 ■特会 □受益 □基金 □その他 318 229 ■特会 □受益 □基金 □その他 345 ■特会 □受益 □基金 □その他 305
換算人数(人) 0.3 1.57 1.65 2.3 2.3
正職員人件費 2,610 13,973 14,685 20,470 20,470

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,112 15,356 15,681 21,969 21,794
(11)単位費用

72.14千円／回 269.4千円／回 301.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子高齢化が進み、生活様式や家族機能が変化する中、地縁・血縁によるささえあい機能は低下していくと考えられる。 ●①事前確認での想定どおり
それらを補完する仕組みを地域で構築していくことが求められる。また、制度の縦割りによる相談支援の隙間・狭間に陥 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る相談者も多く、介護保険をはじめとした公的なサービスだけでなく、地域の見守り活動や地域住民による生活支援サー ○要
   背景は？(事業の必要性) ビスなど、地域によるささえあいの仕組みを強化していく必要がある。さらに、高齢者等が地域のささえあい活動に参加 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

することによる介護予防の効果も期待できるため。 公的サービスだけでなく、地域住民による生活支援サービスがあることで、地域によるささえあいの仕組みが強化されて
いる。今後も高齢者がますます増加するなかで、高齢者が住み慣れた地域で生活し続けていくためにも必要な事業である

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が事務局機能を担うことで、様々な関係機関、地域住民が

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 協議体に参画することができた。また、買い物弱者支援の移
□その他 　促進された 動スーパー事業も効率的に周知を図ることができた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 住民による自主的な活動を支援する仕組みであるため、事業 地域住民によるささえあい活動、会議を住民と一緒に実施し ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り を進めるうえで、住民と一緒に議論しながら設計している。 た。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 第1層協議体：計18回 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 第2層協議体：計34回 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ゴミ問題やフードロス問題等さまざまな団体と連携しながら ゴミ問題やフードロス問題等の関係団体と連携しながら実施 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 実施している。 することができた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
19 21 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

コロナ渦のなか、感染防止対策を徹底したうえで活動することができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 52 247.62
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,356 △11,244 15,681 102.12
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△273.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 現状どおり

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.14

回 10万円 0.33 235.71

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2188 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 生活支援体制整備事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 11 人 (換算人数 1.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,356 千円 (うち人件費 13,973 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービス



援し、身近 高齢者が介護予防の必要性を理解し、自ら介護予防に向けた取り組みが行えるよう、介護予防、認知症予防
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 に関する知識の普及・啓発及び閉じこもり予防、生きがいづくりに関する情報提供を行う。
展開方向

①介護予防が必要な高齢者を把握し、予防活動につなげていく。 ①独居者訪問や、各地区の高齢者なんでも相談室・民生委員等との連携により、対象者の把握に努める（随
②介護予防普及啓発事業として、出前講座による健康教育や、介護予防教室、遊具うんどう教室、介護予防 時）。
の講演会等を通じて、介護予防・認知症予防に関する知識の普及啓発、閉じこもり予防、生きがいづくりに 当該年度 ②出前講座（随時）、遊具うんどう教室（市内３会場、各会場月１回程度）、介護予防教室（年５回）の他
つなげていく。 執行計画 、介護予防に関する講演会（年１回）を実施していく。７５歳到達者に介護予防・認知症予防に関する情報

(3)事業内容 内　　容 提供のための通知を実施する。

遊具うんどう教室・介護予防教室・出前講座・講演会の参加者数 想定値 1,200当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 832

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの高齢者が生活機能の低下のサインや介護予防の重要性について学び、適切な予防策に取り組むことができる。 直接 遊具うんどう教室・介護予防教室・出前講座・講演会の参加者数 人 1,091 1,200

令和 4年度 より多くの高齢者が生活機能の低下のサインや介護予防の重要性について学び、適切な予防策に取り組むことができる。 直接 遊具うんどう教室・介護予防教室・出前講座・講演会の参加者数 人 1,200

令和 5年度 より多くの高齢者が生活機能の低下のサインや介護予防の重要性について学び、適切な予防策に取り組むことができる。 直接 遊具うんどう教室・介護予防教室・出前講座・講演会の参加者数 人 1,200

後期高齢者が増加していくことで、要支援・要介護認定を受ける高齢者割合の増加が見込まれる。より多くの高齢者に介護予防
(7)事業実施上の課題と対応 の知識を普及し、少しでも早い段階で介護予防に取り組んでもらうことが重要である。広報やﾁﾗｼの配布等を利用した啓発、既 代替案検討 ○有 ●無

存の地域活動組織を活かし、講座・講演会等の参加者を増やしていく。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護予防講演会講師報償費 60 介護予防講演会講師報償費 60 0 介護予防講演会講師報償費 60 介護予防講演会講師報償費 60
消耗品　介護予防テキスト等 186 消耗品　介護予防テキスト等 285 284 消耗品　介護予防テキスト等 186 消耗品　介護予防テキスト等 186
介護予防講演会ポスター・ちらし作成 211 介護予防講演会ポスター・ちらし作成 88 0 介護予防講演会ポスター・ちらし作成 187 介護予防講演会ポスター・ちらし作成 187
パート会計年度任用職員 パート会計年度任用職員 パート会計年度任用職員 パート会計年度任用職員
（管理栄養士）1人 3,266 （管理栄養士）1人 3,369 3,171 （管理栄養士）1人 3,369 （管理栄養士）1人 3,369
（保健師・看護師）0.5人 3,777 （保健師・看護師）0.5人 3,607 3,181 （保健師・看護師）0.5人 3,607 （保健師・看護師）0.5人 3,607
うんどう遊具修繕料 592 うんどう遊具修繕料 875 711 うんどう遊具修繕料 475 うんどう遊具修繕料 475

実施内容 介護予防教室講師報償費 60 介護予防教室講師報償費 60 60 介護予防教室講師報償費 60 介護予防教室講師報償費 60
通信運搬費 95 通信運搬費 95 75 通信運搬費 95 通信運搬費 95

(8)施行事項
費　　用 事務用窓付き封筒作成 14 11 事務用窓付き封筒作成 14 事務用窓付き封筒作成 14

パ会計年度（育休代替保健師）0.37人 1,405 パ会計年度（育休代替保健師）0.26人 931 1,167

予算(決算)額 合　　計 9,652 合　　計 9,384 8,660 合　　計 8,053 合　　計 8,053
国庫支出金 補助率 25 ％ 2,413 補助率 25 ％ 2,246 3,176 補助率 25 ％ 2,015 補助率 25 ％ 2,015
県支出金 補助率 12.5 ％ 1,206 補助率 12.5 ％ 1,123 1,588 補助率 12.5 ％ 1,007 補助率 12.5 ％ 1,007
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,208 1,523 1,589 1,000 4,024

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,825 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,492 2,307 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,031 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,007
換算人数(人) 0.7 0.79 1.29 0.74 0.74
正職員人件費 6,090 7,031 11,481 6,586 6,586

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,742 16,415 20,141 14,639 14,639
(11)単位費用

13.12千円／人 13.68千円／人 24.21
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

2025年には団塊の世代が75歳（後期高齢）となり、医療や介護などの社会保障費が更に大きくふくらむと予測されている ●①事前確認での想定どおり
。また、少子高齢化により介護職の人材不足や介護離職などの人的な社会問題も懸念されている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ できるだけ多くの高齢者が元気なうちから介護予防についての知識を持ち、一人一人が介護予防に取り組んでいくことが ○要
   背景は？(事業の必要性) 、健康寿命を延ばし、将来の介護給付費削減や人手不足の解消につながっていくと思われ、介護予防についての普及啓発 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

活動に力を入れていく必要がある。 高齢者が急激に増加する中で、個々が健康寿命の延伸に向け、介護予防に取り組んでいくことが、将来的には介護給付費
削減にもつながるため、今後も介護予防への意識啓発が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民の要望に応じた内容をもとに介護予防についての情報提

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 供や効果的な健康体操などを取り入れ、より多くの方が介護
□その他 　促進された 予防に取り組むための情報を得ることができた。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 既存の地区組織を活用した事業を展開していく。 既存の地区組織を活用した事業を展開していく。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,091 1,200 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大のため、各教室や出前講座等を中止したことによ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 832 69.33

り、参加者数が想定を下回ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,415 △673 20,141 122.7
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナウイルス感染症拡大のため、各教室や ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大のため、各教室や出前講座等を中止した 出前講座等を中止したことにより、参加者数が想
ことにより、参加者数が想定を下回ったため。 定を下回ったため。

△4.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症拡大のため、各教室や出前講

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 座等を中止したことにより、参加者数が想定を下回った

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.31 ため。

人 10万円 4.13 56.5

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2189 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 一般介護予防事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,015 千円 (うち人件費 7,031 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,415 千円 (うち人件費 7,031 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防につながる活動を支



う、介護予防につながる活動を支援し、身近 要支援・事業対象者が介護予防・生活支援サービスを利用することで、自立した生活を送るとともに重度化
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 防止につなげていく。
展開方向

要支援認定、事業対象者が生活機能の維持・改善が出来るよう、各地区の高齢者なんでも相談室が行う介護 ①要支援・事業対象者に各地区の高齢者なんでも相談室が介護予防ケアマネジメント（アセスメント及びケ
予防ケアマネジメントに沿って介護予防・生活支援サービスを提供する。 アプランの作成）を行い、訪問型・通所型サービスを提供する。（随時）

当該年度 ②多様な担い手（シルバー人材センター、ＮＰＯ法人等）によるサービスを提供する。（随時）
執行計画 ③住民主体によるサービスの担い手の資質維持・向上に向け、研修や勉強会等の情報提供を事業者に行って

(3)事業内容 内　　容 いく（随時）。

要介護認定に至らない高齢者の増加（認定率が推計値を下回る） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 101.5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 要介護認定に至らない高齢者の増加（認定率が推計値16.4％を下回る） 直接 １号被保険者の介護保険認定率/推定値 ％ 100.7 100

令和 4年度 要介護認定に至らない高齢者の増加（認定率が推計値17.4％を下回る） 直接 １号被保険者の介護保険認定率/推定値 ％ 100

令和 5年度 要介護認定に至らない高齢者の増加（認定率が推計値20.4％を下回る） 直接 １号被保険者の介護保険認定率/推定値 ％ 100

介護予防・日常生活支援総合事業における住民主体のｻｰﾋﾞｽを提供するにあたり、担い手の登録数は伸びているが、従来の有資
(7)事業実施上の課題と対応 格者によるサービスを継続して利用する者が大半であり、住民主体による担い手の活動が伸びていないことが課題である。高齢 代替案検討 ○有 ●無

者なんでも相談室及びケアマネジャーと連携しながら、住民主体のｻｰﾋﾞｽを効果的に効率よく活用できるよう支援していく。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

訪問型サービス事業費 61,238 訪問型サービス事業費 66,898 63,988 訪問型サービス事業費 66,898 訪問型サービス事業費 66,898
通所型サービス事業費 145,093 通所型サービス事業費 170,341 164,972 通所型サービス事業費 170,341 通所型サービス事業費 170,341
高額介護予防サービス費相当事業費 400 高額介護予防サービス費相当事業費 500 500 高額介護予防サービス費相当事業費 500 高額介護予防サービス費相当事業費 500
高額医療合算介護予防サービス費相当 200 高額医療合算介護予防サービス費相当 550 400 高額医療合算介護予防サービス費相当 550 高額医療合算介護予防サービス費相当 550
介護予防ケアマネジメント費 37,962 介護予防ケアマネジメント費 30,136 28,719 介護予防ケアマネジメント費 30,136 介護予防ケアマネジメント費 30,136
審査支払手数料 960 審査支払手数料 842 799 審査支払手数料 842 審査支払手数料 842

実施内容 会計年度任用職員（育休代替保健師） 73

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 245,926 合　　計 269,267 259,378 合　　計 269,267 合　　計 269,267
国庫支出金 補助率 20 ％ 49,185 補助率 20 ％ 49,170 51,876 補助率 20 ％ 49,170 補助率 20 ％ 0
県支出金 補助率 12.5 ％ 30,740 補助率 12.5 ％ 30,731 32,422 補助率 12.5 ％ 30,731 補助率 12.5 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 23,414 269,267

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 166,001 ■特会 □受益 □基金 □その他 189,366 175,080 ■特会 □受益 □基金 □その他 165,952 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.23 0.27 0.19 0
正職員人件費 1,740 2,047 2,403 1,691 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 247,666 271,314 261,781 270,958 269,267
(11)単位費用

2,476.66千円／％ 2,713.14千円／％ 2,579.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年には、さらに高齢化が進み、高齢化率も３２％を超えることが予想されます。 ●①事前確認での想定どおり
様々な支援を必要とする高齢者が増加する中、様々なニーズに合わせた生活支援の必要性が増していきます。高齢者の介 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 護予防に向け、サービス利用者としてだけでなく、支え手側に回り社会参加や社会的役割を持つことで、自らの介護予防 ○要
   背景は？(事業の必要性) につながり、要介護認定者の増加の抑制につながると考えます。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

実際の認定率が推計とほぼ相違ないため、引き続き必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 本事業は、介護保険制度において、市町村が実施する「地域

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 支援事業」に位置付けられている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域住民やシルバー人材センター、ＮＰＯ法人等がサービス 地域住民やシルバー人材センター、NPO法人等がサービスの ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り の担い手として、市民のニーズに合ったサービスが提供でき 担い手として、市民のニーズに合ったサービスが提供できる ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り るよう仕組みづくりを行っている。 よう仕組みづくりを行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100.7 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

1号被保険者の要介護認定率が推計とほぼ相違なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 101.8 98.23
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 271,314 △23,648 261,781 96.49
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△9.55

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

％ 10万円 0.04 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2190 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護予防・生活支援サービス事業の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護予防・生活支援サービス事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.27 人）
(1)事業概要

(当　初) 271,314 千円 (うち人件費 2,047 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよ



につながる活動を支援し、身近 高齢者が身近な場所で健康づくりに参加できる環境を整えるとともに、フレイル状態にある高齢者について
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 は、適切な医療サービス等につなぐことで、疾病予防・重症化予防を図る。
展開方向

①KDBシステムを活用した地域の健康課題の分析、事業の企画・調整を行う。 ①KDBシステムを活用した地域の健康課題の分析を行う。
②KDBシステムから健康状態不明者を抽出し、状態把握を行うとともに、必要に応じて保健指導、医療の受 ②75歳以上の高齢者のうち、ＫＤＢシステムから健診未受診、医療機関未受診、介護サービス未利用の対象
診勧奨、介護サービス等の利用につなげていく。 当該年度 者を抽出し、健康状態を把握するためのアンケート調査を送付する。アンケートの回答状況により、介入が
③地域の通いの場に専門職が出向き、高齢者のフレイル状態を把握したうえで、健康栄養相談や健康教育を 執行計画 必要な人を把握し、必要に応じて保健指導、医療・介護サービス等の利用につなげる。

(3)事業内容 内　　容 行う。 ③通いの場に保健師等の専門職が出向き、フレイルに関する健康教育と、アンケートによる健康状態の把握
を行う。
健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 想定値 55当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 88.8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健康状態不明者の健康状態が把握できる 直接 健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 ％ 0 55

令和 4年度 健康状態不明者の健康状態が把握できる 直接 健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 ％ 60

令和 5年度 健康状態不明者の健康状態が把握できる 直接 健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 ％ 65

75歳以上の高齢者が増加していくことで、要支援・要介護認定を受ける高齢者の割合の増加が見込まれる。より多くの高齢者の
(7)事業実施上の課題と対応 健康状態を把握し、必要に応じ医療・介護サービス等へつなげることで、疾病予防・重症化予防を図っていく。 代替案検討 ●有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 保健指導用消耗品 151 89 保健指導用消耗品 93 保健指導用消耗品 93
＊ 事務用封筒　通知および返信用作成 8 6 事務用封筒　通知および返信用作成 8 事務用封筒　通知および返信用作成 8
＊ 通信運搬費 134 80 通信運搬費 337 通信運搬費 337
＊ 保健指導用備品（口腔機能測定機器） 98 97

＊ パート会計年度任用職員 パート会計年度任用職員 パート会計年度任用職員
＊ （保健師）1.0人 1,066 451 （保健師）1.0人 3,031 （保健師）1.0人 3,031

実施内容
＊ 高齢者支援台帳システム用機器設定

(8)施行事項
費　　用 業務委託 129 121

【歳入】後期高齢者医療広域連合受託 【歳入】後期高齢者医療広域連合受託 【歳入】後期高齢者医療広域連合受託
収入　7,078千円 収入　7,176千円 収入　7,176千円

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 1,586 844 合　　計 3,469 合　　計 3,469
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 △7,036 844 △5,525 △5,525

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 8,622 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 8,994 □特会 □受益 □基金 ■その他 8,994
換算人数(人) 0 1 1 1 1
正職員人件費 0 8,900 8,900 8,900 8,900

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 10,486 9,744 12,369 12,369
(11)単位費用

0千円／＊＊ 190.65千円／％ 109.73
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者、その中でも特に75歳以上の高齢者については、複数の疾患や合併のみならず、加齢に伴う諸臓器の機能低下を基 ●①事前確認での想定どおり
盤としたフレイルやサルコペニア、認知症等の進行により個人差が大きくなり、多病、多剤処方の状態に陥るなど、健康 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 上の不安が大きくなる。こうした不安を取り除き、住み慣れた地域で自立した生活ができる期間の延伸、QOLの維持向上 ○要
   背景は？(事業の必要性) を図るためには、高齢者の特性を踏まえた健康支援・相談を行う必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

75歳以上の高齢者が増加していくことで、要支援・要介護認定を受ける高齢者の割合の増加が見込まれる。より多くの高
齢者の健康状態を把握し、必要に応じ医療・介護サービス等へつなげることで、疾病予防・重症化予防を図る必要がある

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった KDBシステムを活用して地域の健康課題の分析、事業の企画

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・調整を図る。KDBシステムから健康状態不明者を抽出し、
□その他 　促進された 必要に応じて医療・介護サービス等の利用につなげる。通い

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の場に専門職が出向き、フレイルに関する健康教育や健康状
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 態の把握を行う。法令で市が実施することが定められており ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 、高齢者の特性を踏まえた保健事業を市が一体的に実施する ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 必要がある。
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 既存の地区組織を活用した事業を展開していく。 通いの場の役員連絡会に参加し、役員に事業の取り組みを周 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 知することで、各団体で実施できるよう協力を依頼した。ま ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り た、通いの場以外でも高齢者が集まるシニアクラブやサーク ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ルと連絡調整し、市内13か所の団体に医療専門職が関与でき ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 る体制を構築した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 55 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

KDBシステムやアンケートにより介入が必要な高齢者を把握し、訪問等により直
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 88.8 161.45

接アプローチすることにより健康状態不明者の健康状態が把握できた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,486 ― 9,744 92.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症により感染拡大防止策をとったため、当初予
定していた対象者数が減少となった。

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症により感染拡大防止策をとっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 たため、当初予定していた対象者数が減少となった。　

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.52 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％ 10万円 0.91 175 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2281 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,925 千円 (うち人件費 8,900 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,486 千円 (うち人件費 8,900 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防



ンフルエンザなどの新たな感染症から市民を守るために、高齢者等の感染症検査希望者に対する検査
施策目的・

(2)目的 しながら、市民への的確な情報提供や効果的な感染防止策等を実施して、感染拡大の抑制や市民の健康被害 事業目的 費用の助成、また厳しい運営状況に置かれている感染拡大防止に取り組む市内の介護保険施設等への支援を
展開方向

の低減に努めます。 行う。
【高齢者等の新型コロナウイルス感染症検査希望者に対する検査費用の助成】 【高齢者等の新型コロナウイルス感染症検査希望者に対する検査費用の助成】
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び重症化を防止するため、一定条件を満たした高齢者の方が、本 要綱等整備（9月～11月）、申請受付開始（11月末～3月末）
人の希望によりＰＣＲ検査または抗原定量検査を受ける際に、検査費用の一部を助成します。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

申請に対する支給率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一定条件を満たした高齢者の方が、本人の希望によりＰＣＲ検査または抗原定量検査を受けることで、新型コロナウイルス感染 直接 申請に対する支給率 ％ 0 100
症の感染拡大及び重症化を防止する。

令和 4年度 一定条件を満たした高齢者の方が、本人の希望によりＰＣＲ検査または抗原定量検査を受けることで、新型コロナウイルス感染 直接 申請に対する支給率 ％ 100
症の感染拡大及び重症化を防止する。

令和 5年度 一定条件を満たした高齢者の方が、本人の希望によりＰＣＲ検査または抗原定量検査を受けることで、新型コロナウイルス感染 直接 申請に対する支給率 ％ 100
症の感染拡大及び重症化を防止する。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び重症化を防止する希望する方が速やかに検査を受けられるよう、制度の周知と医療機

(7)事業実施上の課題と対応 関との連携。 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

検査費用の助成 6,535 1,115 検査費用の助成 700
当初予算　0千円
Ｒ４年度　予備費700千円

＊ 社会福祉施設感染症対策支援金 48,700 48,250
＊ 通信運搬費 45 28

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 55,280 49,393 合　　計 700 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 6,535 0 補助率 100 ％ 700 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 48,745 49,393 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.1 0.1 0.1 0
正職員人件費 0 890 890 890 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 56,170 50,283 1,590 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 561.7千円／％ 502.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新型コロナウイルス感染症の影響により、感染リスクの高い高齢者を守るため及び厳しい運営状況に置かれている感染拡 ●①事前確認での想定どおり
大防止に取り組む市内の介護保険施設等を支援するために必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症対策として高齢者が市内の介護保険施設等に入所する際に行うＰＣＲ検査等への助成を行うこ
とは、利用者及び施設への支援として必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内の感染症対策につながった。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請があった対象者に対して、適切に助成することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 56,170 △56,170 50,283 89.52
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

想定していたより、申請者が少なかった。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定していたより、申請者が少なかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.18

％ 10万円 0.2 111.11

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2291 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 新型コロナウイルス感染症への対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,425 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 56,170 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70402 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

新型インフルエンザなどの新たな感染症から市民を守るため、国・県・消防・医師会などの関係機関と連携 新型イ


